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学校保健安全法（以下，法）は，本年４月１日付で施

行された．昭和３３年学校保健法が制定されて以来，５０年

ぶりの大改正であり，本誌でも５０巻５号に法改正の礎と

なった中央教育審議会答申，それに基づく法改正の主旨，

ねらい，これに対する本学会パブリックコメント等が特

集されたところである．本稿では，法改正の柱の一つで

ある「学校環境衛生」を取り上げ，管理としての学校環

境衛生から，子どもたちの健康教育，健康増進への展開

に期待をこめて述べることとする．

法第６条には，「学校環境衛生基準」が新設され，文

部科学大臣は，学校における環境衛生に係る事項につい

て，学童等の健康を保持するために望ましい基準を定め

ることとし，学校の設置者の義務，校長の改善措置を講

じる義務等を定めたところである．また，同法施行規則

においても，第１章第１条で環境衛生検査，第２条で日

常における環境衛生の施行を規定している．児童・生徒

および教職員にとって快適で安全な学校環境を維持する

ことを法的に義務付けたことは，環境衛生的な意義はも

ちろん，広く健康管理，健康増進を進めるにあたり，大

変重要なことであろう．旧法においても，第３条で学校

環境衛生の維持，および必要に応じて改善を図ることが

規定されていた．しかし，実際的には，学校環境衛生の

管理活動に地域や学校による格差がみられること，また，

旧法第２条においても，学校保健安全計画に環境衛生検

査，安全点検等の計画を盛り込み，実施することが規定

されているが，必ずしも全ての学校において，組織的，

計画的な活動として実施されてこなかったのが実情であ

る．こうしたことから，今回の改正により，具体的な

「学校環境衛生基準」を定め，これを維持することを法

的に求めることにより，環境衛生管理が確実かつ適正に

実施されるものと期待される．「学校環境衛生の基準」

は昭和３９年文部省体育局長より通知が発出されて以来，

数次の一部改正が行われ，現在に至っている．法６条の

規定に基づく文部科学大臣が定める新しい環境基準につ

いては，現行の基準を踏まえつつ，各学校や地域の実情

により，柔軟に対応しうるものとなる見通しである（学

校保健法等の一部を改正する法律の公布について（通知），

平成２０年７月）．

従来から，学校薬剤師の専門的技術の提供と指導に

よって実施される定期的な衛生検査としては，上水道・

プール，給食施設などの衛生状態および浄水消毒施設の

機能，飲料水やプール水の水質および排水状況，教室そ

の他の環境の空気性状・騒音などの衛生状態に関する項

目があり，さらに日常の管理活動として，清潔の保持と

ともに，換気・採光・照明，飲料水，学校給食用の食

品・器具，ごみ処理場，便所などを適切に管理し，環境

衛生の維持管理に努めることになっている．平成４年の

通知では，それまでの基準に，学校が汚染源とならない

ように排水の管理を加えたこと，また，時代の要請を反

映して，ごみ処理のあり方にリサイクルを考えて分別収

集の配慮が加わったこと，コンピュータ学習机の照明等

を考慮した照度基準の改訂などがなされた．また，平成

１４年の改訂では，いわゆるシックハウス症候群の問題に

対して，ホルムアルデヒド等の検査が追加されたところ

である．このような要件は，基本的に学校は児童，生徒

が集団生活，学習活動を営む場であることから，学校環

境衛生の管理の観点から重要視されるべきものである．

管理の側面からの「学校環境衛生」の充実とともに，そ

の実践過程として，環境管理活動が児童生徒自らの環境

を通しての「環境学習」の機会になることを期待したい．

平成１９年に改正された学校教育法第２１条の２には，義

務教育の目標として，「学校内外における自然体験活動

を促進し，生命および自然を尊重する精神並びに環境の

保全に寄与する態度を養うこと」が規定されている．学

校環境管理活動もぜひこの精神に則った教育活動として

展開してもらいたいものである．少なくとも教育の場で

ある学校になじめるような学校環境衛生の基準であり，

環境管理活動であってほしい．具体例として，環境管理

活動に子どもたち自身が参加するとともに，学校環境の

定期検査のデータが保健学習あるいは学級指導の中で子

どもたちに返されて，それを教材としてみんなで学ぶ．

こうした教育が，身近な学校環境を通じて児童・生徒の

“環境”を見る目を育てることになろう．そうした面で

の学校薬剤師の学校保健への積極的な参加も併せて期待

したい．

環境管理，環境教育の意味するところ広い意味での健

康教育であり，環境を大切にするライフスタイルの形成

はヘルスプロモーションの礎である．

終わりに，法の改正に伴う学校環境管理の充実を期し

た各学校での取り組みが，環境教育，健康教育の“グッ

ドプラクティス”として本誌への論文として投稿される

ことを心より期待するものである．

管理としての学校環境衛生から児童生徒の健康の保持推進へ

宮 下 和 久

School Environmental Control Practice Encourages School Health Promotion

Kazuhisa Miyashita
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�．はじめに

我が国においては，喫煙，飲酒，薬物乱用，早期の性

行動や若年妊娠．いじめ，暴力，不登校など，思春期の

様々な危険行動あるいは問題行動は依然として重大な問

題であるばかりか，問題によってはより深刻化する傾向

さえ認められる．こうした事態に至ったのはなぜなのだ

ろうか．それは恐らく，我が国における従来の取組が対

症療法的であり，また相互の関連性がなかったためだと

考えられる．一体もっと本質的で有効な解決法はないも

のなのだろうか．著者が代表を務めるJKYBライフスキ

ル教育研究会＊は，こうした課題を解決するためには，

学校，家庭，地域社会が協働して，青少年のライフスキ

ル（心理社会的能力）を育てるべきだということを，１９８８

年の発足以来，一貫して主張し，実践研究を積み重ねて

きた．２０年たった今，我が国においてライフスキル教育

に関する理論研究や実践研究に精力的に取り組んできた

者が，それぞれの研究の到達点と課題を検証することは，

今後の研究の方向性を確認する上で極めて意義あること

であろう．

本特集は，第５５回日本学校保健学会（学会長：村松常

司 愛知教育大学副学長）において開催されたシンポジ

ウム「青少年の危険行動防止とライフスキル教育」（座

長：川畑徹朗，西岡伸紀）の発表内容をもとにしたもの

である．

ここでは，シンポジウムの座長の一人である著者によ

る基調講演の内容を紹介する．

�．危険行動防止におけるライフスキル形成の意義

なぜ，自分自身，周囲の人，あるいは社会にとって極

めて危険な行動をとる青少年がいるのだろうか．彼らは，

そうした行動によって引き起こされる結果をあまり深刻

にとらえていないのかも知れない．あるいは，自分だけ

は特別な存在であり，そうした結果を免れうると考えて

いるのかも知れない．また，思春期の急激な心身の変化，

期待される役割の変化，学校システムの変化などの強い

ストレスの結果として，あるいは大人や社会に対する強

い反抗心の表れとして危険行動をとる場合もあるだろう．

そして，自分の価値観が十分に確立していない青少年は，

友人などの周囲の人々やマスメディアなどの社会的要因

の直接的・間接的圧力を受けやすいために，時にそうし

た圧力に屈して危険な行動をとる場合もある．

しかしその一方で，多くの青少年はさほど深刻な危険

行動を示すこともなく成長して行く．特定の青少年が信

じられないような行動をとる理由を，発達的要因や社会

的要因だけで説明し尽くすことはできない．

国内外における青少年の危険行動に関する研究による

と，深刻な危険行動をとる青少年に共通して見られる特

徴がある．例えば彼らは，自分の能力や価値を信じられ

ず（低いセルフエスティーム），生きる目標をもたず行

き当たりばったりの行動をとり，人生上の重要な問題に

ついて思慮深く検討することなく決定し，ストレスや怒

りなどの感情を上手にコントロールできず，良い人間関

係を作ることができない．ライフスキルと呼ばれるこう

した心理社会的能力は，私たちがより良く生きていく上

で不可欠な基本的能力であり，思春期に危険行動という

「症状」を示す青少年には必ずと言ってよいほど，ライ

フスキルの問題が先行して起こる．そのため，欧米の健

康教育やヘルスプロモーションの専門家は，危険行動と

いう「症状」が顕在化する前に，様々な危険行動の共通

要因であるライフスキルの形成を促すことが，根本的な

問題解決につながるし，効率的かつ効果的なアプローチ

であると考えるようになってきたのである．

�．ライフスキルの定義

さて，ライフスキルとは一体どのような能力なのかを

確認しておくことは，青少年のライフスキルを育てるこ

との積極的な意義を理解する上で重要であると考えられ

る．ライフスキル教育を最初に喫煙，飲酒，薬物乱用防

止教育に取り入れたコーネル医科大学のBotvin, GJ１）は，

ライフスキルについて「複雑で困難な課題に満ちた社会

の中で成功し，直面する多くの問題を効果的に取り扱う

のに必要とされる一般的な個人及び社会的スキル」と定

義している．またWHO精神保健部局のライフスキル教

育プロジェクトによる「日常生活の中で生じる様々な問

題や要求に対して，建設的かつ効果的に対処するために

必要な心理社会的能力」という定義もよく知られている２）．

しかし残念なことに，ライフスキルという用語は，我

■特集 青少年の危険行動防止とライフスキル教育

青少年の危険行動防止とライフスキル教育

川 畑 徹 朗

神戸大学大学院人間発達環境学研究科

Life Skills Education for Preventing Risk Behaviors among Japanese Adolescents

Tetsuro Kawabata
Graduate School of Human Development and Environment, Kobe University
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が国では様々な用いられ方をしており，時には混乱さえ

生じているようである．著者は，ライフスキルの本質を

正しく理解するためには，ライフスキルが，１）獲得可

能な能力であること，２）幅広い問題に適用可能な一般

的で基礎的な能力であること，３）心理社会的能力であ

ること，を常に心に留めておくことが重要であると考え

ている．

私たちの能力は，遺伝的に規定される部分が大きい能

力と，生まれてから獲得して行く能力とに大別すること

ができる．私たちがより良く生きて行く上で不可欠なラ

イフスキルが後者の能力に属することは，私たち教育関

係者にとっては幸いなことである．またスキルは，特定

の問題の解決に役立つ具体的スキル（specific skills）と

様々な問題の解決に共通して有用な一般的・基礎的スキ

ル（generic skills）とに分けることもできる．例えば，

調理スキル，運動スキル，応急処置のスキルなどのよう

に特定の問題に有用なスキルは，私たちが生きて行く上

で大切なものではあるが，他の領域への応用可能性は低

い．それに比べて，ライフスキルは，人生上のあらゆる

場面で必要なスキルである．また，ライフスキルが心理

社会的能力に限定されることについてWHO精神保健部

局のライフスキル教育プロジェクト２）は，「ライフスキル

は心理社会的能力にかかわるものであり，青少年がその

成長の過程で獲得することが期待されているその他の能

力，例えば読み，書きなどの技術的，実際的な『生活の

ためのスキル』と区別する必要がある」としている．

表１には，青少年が獲得すべき主なライフスキルを示

した．表１の中でセルフエスティームとは，自分の能力

や価値に対する自信の程度を意味している３）．セルフエ

スティーム研究の第一人者であるBranden, N４）は，セル

フエスティームは人生の重要な選択や決定すべてに影響

を与え，不安，抑うつ，恐れ，アルコールや麻薬の乱用，

学校や職場での成績不振，配偶者への暴力や児童への虐

待，自殺や暴力的な犯罪などの心の問題の根本には，例

外なく低いセルフエスティームの問題が存在すると主張

している．

青少年は，高いセルフエスティームを含むライフスキ

ルを身に付けることによって，危険行動を回避すること

ができるだけではなく（もちろん，これだけでも相当の

価値はあるが），自分らしくより良い人生を歩んで行く

可能性が高くなると考えられる．

�．我が国におけるライフスキル教育プログラム開
発の試み

欧米では１９７０年代後半に，コーネル医科大学のBotvin,

GJ１）が，中学生の喫煙，飲酒，薬物乱用を防止するため

に，Life Skills Trainingプログラムを開発した．また，

ほぼ同時期に，健康増進を目的とする非営利財団である

アメリカ健康財団５）が，ライフスキル形成を基礎とする

健康増進プログラムKnow Your Bodyプログラムを開発

した．厳密な評価研究によって，これらのプログラムの

有効性が明らかになるにつれて，ライフスキル教育は，

性，いじめ，摂食障害を含む様々な危険行動の防止に適

用されるようになるとともに，アメリカだけではなく

ヨーロッパやオーストラリアなどの国々にも広まって

いった．

ライフスキル教育を日本に導入するきっかけを作った

のが，当時アメリカ健康財団健康増進部長であったOr-

landi, MAである．Orlandi, MA６）は，「がん予防キャン

ペーン大阪’８７」の招きで１９８７年に来日し，大阪府医師

会館で開催された「喫煙と健康教育大阪セミナー」の席

上，Know Your Bodyプログラムを紹介した．聴衆の一

人であった著者は，自分たちが開発中であった喫煙防止

プログラムが，既に欧米では行動変容には有効ではない

ことが明らかになっている「知識中心型」あるいは「脅

し型」の健康教育であることを知って愕然としたが，そ

の一方で，Know Your Bodyプログラム開発の基礎と

なっている行動科学理論の妥当性，魅力的な教材や学習

活動，厳密な評価研究によって示されたプログラムの有

効性に心を惹かれ，その翌年の１９８８年に，何人かの仲間

とともにJKYB研究会（現JKYBライフスキル教育研究

会）を発足させた．

JKYBライフスキル教育研究会はその後，ライフスキ

ル形成に基礎を置く喫煙防止教育プログラム７）や食生活

教育プログラム８）を開発したり，�ライオン歯科衛生研

究所による歯と口の健康教育プログラム９）開発に協力し

たりした．

しかしながら，プログラムの開発と実践を進める中で，

限られた健康教育の時間の中でライフスキルを形成する

ことはけっして容易なことではないことを実感するよう

になった．そこで著者らは，特定の危険行動の防止とは

直接の関係がない，一般的なライフスキル教育プログラ

ムを開発し，「総合的な学習の時間」，道徳の時間，特別

表１ 主なライフスキル

セルフエスティーム

形成スキル

セルフエスティームを維持したり，

高めたりする能力

意志決定スキル

問題状況において幾つかの選択肢の

中から最善と思われるものを選択す

る能力

目標設定スキル
現実的で健全な目標を設定，計画，

到達する能力

ストレス対処スキル

ストレスの原因と影響を認識し，ス

トレスの原因を少なくしたり，避け

られないストレスの影響を小さくし

たりする能力

対人関係スキル（良

いコミュニケーショ

ンスキル）

自分の気持ちや考えを上手に伝え，

また相手の気持ちや考えを理解する

能力
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活動などの機会において実施し，学習したライフスキル

を，健康教育の時間において性，喫煙，飲酒，薬物乱用

などの危険行動の防止に適用するならば，限られた健康

教育の時間をより有効に活用することが可能になるので

はないかと考えるようになった．また，ライフスキル教

育が健康教育の枠組みを超えて学校教育全体で実施され

れば，ライフスキル教育が単に危険行動を防止するだけ

ではなく，健康問題以外の様々な思春期の問題解決にも

寄与するし，子どもたち一人一人が自分らしく，より良

い人生を送ることに貢献するものであることが，多くの

教師に理解されやすくなるのではないかとも考えた．こ

うした考えに基づいて開発し，新潟県の某中学校を研究

対象校とした評価研究を経て完成したプログラムが，

「JKYBライフスキル教育プログラム 中学生用」１０－１２）で

ある．

以下では，レベル１（表２）を例として，プログラム

表２ JKYBライフスキル教育プログラム 中学生用 レベル１

授 業 名 学 習 の 目 標

【個性の感覚の形成】

１ お互いをもっとよく知ろう ・人は互いに異なる特徴と共通の特徴を持っていることに気づく

１１ 自己イメージってなに？
・自分に対するイメージを明らかにする
・どんなことが自己イメージに影響を与えたかを想起する
・自己イメージは改善できることに気づく

１２ 自己イメージを改善しよう
・自己イメージが考え方や行動に影響を及ぼすことに気づく
・自己イメージを改善するために自分ができることを確認する

１３ 自分について知る ・自分について好きな点や目標などを確認する

１４ 自分を表現する ・コラージュの作成と発表を通して，お互いの興味や考えを認め合う

【有能性の感覚の形成】

８
９

より良い決定をする

・意志決定とは何かを確認する
・日常生活の中でどのように意志決定していたかを振り返る
・意志決定の基本ステップを確認する
・意志決定の基本ステップを日常生活の中で生じる問題に適用する

１５ 自分を向上させるための目標
・個人的目標を達成することの意義を確認する
・目標選択の基準に基づいて目標を決定し，目標達成のための計画を立てる

１６ 成功のイメージを持とう ・個人的目標の達成シーンを描き，目標達成の意欲を高める

１７ 前向きに生きよう
・前向き（積極的）な自己会話と消極的な自己会話の違いに気づく
・消極的な自己会話によって生じる悪影響を挙げる
・消極的な自己会話を前向きな自己会話に変える方法を練習する

１８ 失敗なんてありえない
・目標達成の試みを振り返る
・「失敗」から学ぶことの重要性を確認する

【絆の感覚の形成】

２ すばらしい友だち
・良い友人の特性に気づく
・良い友人関係を形成したり，維持したりするための方法を確認する

３ 上手に話を聞こう
・上手に話を聞くスキルの要素に気づく
・日常生活で上手に話を聞くスキルを活用できるよう練習する

４ 賞賛（秘密の友だち）
・上手なほめ方を明らかにする
・友人の特性や能力などを適切にほめる方法を練習する
・日常生活において互いにほめることの大切さに気づく

５
６

自分の気持ちをうまく伝える

・仲間からのプレッシャーが自分の行動に影響することに気づく
・自己主張的コミュニケーションスキルの要素を明らかにする
・仲間からプレッシャーを受ける状況で，自分にふさわしい応え方を見つける
・仲間からの好ましくないプレッシャーに対して，自己主張的に対応する練習をする

【その他】

７
ボランティア活動―学校で（オプ
ション）

・ボランティア活動の意義について話し合う
・自分や同級生の興味や能力を発見し合う
・協力して他者や学校に貢献する態度を養う

１０ ボランティア活動―地域で
・ボランティア活動の意義について話し合う
・自分や同級生の興味や能力を発見し合う
・地域に貢献する活動を通して地域の一員としての自覚を養う

１９
２０

ストレスの矢（オプション）

・ストレッサーとストレス反応を区別する
・自分にとってストレッサーとなりやすい事柄に気づく
・ストレッサーになる事柄には個人差があることに気づく
・ストレス対処法には様々な方法があることを知る
・適切なストレス対処法を日常生活に適用できるようにする

５川畑：青少年の危険行動防止とライフスキル教育



の概要を紹介する．

本プログラムは，セルフエスティーム（健全な自尊心）

の形成に焦点を当てている．なぜなら，欧米の研究だけ

でなく，我が国で実施された幾つかの研究においても，

青少年の危険行動とセルフエスティームの間には密接な

関係があることが明らかになっているからである１３－１５）．

Know Your Bodyの改訂版の開発責任者であった

Cross, D１６）は，セルフエスティームを育てるための教育

プログラムを構成する３つの要素は，自分が独自な存在

であることを感じさせること（個性の感覚），自分の能

力を把握させること（自己有能感），他者との結びつき

や関係を感じさせること（絆の感覚）であるとしており，

本プログラムでもこうした考えをもとに内容を構成した．

「個性の感覚」の形成に関わる学習においては，子ど

もたちが自分自身についてよく知り，自分を現実的にと

らえ，尊重するようになることを目指す．なぜなら，正

しい自己認識はセルフエスティームの土台となるからで

ある．本当のセルフエスティームをもっている人は，自

分の能力を過大評価することもないし，他人に対して必

要以上に自分を大きく見せようとする「傲慢さ」もない．

それに対し，「見せかけ」のセルフエスティームの持ち

主は，Branden, N４）の言葉を借りれば，「詐欺師」のよ

うに，いつか自分の真の姿が見破られるのではないかと，

いつも他人の目を恐れながら生きることを強いられるの

である．

「有能性の感覚」の形成に関わる学習においては，直

接的には意志決定スキルや目標設定スキルなどの認知的

スキルの形成を目指す．青少年がこうしたスキルを備え

ていれば，生涯にわたって人生の中で起こる様々な課題

を自分自身で解決する可能性が高くなり，自分の人生を

自分自身でコントロールしていると感じることができよ

う．

プログラムの３つ目の要素である「絆の感覚」の形成

に関わる学習においては，思春期における人間関係の中

で親子関係と並んで重要であり，セルフエスティームに

大きな影響を与える友人関係に焦点を当てて，その結び

付きを強めるために対人関係スキル（あるいはソーシャ

ルスキル）を育てることを直接のねらいとしている．し

かし，時として思春期においては，仲間との関係を重視

するあまり，相手の要求を断りきれずに自分の意思に沿

わない危険な行動をとることもある．そのため，自分の

意思に沿わない行動を強いられそうな状況において，自

分の意思を効果的に伝えるのに有用な自己主張的コミュ

ニケーションスキルを学ぶことは，青少年が危険行動を

回避するために重要であると考えられる．

最後に，本プログラムの重要な内容としてボランティ

ア活動が挙げられる．生徒たちは，学校や地域のニーズ

を把握し，そうしたニーズを充たすための活動を，協力

しながら主体的に計画，実行，評価する．こうした活動

を通して，教室で学習したライフスキルを強化したり，

セルフエスティームが高まったりすることが期待される．

今日の学校教育においては，学力問題への関心の高ま

りの中で，ともすれば「競争的活動」のみが重視される

傾向にある．もちろん，人が成長する上で「競争的活動」

は一定の意義を持っている．しかし学校は，「競争的活

動」を奨励するだけでは，その役割を十分に果たしてい

るとは言えない．車の両輪として，「協働的活動」，即ち

価値ある共通の目標の達成に向けて，互いに協力し合い

ながら主体的に取り組む創造的な活動が重視されない限

り，学校は青少年の健全な発達を促進するという役割を

十分には果たしえない．本プログラムで取り上げたボラ

ンティア活動は，そうした「協働的活動」の一つとなり

うるであろう．

青少年のライフスキル，そしてセルフエスティームを

高めるためには，直接の教育対象となる児童生徒への働

きかけだけでは不十分である．児童生徒の周囲にいる

人々（保護者を含む家族，教師，地域の人々など）への

働きかけを併せて行うことによって，プログラムの効果

は一層高まることが期待される．本プロジェクトにおい

ては，プログラムを導入する前に，地域の全ての小学校

と中学校の校長，教頭，一般教諭を対象としたワーク

ショップを数回開催し，ライフスキル形成の意義，プロ

グラムの概要，主な指導法について体験的に学ぶように

した．また，保護者と教師が共通の目的意識をもって児

（全国調査：文献１３による）

図１ 中学校３年生の月飲酒者率の年次推移

（全国調査：文献１３による）

図２ 中学校３年生の月喫煙者率の年次推移
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童生徒に接することを願って，地域の小，中学校の

PTAが共同してライフスキル教育に関する講演会を開

催し，講演終了後は保護者と教師が混じって幾つかの小

グループに分かれ，児童生徒のライフスキルを高めるた

めに自分たちが取り組むべき課題について話し合った．

また，教育委員会は，年に一回ニュースレターを全戸に

配付し，小・中学校で実施されているライフスキル教育

の実践の様子を紹介し，地域住民の啓発に努めた．

本プログラムの有効性に関する評価研究はまだその緒

についたばかりであるが，プログラムを導入する前は，

研究対象校の中学校３年生の喫煙者率や飲酒者率はほぼ

全国値もしくはそれ以上であったが，導入後は次第に低

下し，最近の質問紙調査（２００７年３月実施）の結果によ

れば，飲酒者率は半減していたし（図１），喫煙者率に

関しても好ましい効果が認められた（図２）．

JKYBライフスキル教育研究会では現在，中学生用の

プログラム開発に続いて，小学校高学年用のライフスキ

ル教育プログラム１７）を開発し，その有効性に関する評価

研究を，茨城県鉾田市，滋賀県大津市，広島県福山市に

おいて実施中である．

�．おわりに

著者は，ライフスキル教育に関する講演や研修会の講

師を全国各地で務める中で，最近になってとりわけ強く

感じるようになったことがある．それは参加者の中に，

養護教諭，栄養教諭などの健康教育関係者だけではなく，

一般教諭が増えてきたことである．例えばJKYBライフ

スキル教育研究会関東支部が２００８年１１月に開催したワー

クショップ参加者の職種を見ると，一般教諭が３６人で最

も多く，養護教諭の３５人を上回っていた．また，実践レ

ベルで見ても，新潟県新潟市教育委員会は，JKYBライ

フスキル教育プログラムをいじめ防止に適用するため，

市内の全ての小学校及び中学校の生活指導や生徒指導の

担当者を対象とした２日間のワークショップを平成１９年

度より開催するようになったし，兵庫県三田市教育委員

会は著者らと共同して，平成１９年度より，セルフエス

ティームを高めることによって学ぶ意欲を高める試みに

取り組み始めている．

著者は，ライフスキル教育がただ単に青少年の危険行

動防止に適用されるだけでは誠にもったいないと思う．

学校教育の最終的な目標は，児童生徒の全人的な発達を

促すことであろう．言葉を換えれば，「生きる力」や「人

間力」を発達させることである．ライフスキルを育てる

ことがこうした力の形成につながることに，さらに多く

の教師が気づくよう，今まで以上の努力をしなければな

らない．

そのために著者は，ライフスキル教育の未来を担う若

い研究者とともに学び合い，青少年の健全な発達に関わ

る広範な機関と連携しながら，ライフスキル教育を健康

教育のみならず，キャリア教育，人権教育，非行防止，

矯正教育を含む様々な領域へと適用する試みにチャレン

ジして行きたい．

最後に，著者の心からいつも離れない言葉を紹介して，

結びとする．

「どのような災難にも，どのような不快な状況，失敗，

あるいは肉体的な苦痛であっても，そこにはそれに見合

うだけの利益の種が含まれている」（ナポレオン・ヒル

「思考は現実化する」きこ書房，より）．
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教育プログラム 中学生用 レベル１．東山書房，京都，

２００５

１１）JKYB研究会編：「実践につながる心の能力」を育てる

JKYBライフスキル教育プログラム 中学生用 レベル２．

東山書房，京都，２００６

１２）JKYB研究会編：「未来を開く心の能力」を育てるJKYB

ライフスキル教育プログラム 中学生用 レベル３．東山

書房，京都，２００７

１３）川畑徹朗，西岡伸紀，石川哲也ほか：青少年のセルフエ

スティームと喫煙，飲酒，薬物乱用行動との関係．学校保

健研究 ４６：６１２―６２７，２００５

１４）小川育美，川畑徹朗，西岡伸紀：中学生の家族関係およ

び友人関係に関するセルフエスティームと喫煙，飲酒行動

の関連．学校保健研究 ４７：５２５―５３４，２００６

１５）川畑徹朗，石川哲也，勝野眞吾ほか：中・高校生の性行

動の実態とその関連要因―セルフエスティームを含む心理

社会的変数に焦点を当てて―．学校保健研究 ４９：３３５―

３４７，２００７

１６）Cross, D（川畑徹朗訳）：学校健康教育におけるライフ

７川畑：青少年の危険行動防止とライフスキル教育



スキルの形成：確かなものか，不確実なものか．学校保健

研究 ３７：５０３―５０８，１９９６

１７）JKYBライフスキル教育研究会編：「きずなを強める心

の能力」を育てるJKYBライフスキル教育プログラム 小

学校５年生用．東山書房，京都，２００８

＊：http:／／www５c.biglobe.ne.jp／～jkyb／
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�．心の健康増進の意義

私たちは，主観的には，自分には，心と身体という

別々のものが備わっているように感じる．それは伝統的

な心身二元論でもあり，その根拠は，現実に経験してい

る実感である．私たちは，心が身体を操っているように

感じる．この実感からは，心と身体は別のものであり，

心は人間にとっては非常に重要なものとされる．

しかし，例えば，人間の心の優れた働きである知的な

活動も，さまざまな身体的変化で低下することが知られ

ている．特に，脳が一時的であれ物理的にダメージを受

けることによっては，言葉という人間関係に重要な働き

が失われたり，記憶というその人らしさを支えている心

の働きもあやうくなったり，さらには，意識という基本

的な心の働きも著しい影響を受けることが知られている．

これは，当然のことであるが，心とは，中枢神経のも

つ機能であるからである．したがって，同じ機能という

分類で考えれば，心とは，身体の働きを示す体力と同じ

ような「身体の働き」のひとつと考えることができる．

実感としては，意識を失った人を見ると心というものが

どこかに飛んでいったかのように感じるが，それは，足

がしびれると立ち上がるのが難しいのと似たことと考え

ることができる．

そして，体力にも，握力や体前屈，５０m走のようにい

ろいろな側面があるように，心にも，的確に把握する力

や，柔軟に対応する力や，持続して続けていく力などさ

まざまな側面があると考えるとよい．この観点からは，

心の健康づくりも，身体の健康づくりと共通の原理から

考えることができる．

発達という観点から考えると，体力や運動能力では，

ハイハイから二足歩行し走る能力のように自然に獲得す

るものだけではなく，自転車に乗ったり，球を投げたり

するような練習によって身につけることができるものが

ある．心についても，うまく行かないのを悲しんだり誰

かを好きになったりするような自然に獲得するものもあ

るが，勇気をもって決断したり思いやりを示すというよ

うな，練習を通じて身につけ上達するものがあると考え

られる．

学校保健における，心の健康増進のめざすところは，

発達段階にふさわしい心の健康づくりのためのさまざま

な練習を積むことで，知的にも人間的にも，本人のもつ

可能性を最大に生かすための道筋を準備することにある．

それは，身体的な健康づくりと連携してこそ成し遂げら

れるものでもある．

体力の基礎に身体的な健康づくりがあるように，脳の

働きである心の健康を支えるためにも身体的健康づくり

が不可欠である．その意味で，むしろ，これらを統合的

に考えて，総合的な健康状態としてのウェルビーイング

と呼ぶことができると考えられる（図１）．

心身二元論は素朴な信念であり，日常生活の実感に近

い．そして，この立場からは，心と身体はまったく別の

原理で動いており，心に対応するには，身体とはまった

く異なる原理に基づいて，特別な取り組みを必要とする

と考えがちである．また，心は自然に成長するものだと

思い込めば，心の病的な状態だけに対応すればよいのだ

と考えがちである．

そう考えると，心について特別な知識をもった心の治

療の専門家に任せればよいということになる．しかし，

学校にそのような専門家が必要なのだろうか．身体的健

康づくりが，医学的治療とは関係をもちながらも，医薬

品や手術を用いた治療そのものではないように，心の健

康づくりは個別の専門的援助をすることではない．将来

の人生のさまざまな場面で，ものごとを的確に捉えて深

く考えたり，自分にとって大切だと信じることを実現し

ていったり，豊かな人間関係を築いていくことができる

■特集 青少年の危険行動防止とライフスキル教育

心の健康増進とライフスキル教育

島 井 哲 志

南九州大学

Psychological Health and Life Skills Education

Satoshi Shimai
Minami Kyushu University

図１ 健康の３要素の模式図
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心の力を養成することである．

そして，そのキーワードになるのがライフスキルであ

り，ライフスキルを目標においた教育は，危険な行動を

防止することで健康な身体作りの基礎を形成するもので

あるだけでなく，知的な能力を生かし，人間性を育むと

いう，心の健康増進でも中心的な役割を果すものなので

ある．もちろん，その力を養うことは，ストレス対策な

どの狭い意味での心の健康づくりにも役に立つ．

まとめると，心の健康増進とライフスキル教育を考え

る上で重要なのは，１）心は身体の一部である脳の働き

（機能）であること，２）したがって，心の健康づくり

と身体的健康づくりとには，個人個人がもつ心身の可能

性を教育や練習によって育成するという共通の基盤があ

ること，３）それらが高められることで，ウェルビーイ

ングという言葉に示される，総合的な幸福状態が実現で

きることである．

この基盤づくりのコアにあるものを，ここではライフ

スキルと呼んでいる．それは，人生全般に，あるいは，

生命全体に関わる重要なものであり，かつ，あらかじめ

用意されているものではなく，練習などで身につけてい

くものであるからである．ライフスキルは，すべての健

康づくりの共通の基盤なのだから，図に示されている３

つの領域のすべての役に立つものであって当然である．

したがって，図１の中心付近に，ウェルビーイングと

ライフスキルの二つが書かれていることについて，とり

あえずは，ウェルビーイングが全体の共通の目標であり，

ライフスキルは，その目標を実現するための共通の基礎

という理解から論を進めたい．

�．ライフスキルの研究動向

ライフスキルの研究実践は，世界的に非常に活発に行

われているというわけではない．心理学領域で言えば，

自己効力感や社会的スキル，そして，コンピテンスは主

要な研究上のキーワードであり，その定義についても十

分な議論が行われている．これに対して，ライフスキル

という言葉にはそれほど厳密な定義が行われていない．

そして，実は，その点が，応用領域でライフスキル教

育を展開するに当っての自由度を保証しているという意

味で，その魅力のひとつである．ライフスキルという言

葉の，もう一つの魅力は，先にも紹介したように，生活

というだけではなく，生命や人生，生涯を意味するライ

フという言葉と，かなり具体的な能力を想像させるスキ

ルという言葉が組み合わされている点である．

図２には，アメリカ心理学会のデータベースPsy-

cINFOと，教育系のデータベースERIC，そして日本の

学術データベースCiNiiで，ライフスキルというキー

ワードで検索してヒットした文献数の推移である．

PsycINFOは学会発表を含まないので，量的な比較で

はなく主にトレンドを見てもらいたいが，心理系ではラ

イフスキルの研究はあまり多くない．図は５年の合計数

なので，３０だと年間６本程度であり，専門用語としては

かなりマイナーであるといえる．また，ERICは雑誌記

事などもカヴァーしているが，１９７５年以降に，ある程度

の発表数があることがわかる．しかし，２０００年以降には，

雑誌や新聞などでも取り上げられることはやや少なく

なったようである．

これに対して，わが国の様子は興味深い．１９９０年前半

は，われわれの関わるJKYB研究会（現JKYBライフス

キル教育研究会）の関連の研究だけしかない状態であっ

たが，１９９６年に中教審第１次答申に「生きる力」という

言葉が入ってからは，５年で１００件近く，つまり，毎年

２０件弱の研究が報告されているのである．

そして，中教審の生きる力は，学校教育を念頭に置き，

その対象も教育の対象者に限られてはいるが，内容とし

ては，確かな学力，健康・体力，豊かな人間性の３領域

からなっており，その中心に，生きる力が位置づけられ

ている．つまり，総合的な健康状態を考えている，先の

図と概念としてはほぼ一致しているのである．

ここで，ライフスキル研究の歴史的背景を少しだけ説

明しておこう．現在は解散しているアメリカ健康財団に

よるKnow Your Body（KYB）プログラムは，１９７０年

代に開発された学校における総合的な健康教育プログラ

ムである．その中に，さまざまな健康行動の基礎となる

コアのスキルとして５つのスキルが，ライフスキルとし

て設定されている．そこでは，ライフスキルとされてい

るのは，�セルフエスティーム形成，�意思決定，�目

標設定，�ストレスマネジメント，�コミュニケーショ

ンスキルである．JKYBライフスキル教育研究会はその

紹介から活動を始めてきた１）．

この開発にも携わったGilbert Botvinは，現在もコー

ネル大学で活動しており，１９８０年代から，Life Skills

Training（LST）というプログラムを公表して研究実践

を行っている．これは，喫煙とアルコール・薬物乱用行

動などを中心的な課題として，個人スキル，社会的スキ

ル，そして，より具体的な問題スキルという３領域のコ

ンピテンスの充実を目指しており，さまざまな地域でも

採用され，その効果に実証性が示されている２）３）．

図２ 心理系，教育系と日本のデータベースのライフスキル

に関する研究のトレンド
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ま た，こ れ ら と は 別 に，WHOで は１９９０年 代 に，

Healthy Schoolの目標のひとつにライフスキルの育成が

挙げられ，日常生活の困難ごとに対処する１０のライフス

キルが提案されてきた．すなわち，�意思決定，�問題

解決，�創造的思考，�批判的思考，�感情への対処，

�ストレスマネジメント，�対人関係，	自己主張，


共感性，�効果的コミュニケーションである４）．

これは，当時のメンタルヘルス部門の長であった精神

科医で人類学者のJohn Orley先生の主導によるものであ

る．筆者は１９９７年のジュネーブでのWHOのライフスキ

ル研修会に参加したが，その参加者の多くは発展途上国

からの方々であり，これは，WHOのプログラムの主要

なターゲットは，発展途上国における，心の問題を含む

健康教育であるためである．

�．ライフスキルの中核概念

わが国では，ライフスキルはどのような文脈で使われ

ているのだろう．CiNiiに挙げられたうち２０６の発表のタ

イトルを文字テキストとして，出現した言葉の頻度算出

した結果を表１に示した．第１位は教育で，以下，健康，

学習，学校，研究と続いているが，かなりありきたりの

言葉が多いという印象である．何よりも，KYBでも

WHOのどちらのリストでも挙げられている，意思決定

や問題解決，ストレスマネジメントなどがあがってきて

いない．つまり，わが国の研究では，コアにあるライフ

スキルを示す言葉はあまり用いられていないことがわか

る．

また，ターゲットとなる行動も主要なものがあがって

きていない．スポーツと生活は行動かもしれないが，喫

煙，薬物，性行動などの具体的な危険行動に関連した言

葉も相対的には少ないように思われる．この意味では，

日本のライフスキル研究は，少なくとも海外の動向とは

やや異なっている５）．そして，個々の研究タイトルを見

ると，多くの研究実践で「スキル」の側面が強調されて

いることが多い．中には，掃除や洗濯などの家事スキル

を取り扱うものもある．これは，単なる知識でなく，実

践力を重視するというものである．

ライフスキル教育は，特定の理論に基づかず，ライフ

スキルの定義も厳密ではない．そのよい点は，教育実践

に当って，そこで求められている具体的なスキルをも含

めることができることである．その意味では，日本的な

展開があってもよいだろうが，現状は向かっていく方向

性が示されていないように見える．したがって，どのよ

うに日本的な展開をしていくかについて，しっかりと議

論することが必要である．

この場合に，ライフスキルにおいて何が中核的な概念

であるのかが確認されていないと，実践も研究も，何が

その特徴で，何を目指しているのかが明確でなくなる．

LSTでは，個人スキルと，社会的スキル，そして具体的

な問題に関するスキルにわけられている．KYBは５つ

のスキルだが，自己主張コミュニケーションは社会的ス

キル，それ以外は個人スキルとすることができる．同様

に，WHOでも，大きくは，自己に関するスキルと社会

的・対人的なスキルに二分することができるかもしれな

い．

このようにまとめて考えると，ここで中核となってい

る能力は，心理学ではコンピテンスと呼ぶれているもの

に近い．先に介したように，BotvinもLSTの要素をそう

呼んでいるが，研究実践に当たって，それを基礎づける

研究を探す時には，コンピテンスというキーワードで検

索するとよいだろう．

�．これからのライフスキル

ライフには，生命や人生，生涯という意味もある．ラ

イフスキル教育は，いま目の前にある教室や学校での日

常的な問題に対応できるだけではなく，生涯にわたって

財産となるものであってほしいし，それを通じて，人生

の充実につながるものであってほしい．買い物をするス

キルや，インターネットを使うスキルというように，ラ

イフの意味を日常生活にスキルの意味を技能に限定して

しまうのはもったいない．

はじめに，ウェルビーイングとライフスキルの関係を，

最終的な目標と，その基礎と説明した．しかし，この２

つの関係は，それほど簡単ではない．先ほどから見てき

たように，ライフスキルが，個人としての能力を高めて

それの実現をはかり，同時に，社会的な能力を高めて，

社会や対人関係の安定をもたらすということは，それら

自身が，ウェルビーイングの重要な要件であることを意

味するからである．つまり，これまで，目的のための手

段としてライフスキルを考えてきたが，それは，人間と

しての幸福であるウェルビーイングと直接的につながっ

ているものなのである．

最近発展してきたポジティブ心理学からは，そのよう

な人間のもつ強み（人間力；human strengthsあるいは

character strengths）について提案が行われている．そ

れは，次のような条件によって選択されるものである．

表１ ライフスキルが用いられた２６０の研究のタイトルのテ

キスト分析の結果

順位 言 葉 頻度 順位 言 葉 頻度

１． 教 育 １４０ １１． 関 係 ２２

２． 健 康 ６０ １２． 防 止 ２１

３． 学 習 ５９ １３． 習 慣 ２０

４． 学 校 ４７ １４． 開 発 １９

５． 研 究 ４０ １５． 実 践 １８

６． ス ポ ー ツ ３４ １６． 社 会 １７

７． 保 健 ３２ １６． い ま １７

８． 形 成 ２７ １８． 教 材 １６

８． 生 活 ２７ １８． 行 動 １６

１０． プログラム ２４ １８． 変 え る １６
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�自分や自分の周囲の人たちの良い人生の充実に貢献す

る．�利益のある結果を生み出すかどうかに関わりなく，

道義的に価値がある．�それを行うことが他者を打ち負

かさないで他者に利益を生み出す．�それと正反対のこ

とをしても正しいと判断されることはない．�行動，思

考，感情などで表現されるものであり，時間や場面を越

えて一般化や概念化することが可能である６）．

これは，character strengthsは人徳とか品格・品性と

呼ばれるものであり，human strengthsは強みと呼ばれ

たり人間力と呼ばれたりしているものである．この提案

を見ると，ライフスキルという言葉だけでは分かりにく

かったものが理解できてくるではないだろうか．つまり，

ライフスキルは，それが人間にとって価値あるものかど

うかには明確には言及されていなかった点である．

図１を見てほしい．全人的な幸福であるウェルビーイ

ングを支えるには，正しいことを正しいと知的に判断し

て人間性を発揮して行動することが求められているし，

それは生きがいにもつながるものである．それがライフ

スキル教育の本来目指すべきものなのであり，二十一世

紀に日本の社会が求めているものでもある．

新しい学習指導要領で求められているのは，学力だけ

でなく，人間性であり，自らを律し，他者と協調し，他

者を思いやることである．その核心にあるのは，このよ

うな力であり，ライフスキル教育は，キャラクター・エ

デュケーションにつながるべきものであると考えられる．

そうなることで，心の問題と同じように，攻撃や性，薬

物，そして食などの問題にもしっかりした立場での教育

をすることができると考えられるのである．この意味で，

日本の教育の実践において質的にも量的にも，ますます

ライフスキル教育が充実してほしいと願っている．
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�．本研究の趣旨

思春期を迎えた中学生期は，子どもの体から大人の体

へと急激で劇的な変化の現れる時期である．そして，体

の変化とともに，自我に目覚め，自己の性的存在を意識

し，悩みや不安，好奇心，大人への憧れや反発などの，

心の揺れが大きくなる時期でもある．この時期にいかに

自己を受け止め，自己のあるべき姿を追求していくか，

また，生きていく上でのどのような行動の指針を形成す

るかは，生涯に大きな影響を与えることになる．

このような思春期を賢明に乗り越え，豊かな人格を形

成していくためには，子どもたちを取り巻く温かい人間

関係と，健全な社会環境が必要である．しかし，わが国

の現代の社会状況，特に，希薄な人間関係や社会の教育

機能の低下は，子どもたちから行動選択の規準となる適

切な価値観や倫理観，自律的に行動する力を身に付ける

機会を奪いつつある．さらにマスメディアの過激な情報

の氾濫は，子どもたちの精神的発達に大きな影響を与え，

思春期の性の逸脱行動をはじめ，多くの問題が引き起こ

されている．

思春期の子どもたちがこれらの問題に対応しながら，

健全で豊かな人格を形成していくためには，学校教育に

おいて「生きる」ことの本質を捉えるための正しい性知

識を獲得することと，セルフエスティームに裏打ちされ

た，適切な意志決定や正しい行動選択ができる「心の能

力」（ライフスキル）を獲得していくことが必要である

と考える．

本校の，『性と心』をテーマとした健康教育に関する

研究は，思春期特有の心の問題の考察から，その有効な

手立てを具体的にし，性に関する知識の獲得と，「心の

能力」を育てることで，思春期の様々な問題に対応して

いくための生活化できる実践力を身に付けさせることを

目的とする．

�．本研究の構想

� 思春期における『性と心』に関わる課題

思春期の様々な危険行動の原因は根本で共通してお

り※，その主なものは「低いセルフエスティーム」「若者

の規範意識の低下」「希薄な人間関係」「氾濫する性情報」

であると考える．

� 「低いセルフエスティーム」

子どもたちの生活能力の低下や経験不足から，以前な

ら自然と身に付いた意志決定能力や目標を設定する力，

コミュニケーション能力，ストレスに対処する力等が不

足していることが影響している．さらに，社会のもつ教

育力が低下し，子どもたちのセルフエスティームを高め

るための大人たちの働きかけも少なくなってきている．

賞賛を受けたり，尊重される機会が減ったこともセルフ

エスティームの低下につながっていると考えられる．

� 「希薄な人間関係」

現代の子どもたちは，小さい頃から複雑な人間関係を

経験していない．核家族化，少子化，集団遊びからゲー

ムと向き合う遊びに遊び方が変ったこと，地域の連帯意

識が薄くなったこと等が原因と思われる．本来，人と人

との心の繋がりは，『心のネットワーク』としてその人

を支えていくものであるが，現代の子どもたちは，そう

いう心の繋がりが希薄なのである．

※思春期の様々な危険行動の原因は根本で共通しており

……本校の『行動調査』からも明らかになっている．

� 本研究の目指す生徒像

本研究の趣旨により『心身の健康に努め，自らの人生

を切り拓く生徒』を目指す．具体的には「自分を大切に

できる」生徒，問題解決のできる」生徒，「社会とより

よく関わることのできる」生徒の育成を図っている．

●子どもたちのセルフエスティームを高めていくことを

全教育活動の基本に置き，「自分を大切にできる」生徒

の育成を目指す．

●意志決定や行動選択をする力，コミュニケーション能

力，ストレス対処能力等，ライフスキルを身につけさせ

ることで，直面する日常の問題を解決していくことので

きる生徒を育成する．

●正しい性知識を獲得させることや，情報に潜む危険な

どを分析し，それについて反証すること等を通して理解

を深めそれに振り回されない姿勢を身に付けさせること

を通して，様々な価値観の混沌とした，情報の氾濫する

社会の中でも，健全に社会と関わっていかれる生徒を目

指す．

■特集 青少年の危険行動防止とライフスキル教育

中学校におけるライフスキル教育の実践とその効果

並 木 茂 夫＊１，坂 井 知 子＊２

＊１財団法人日本学校保健会，＊２埼玉県川口市立南中学校

Practices and Effects of Life Skills Education in a Junior High School

Shigeo Namiki＊１，Tomoko Sakai＊２

＊１The Japanese Society of School Health, a nonprofit foundation，＊２Saitama, Kawaguchi Municipal Minami Junior High School
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� 本研究における指導体系

様々な教育活動の基礎にライフスキル的な考え方を置

き，『総合的な学習の時間』『特別活動』『道徳』『各教科』

『喫煙，飲酒，薬物乱用防止教室』『学校保健委員会』

などを通して，系統的に性教育を行っていく．

� 『総合的な学習の時間』

「JKYBライフスキルプログラム」に沿った学習を

中心に行なう．また『性』に関する内容を盛り込んだ

本校独自のプログラムも行っている．

� 『特別活動』

成長の段階に沿って，「思春期の心の問題」や「よ

りよい人間関係のあり方」「社会と健全に関わってい

くために必要な力」等について考えさせる授業を行っ

ている．

� 『道徳』

道徳的判断力を高め，現代の社会を豊かに生きてい

く自覚を深めることを目標に授業を行っている．

� 『各教科』

思春期の問題に様々な側面から対応していく力を身

に付けさせるための重点項目を指導計画に位置づけて

いる．

� 『学校保健委員会』『喫煙，飲酒，薬物乱用防止教

室』

性に関わる問題をはじめ，若者の危険行動の原因と

なるものに対処できる力を身に付けさせることを目標

として取り組んでいる．

� 家庭や地域，その他の機関との連携

本研究は，家庭や地域の理解，協力が得られなけれ

ば進められないものである．そこで「公開講座」や

「親のためのライフスキル講座」「授業への保護者

の参加」を通して，学校・保護者・地域が連携して

いくことを常に念頭において取り組んでいる．さら

に，正しい理論に基づく研究を行なうために保健所，

警察，大学等の研究機関をはじめ，様々な専門機関

の協力を得て研究を進めている．

本校では，実態に則した研究を行なうために神戸大学

大学院人間発達環境学研究科川畑研究室の指導のもとに，

行動調査を行っている．質問事項は「セルフエスティー

ム」「ストレス対処スキル」等をはじめとして，全部で６５

項目に及ぶ調査である．この中の「性行動との関連」に

おいて，性交経験とセルフエスティーム，ストレス対処

スキル，喫煙，飲酒，薬物乱用に関する行動や考えとの

間には密接な関係があることが明らかになった．性行動
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性交経験別に見た

喫煙経験者率

性交経験別に見た

月飲酒者率

（養護教諭と体育科教諭の授業）

が顕在化する前に，セルフエスティームやストレス対処

スキルをはじめとするライフスキルを高めることや，喫

煙，飲酒，薬物乱用などの他の危険行動の防止とも関連

付けながら包括的な指導をすることの重要性が示唆され

ている．「経験がある」と答える傾向にある生徒のデー

ターは下記のとおりであった．

�．実践内容

１．校内研修と公開講座

「性と心」の研究では，職員が同じ認識に立ち，この

指導に必要な力を備えることが重要課題であった．そこ

で本校では以下の校内研修を行い，指導力を高めながら

共通理解を深めてきた．

公開講座……職員の校内研修を「公開講座」として地域

や保護者に開放した．多くの有識者の皆様がこの研究の

骨格となる講演を行ってくださり，学校と地域が共に学

び合える場となった．

２．授業実践

２．１ 「自分の目標を妨げるもの」

（総合的な学習の時間における実践）

未来を描けない子ども，夢をもてない子どもを見てい

ると，学校教育の場において未来像を描かせることや，

目標に向かってより良く生きるために努力していくこと

の大切さを教えていく必要を感じさせられる．また，そ

の目標達成を阻害するものを予め認識しておけば，上手

く回避する手段も考えられるであろう．ほとんどの生徒

が上級学校への進学を希望していることを考えると，数

年先の阻害要因として第一に考えられるものは「中途退

学」である．退学の理由には，学業不振・学校生活不適

応・問題行動などがなりうるだろうが，それらが異性関

係と絡んでいる場合があることも予想できる．ここ数年

の，初交や性感染症の低年齢化が深刻になっている状況

を考えたとき，数年先の異性関係が，自分の将来の目標

達成を妨げる阻害要因に成り得ることに気づくことが，

問題の回避につながるはずだと考える．

２．２ 「健康な生活と病気の予防（性感染症の予防／エ

イズ）」 （保健体育における実践）

性感染症，及びエイズの低年齢化と増加傾向が社会的

に問題になっている．その背景として，社会全体の環境

が子どもたちの性に対する意識を開放的にさせているこ

とや子どもたちの規範意識の低下，自尊感情に乏しい子

どもたちの増加，性感染症についての基本的な知識不足

等が原因になっていると考えられる．

中学生の問題行動を見ると，「知識を獲得するだけで

は必ずしも正しい行動にはつながらない」ことがわかっ

てきている．その知識を基にした行動変容を追及する学

習形態が必要不可欠である．

２．３ 性に関する情報の正しい選択―広告分析を通して

正しい判断をしよう― （特別活動における実践）

出会い系サイトがきっかけとなった事件の摘発は平成

１８年度１月から６月までで９０９件にのぼり，被害者の

８５％が１８歳未満，そのうち中学生１９２人が殺人，強盗，

強制わいせつ事件などの被害にあっている．また，テレ

ビ，雑誌等のマスメディア，携帯電話，インターネット

に関わる事件も後を絶たない．このような実情にあって，

性情報を適切に取捨選択できる力，分析，反証を通して

適切に意志決定する力を身に付けさせることは現代必要

不可欠である．
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（熱心にライフスキルを学ぶ保護者）

３．親のためのライフスキル講座の実践

『この研究を推進していくためには，学校・保護者・

地域の連携が欠かせない．』という考えに基づいて行っ

たことの一つが「親のためのライフスキル講座」である．

本校の職員が講師を務め，本年度３回に渡って実技を伴

う講習会を行った．予想以上に多くの保護者が参加して，

実に生き生きと活動に臨み，「これからも講座を続けて

いってほしい」という要望が多く寄せられている．

３．１ 第１回『上手に聞こう』

「最近困っていること」をテーマにペアになって受容

的な聞き方の練習を行った．

【保護者の感想】

今日の校長先生のお話は，まさに私と息子にあて

はまることばかり．息子が反抗するのも私の態度に

大いに問題がある！ ということに気付きました．

これから，家族との対話を大事にしていきたいです．

３．２ 第２回『広告分析』

お酒の広告と化粧品の広告の分析を行った．

３．３ 第３回「コラージュ～自慢の我が子～」

【保護者の感想】

息子の心優しいところを今日は思い出させていた

だきました．家に帰ったら，やさしい母親になれそ

うです．ありがとうございました．

�．ま と め

平成１８年１１月１７日に，２年間のまとめとしての研究発

表会を行った．全国各地から多くの方々が参観してくだ

さり，今後，本研究を推進していくための貴重なご意見

ご感想を伺うことができた．

研究を進めていくうちに，職員の研修の熱意が高

まり，それにつれて生徒が輝いてきて，保護者や地

域が学校に目を向け協力が深まっていくという大き

な流れを感じることができました．（参観者の感想

より）

ロールプレイングやブレインストーミング等の手

法がよく訓練されており生徒たちにしっかり身につ

いていて，授業の中で有効に活かされていることを

感じました．生徒たちは主体的に活動に参加し，生

徒の目がとても輝いていたことが印象的でした．

（参観者の感想より）

本校の生徒たちは，「性と心」に関する授業を行うよ

うになって「自分の良いところや悪いところに向き合え

るようになった．」「コミュニケーションって大事だなと

改めて思った．」「他人も自分も大切にして生きていくに

は，いろいろな知識が必要なんだな．」等と振り返って

いる．この研究に取り組み始め，生徒たちの中に徐々に，

ライフスキル的な考えが育ってきているように思う．性

についての学習を通して，悩んだりイライラしたりする

（インターネット分析） （広告分析に取り組む保護者）
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思春期を安定した気持ちで過ごせる生徒が多くなったり，

誤った性情報から身を守ろうとする意識が生まれるなど，

少しずつ生徒たちは力をつけてきている．平成１９年３月

の「行動調査」でこの研究の実績を確認することになっ

ているが，単に数値的な問題だけでなく，生徒たちの

日々の様子にこの研究が有効なものであったことを確認

できるようになったところである．

「性と心」をテーマとした学習は，将来に関わる生き

方の学習であるため，すぐに成果が現れるというもので

はない．でも，今後，指導した者と生徒が共通の基盤に

立って話し合いながら，生徒の将来を見つめることがで

きそうである．ここで学んだことが子どもたちに大いに

役立つものであることを信じ，さらに取り組みを充実さ

せていきたいと考えている．
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・埼玉県川口市教育委員会
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・元国立公衆衛生院院長 � 石 昌 弘

・兵庫教育大学副学長 勝 野 眞 吾

・兵庫教育大学大学院教授 西 岡 伸 紀

・神戸大学大学院教授 石 川 哲 也

・神戸大学大学院教授 川 畑 徹 朗
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１７並木ほか：中学校におけるライフスキル教育の実践とその効果



�．はじめに

豊かな食品に囲まれたわが国では，さまざまな食行動

がみられる．例えば，“こ食”にあてはまる文字を挙げ

てみると，孤，個，子，小，粉，固，戸（外）食などい

ずれも，私たちの日々のどちらかといえば不健康な食行

動を表している．粉食に至っては，パンやパスタなど小

麦粉を使った主食を中心とする欧米料理を食べることを

表しており，米を主食とし，主菜，副菜を組み合わせた

日本食の標準献立，一汁三菜が崩れつつあることを表し

ている．これは，栄養学的には，高たんぱく質，高脂質

（中でも，動物性脂質），低複合炭水化物，ビタミン・

ミネラル・食物繊維不足をもたらすものである．そして，

少子高齢社会のわが国における国民健康の重要課題と

なっている生活習慣病のなかでもメタボリックシンド

ロームと称され，先進国の多くの中高年者が悩む疾病群

の主要発症要因として明らかになっているものである１）．

“こ食”に表現される食行動には，いつでもどこでも，

簡易に，安価な食べ物を得ることができる日本の社会環

境が大きく関与していることはいうまでもない．さらに，

基本的な生活の自立が未だできていない児童生徒の多く

は，両親や教師，友人など周囲の人々からの影響を受け

ながら，生涯にわたる食習慣を形成していくと考えられ

る．行動科学ではこうした環境的要因はもちろんのこと

その人自身がもつ個人的要因によって行動が一方的に決

定される訳ではなく，行動によっても随伴事象の変化が

もたらされるとし，これら三者は，相方向に影響しあっ

て決定されるとしている２）．健康にとって決して好まし

いとはいえない現代の食環境の中で育つ子どもたちは，

彼ら自ら食行動を調整し，実行する能力をもつ必要があ

るといえる．

�．食生活教育プログラムの開発

個人が心身の状況と生活環境にあわせて，健康的な食

生活管理をするための最少の必須事項として，以下の３

点が挙げられる．

� 基本的な栄養学的知識を持ち，健康的な食態度をも

つ

� 食品を選び，調理し，適量摂取するための具体的ス

キルをもつ

� 健康的な食生活管理に必要な情報を適切に入手し活

用する

これらの知識や態度を形成し，適切な具体的スキルを

用いて望ましい食生活を送るには，まず自身の食生活を

振り返り，健康的でない食行動に気づき，その行動に至

る要因を分析し，自分にできる解決策を検討することが

欠かせない．そして，実行可能で具体的な目標を設定し，

実践することである．これらは，意志決定と目標設定の

プロセスにあたり，健康行動の計画段階に必要なライフ

スキルとして位置づけられている（図１）．

筆者らは，早期健康教育の重要性に鑑み，生活習慣形

成期にある小学校高学年の児童を対象とするライフスキ

ル形成に基礎をおく食生活教育プログラムの開発とその

有効性評価に取り組んできた．プログラム開発にあたっ

て参考にしたAmerican Health Foundationが開発した

Know Your Bodyプログラム３）は，行動科学に基づき５

■特集 青少年の危険行動防止とライフスキル教育

食生活教育とライフスキル教育
―意志決定スキルと目標設定スキルの形成に焦点を当てて―

春 木 敏

大阪市立大学大学院生活科学研究科

Nutrition Education and Life Skills Education among Schoolchildren
Focusing on Decision―Making Skills and Goal―Setting Skills

Toshi Haruki
Department of Food and Human Health Science, Graduate School of Human Life Science, Osaka City University

図１ KYB（Know Your Body）の５つのライフスキル
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つのライフスキル形成を重視した幼稚園児から小学校６

年生までを対象とする総合的な健康教育プログラムであ

り，１９８０年代から食生活教育プログラムについてもその

有効性に関する評価研究を行っている４）５）．これらを参考

にわが国の児童に適応するプログラムを検討した後，ラ

イフスキルの中でも健康的な食行動形成に有用となる意

志決定スキルと目標設定スキル形成を強化するプログラ

ムを開発した．

プログラム実施にあたっては，評価指標として，

Fetro JVのPersonal & Social Skills６）を参考に意志決定

スキル８項目，目標設定スキル１１項目からなる予備的な

尺度項目を作成し，信頼性と妥当性を検討し，両スキル

の尺度開発を試みた（表１）．尺度使用に際しては，意

志決定スキルの項目��と目標設定スキルの項目�は，

因子負荷量０．４０以下であったので除外して用いた．

�．食生活教育プログラムの評価研究

２００１年からプログラムの評価研究を行い，２００５～２００６

年には，児童８１０名を対象として２府県における準実験

デザインによる中規模の第二次介入研究を行った．プロ

グラムは，５学年時に間食授業（全１２時間），６学年時

に朝食授業（全６時間）とし，スキル形成に関して児童

の学習過程を詳細に観るため，短期結果評価に加えてプ

ロセス評価に重点を置いた．

間食学習においては，健康のために油脂摂取過多にな

らないおやつの選び方や食べ方を考える際に，表１に示

す意志決定の「選択肢の列挙」「結果の予測」のステッ

プを踏むことにより，油脂を含まない「くだものや野菜

を選ぶ」「少しずつ食べる」などの具体的かつ実行可能

な方法を挙げる児童が増えた．加えて，栄養学的知識を

表１ 意志決定スキルと目標設定スキルに関する予備的質問項目

スキル スキルの基本的要素 質 問 文

意
志
決
定
ス
キ
ル

意志決定をすべき問題の明確化 �ものごとを決めるとき，なにが問題なのかよく考える．

行動の優先順位
�宿題などしなくてはならないことよりも楽しいことを先にしてしまう． ＊

�することがいくつかあるときには，することの順番を考える．

解決のための情報収集
�何かをしようとするときには，それに関係することをいろいろと調べたり，人

にたずねたりする．

選択肢の列挙 �何かをしようとするときには，どんな方法があるかについていくつか考える．

短期的・長期的結果の予測 �何かをしようとするときには，それをするとどうなるかを考えてからする．

最善の選択肢の選択と評価 �何かをした後には，自分のした方法がよかったかどうかについて振りかえる．

結果のフィードバック 	失敗をしたときに，どこが悪かったかを反省する．

目

標

設

定

ス

キ

ル

目標達成期限の設定 �目標を決めるときには，それをいつまでにやりとげるかを考える．

現実的で

達成可能

な目標の

設定

実現可能な目標の設定 �目標を決めるときには，それが本当に自分にできることかどうかを考える．

スモールステップに分

けられる目標の設定
�目標が高いときには，実行するために小さな目標をいくつか考える．

測定可能な目標の設定
�目標を決めるときには，それができたかどうかが自分にも他の人にもわかるよ

うな目標を考える．

強い達成願望をもてる

目標の設定
�なにか新しいことをするときには，それは本当に自分がしたいことかを考える．

積極的な

態度・柔

軟性

成功のイメージをもつ

こと

�むずかしいことをするときには，それをやりとげたときの自分の様子を想像す

るようにしている．

目標達成に向けての前

向きな態度

自分の能力や長所を信

じること

�むずかしいことにであったときには，自分にはできないかもしれないと考えて

しまう． ＊

	何かをするときには，自分の力やよいところを思い出すようにしている．

失敗に対する前向きな

態度

一度失敗すると次もできないかもしれないと考えてしまう． ＊

再チャレンジ �なにか失敗したときには，その原因を見つけ，やりなおそうとする．

目標達成のための支援要請 �むずかしいことをするときには，家族や友達に協力を求める．

＊：反転質問

回答の選択肢：１．ぜんぜんあてはまらない ２．あまりあてはまらない ３．少しあてはまる ４．よくあてはまる
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よく持つようになり，女子は健康的なおやつ選択に対す

る態度や広告分析に関する自己効力感が高まり，低油脂

おやつの選択が増加した．

しかし，意志決定の手段としての情報収集に食品表示

を活用できなかった．プロセス評価によれば，食品表示

の学習で用いたおやつの油脂含量一覧表をあまり用いて

おらず，意志決定における重要な情報収集につなげるこ

とができなかった．また，１週間の間食行動モニタリン

グシート回収率が７０．３％と低かったことも一因に挙げら

れる．今後は，食品表示に関する知識をおやつ選択の際

に実際に活用するシミュレーションを学習活動として取

り入れるなど，実生活に適用できる学習が必要であると

考える．

また女子は，間食行動の動機に関して，生理的要因に

加えて，「家におやつがあると」「テレビを見ながら」食

べるなどの社会的要因による間食行動をする者の割合が

増加した．思春期女子においては，ストレスに対処する

ための手段として，「イライラした時に」おやつを食べ

るなどの行動が男子に比べて急激に増える７）ことや小中

学生について積極的なストレスコーピングと健康的な間

食選択との関連８）が確認されており，女子の不適切な間

食行動を防止するためには，行動の実行段階におけるス

トレス対処スキル学習が欠かせないと考えられる．

朝食学習においては，当日の朝食評価の結果，副菜

（野菜料理）を食べていなかった朝食得点２点の児童が，

「野菜を食べる」という目標を最も多く設定しており，

「意志決定をすべき問題の明確化」を踏まえ，実態に即

した適切な目標設定ができたといえる．さらに，表１に

示す「実現可能な目標設定」のステップを学習した後に，

「行動実現するためのスモールステップ」と「目標達成

のための支援要請」についても学習活動を行った．ここ

では，朝食で野菜料理を食べていない児童が多かったこ

とから，児童のセルフチェックによる体調不良と野菜の

栄養学的機能との関連を学習した．断片的な知識学習で

はなく，朝食の栄養管理と自身の健康管理が相互に関連

することを科学的に理解し，目標達成した時の健康的な

体調を明確にイメージできるようになり，目標達成意欲

を高めたと考えられる．

また，忙しい朝に簡単に野菜を食べる手段についてブ

レインストーミングをし，可能な選択肢を多く検討した

ことで，意志決定スキルの要素の一つである「選択肢の

列挙」能力を向上させ，「実現可能な目標設定」へとつ

なげることができ，５日間の朝食モニタリング後に全児

童の朝食における野菜摂取率が３６．２％から６４．８％へとお

よそ倍増した．朝食の栄養バランスについて，主食，主

菜，副菜に各１点，副菜の野菜を複数食べていると１点

加算し，計４点満点で評価したところ，モニタリング前

の２．０点から３．０点に有意に上昇し，主食，主菜，副菜を

組み合わせたバランスの良い朝食に改善するという行動

変容につながった（図２）．

ライフスキル形成については，プログラムの実施前後

で，意志決定スキル，目標設定スキルが高まった児童は，

広告分析の自己効力感，食品選択スキルが高まることが

認められた．近年のわが国では，盛んな食品開発とそれ

に伴う広告活動はとどまることを知らず，健康的な食生

活を送るうえで，適正な食品を選択するスキルは，メ

ディアリテラシーの一つとしても欠かせないものとなり

つつあり，意志決定スキル，目標設定スキルを向上させ

ることによって，望ましい食行動実践につなげることが

できるという仮説は妥当であると考えられる．しかし，

プログラムに参加した児童全体の意志決定スキル，目標

設定スキルを高めることができなかったことより，ライ

フスキルを習得していくためには，日常生活の中で様々

な問題状況に適用し，強化するという実践学習につなげ

ることが欠かせないことがわかった９）．

�．今後の課題

尺度項目の再検討もさらに必要であると考えられるが，

限られた学習時間の食生活教育プログラムのみでは，意

志決定スキル，目標設定スキルを高めるには限界がある

といえる．そこで，川畑１０）らが開発しているライフスキ

ル教育プログラム学習と並行して，実際の生活にライフ

スキルを適用する場面として，食生活教育プログラムを

用いることが理想であると考える．例えば，友だちから

のおやつの誘いに対して“理由をきちんと伝えて断る”

ことのできるコミュニケーションスキルや，不安や悩み

の原因を知り，自分に合った対処法を身につけることで，

ストレス解消のためにおやつを食べるのではなく，リフ

レッシュメントとして健康的な間食行動ができるように

なる等，実行段階におけるコミュニケーションスキルや

ストレス対処スキルを習得することで行動を実現するも

のと考える．こうして，計画段階と実行段階に適用でき

るライフスキルを身につけることで，実生活において自

己効力感を高め，目標行動を達成できたと実感する中で，

セルフエスティームを高めていくことができると考えら

れる．

食生活教育は，１日３度の食事と間食，１年で１，４６０

回繰り返される“食べる”という学習機会をもつ．学習

事項を日々の食生活の中で繰り返し体験し，確認するこ

とができる．これを梃子に，健康的な食行動を無理なく

図２ 目標設定別にみた朝食得点の変化
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定着していくことである．学校教育における食育の専門

家は，現在のところ各クラスはもちろんのこと，各校配

置も実現していない．そこで，児童生徒と毎日接する担

任教諭による教育は欠かせないものとなる．

栄養教諭制度１１），食育基本法１２）施行を経て，文部科学

省より「食に関する指導」の目標６項目が新たに提示さ

れ，児童生徒が実践的な食生活管理能力を体得するよう，

年間計画に位置づけた教科学習と連携する学校における

食育として「食に関する指導」が提唱されている１３）．今

後は，指導者研修を含むプログラムの普及のあり方につ

いて検討し，保護者も視野にいれつつ学校健康教育の一

環として，ライフスキル形成に基礎を置く食生活教育が

発展していくよう実践研究を進めていく．
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１．はじめに

養護教諭は健康相談活動として，初期対応において心

と体の両面から，子どもが抱えている様々な問題の発見

やその背景にある要因の把握１）に努めている．そして，

それらの中で継続対応が必要な子どもに対し，学校組織

や関係職員，校外の関係機関等と連携して，子どもが持

つ個々の問題の解決に向けた取り組みを展開している．

平成１８年度保健室利用状況に関する調査報告書による

と，保健室登校の児童生徒「有」の学校の割合は，小学

校４４．５％，中学校６１．０％，高等学校５０．６％である．また，

１校１日平均の保健室利用状況は，小学校４０．９人，中学

校３７．９人，高等学校３５．６人で，来室理由として「けが等

の手当」「体調が悪い」「友達とのつきあい・付き添い」

等である．また，来室児童生徒の背景要因の有では，小

学校１３．４％，中学校６５．７％，高等学校３４．９％であり，主

たる背景要因は身体に関する問題（小３１．３％，中２８．８％，

高３６．７％），心に関する問題（小４０．５％，中４６．９％，高

４３．９％）である．具体的には，基本的な生活習慣に関す

る問題，いじめ・友人関係に関する問題，家族に関する

問題，進路に関する問題等々である２）．

保健室には，心身の健康課題を持つ子どもが日々多く

来室している．その中には，リスクを抱えた子どもが多

く存在し，リスクの内容も大変複雑で深刻である．この

ようなハイリスクの子ども達は自尊心が低く自信をなく

していたり，対人関係スキルが弱く自分の中に引きこ

もっていたりする場合が多い．このことは，現代的な学

校の教育課題となっている．ハイリスクの子どもたちが，

変化の激しい社会を生きていくためには，何らかの教育

的な措置を講じていかなければならない．

第５５回日本学校保健学会において開催されたシンポジ

ウム「青少年の危険防止とライフスキル教育」において，

筆者がシンポジストとして発表した内容を紹介する．

２．ハイリスクの子どもに対するライフスキルの意
義

ハイリスクの子ども達の実態をみると，「自分に自信

がない」「人とうまく関われない」「自分をうまく表現で

きない」等々，自分らしく生きていくためのスキルが身

についていないことに気づく．この子ども達の課題を解

決するためには，それらのスキルを高めることが一番の

方法であり，近道であることは言うまでもない．子ども

個々により，課題も異なり欠けているスキルも異なるこ

とから，一人一人に応じたスキルを高めるための対応や

支援を行うことが重要である．

この支援や対応の一つの手だとして「ライフスキル教

育」が考えられる．ライフスキル「日常生活で生じる様々

な問題や要求に対して，建設的かつ効果的に対処するた

めに必要な心理社会能力」３）を身につけさせることは，中

央教育審議会答申４）（１９９６年）に示された［生きる力］（こ

れからの変化の激しい社会において，いかなる場面でも

他人と協調しつつ自律的に社会生活を送っていくために

必要となる，人間としての実践的な力である）を育てる

ことである．

ハイリスクを抱えた子ども個々の問題を把握し，課題

を明確にし，どのようなライフスキルを育成していくか

を計画し，実践することは，この子どもの課題を解決す

るだけでなく，この子が将来にわたって生きていく力を

育成することになると考える．

また，保健室では健康相談活動の一環として心の健康

に関する教育を行っている．継続対応しているハイリス

クの子どもへの支援の一つとして，個に応じたライフス

キル教育を行うことは，ストレス対処スキルをはじめと

する各スキルを高めることにつながり，そのことが自ら

課題を克服し，セルフエスティームを高めることに通じ

ると考えた．

３．ハイリスクの子どもに対するライフスキル教育

ハイリスクの子どもの問題を解決し，「自分らしくよ

りよく生きる」ために，ライフスキル教育を取り入れた

対応の流れを次のような６段階をおさえた（図１）．

� 実態把握
該当の子どもを生きにくくさせているものは何かを把

握するために，健康状態，学力，学校生活における表れ，

家庭環境，諸々の調査結果（楽しい学校生活を送るため

のアンケートQU，日常行動を振り返るアンケート）等

により，個々の実態を捉える．

� 問題整理と課題の明確化
実態から，該当の子どもの問題点を整理し，この子ど

もにとって何が課題かを明確にする．課題は複数あるこ
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とから，まず最初に解決する課題は何かを絞るとともに，

この子どもに必要なスキルは何かをおさえる．

� 支援計画
スキル形成の基本的手順（表１）３）に基づいて，「いつ」

「どこで」「だれが」「どのようにして行う」という支援

計画を立てるとともに，子どもにスキル形成の手順を説

明する．「あなたの問題を解決するためになぜスキルを

学ぶか」（意義の理解），「どのようなスキルを学ぶか」・

「どのような方法で学ぶか」（具体的なステップの理解），

「スキルを学ぶとどうなるか」（課題解決になること）

について理解させる．

� 具体的な支援
支援計画に基づいて，スキル形成の支援をきめ細かく

実施する．実施に際しては，子どもの現時点での状況や

表れを踏まえて実施するとともに，子どもの担任や保護

者に連絡するなど，共通理解の上実施することが必要で

ある．また，子どもに「できたこと」に対し大きな賞賛

を行うことが重要である．実施後は，子どもと話し合い，

「できたこと」「改善が必要なこと」などについて確認

して，次への実践への意欲付けを行う．

� 評価・改善
子どもの支援スタッフ（担任など子どもを取り巻く人

的資源）との話し合いを行い，子どもの変容を確認し共

通理解をするとともに，できたこと（やれたこと），で

きなかったこと（やれなかったこと）を整理し，次への

支援計画に反映させる．

� 継続支援
修正された支援計画に基づいて，継続支援を行う．

４．具体的な支援例～登校しぶりを繰り返すＡ子の
事例～

� Ａ子の対人関係スキル形成
Ａ子は，登校をしぶる，欠席・遅刻が多い，学力がや

や低い，友達がいない，担任と関われない等々の問題を

持っている．本人との面談を繰り返す中で，「先生（担

任）が私の気持ちをわかってくれない」「先生に気持ち

を伝えたいが先生の前に行くと何も言えない」との発言

図１ 健康相談活動におけるハイリスクの子どもへの対応の

流れ

表１ スキル形成の基本的手順

１．スキルの意義や概要を理解する．

２．スキルの具体的ステップを理解する．

３．手本にならって，簡単な例にスキルを適用してみる．

４．様々な例にスキルを適用し，反復練習する．

５．フィードバックをもらいながら，スキルを強化する．

表２ Ａ子の対人関係スキル形成の取り組み

スキル形成段階 Ａ 子 の ス キ ル 形 成 養 護 教 諭 の 支 援

意義や概要の理解

「担任に自分の気持ちを伝える」というスキルを身につける．
スキルのステップの理解

ス キ ル の 適 用

反 復 練 習

ス キ ル の 強 化

○「自分の気持ちを担任に伝えられない」という問
題を解決するために，対人関係スキルを学ぶこと
の必要性を理解する．

○対人関係スキルを身につける方法を理解する．
�担任に伝える（話す）内容を決める．
�養護教諭を相手に練習する．
�実際に担任に話してみる．
�何回も担任に話しに行く．
�うまく伝えられたか振り返り，改善する．

○養護教諭を担任と思い，自分が伝えたいことを話
してみる．
・話す内容を明確にする．
・養護教諭を相手に話してみる．

○思い切って，担任に話しに行く．

○何回も担任に話しに行く．
・話しに行く前に，何を話すかを明確にする．
・担任の顔を見てしっかり話す．

○自分の気持ちをうまく伝えられたかを振り返り，
改善する．

○自然体で担任に話ができる．

○本人との面談する中で，問題を解決するために，
対人関係スキルを身につけることの必要性を諭す．

○対人関係スキルを身につける方法（５段階）につ
いて説明する．

○担任に話す模擬練習の相手になるとともに話す内
容の整理や伝え方について支援する．

○後ろについて行き，サポートする．
○担任に話すことが出来たことを賞賛する．
○数回は後ろについて行きサポートする．
○毎回，話す内容について確認する．
○毎回話すことができたことを賞賛する．
○本人とともに振り返り，うまくできたことと改善

が必要なことを確認し，次回に反映させる．
○離れた位置から，Ａ子が担任に話す様子を見守る．

２３林：ハイリスクの子どもに対するライフスキル教育



から，Ａ子に対人関係スキルを身につけさせることによ

り，課題解決の糸口ができると判断した．そこで，支援

計画を作成し，Ａ子の対人関係スキル形成（表２）に取

り組んだ．

� Ａ子の対人関係スキル形成の結果
� Ａ子の変化

Ａ子は，担任にはじめて自分の気持ちを伝えられたと

き，「やった！」と大喜びした．スキルの反復練習やス

キルの強化を実施した段階では，「先生が私の気持ちを

わかってくれた」と話すようになり，徐々に抵抗なく担

任に話ができるようになった．「先生と話ができた」と

いうたった一つのスキル形成により，明るくなり，何事

にも意欲的に取り組むようになった．その姿は「嘘」の

ようであった．時々，保健室に来ては養護教諭に「先生，

私は変わった？」と聞きに来ては，養護教諭から「すご

く良くなったよ」との回答を得て，自分の成長を自分で

確認するようになった．当然，学力もアップし，友達と

の関わりも良くなり，学級での生活にも適応できるよう

になった．中３では，発熱で欠席した日以外は，欠席も

なくなった．

それを裏づける結果として，「楽しく学校生活を送る

ためのアンケート」結果，学級満足群において，中２の

秋では「学校生活不満足群」に，中３の春では「非承認

群」に，中３の冬には「学校生活満足群」（表３）に位

置し，良い動きが見られた．また，学校生活意欲プロ

フィールにおいては，教師との関係が大きく上昇した

（図２）．

� 保護者の反応

母親は，その喜びを「最近は，学校に楽しそうに出か

けます．以前と比べると嘘みたいです．本当にうれしい．

学校から帰ると，いろいろ話をしてくれます．先生方に

感謝しています．」と話をしてくれました．また，「１３年

間Ａ子を育ててきたけど，今のＡ子は最高だよ」と，本

人に伝えていた．Ａ子は，母親に言われた言葉を次の日

養護教諭に嬉しそうに報告している．母親は，木訥とし

た人であるが，母としての気持ちをうまく本人に伝える

ことができていた．

� 担任の反応

担任は，熱血漢あふれる教師ではある．子どもの気持

ちをうまく受容することが苦手としていたが，Ａ子の対

応の中で，「自分は子どもの気持ちを聞いていなかった．

特に，話をゆっくり聞く事こと，話し出すのを待つとい

うことの大切さを痛感した．」と養護教諭に話した．教

員は，忙しく教育活動を行っているが，必要に応じて子

どもと向かい合いじっくり話を聞くということが重要で

あることを理解したようであった．

� 事例のまとめ
Ａ子の事例は，Ａ子のもついろいろな問題の一つであ

る「担任と話ができない」ということから，対人関係ス

キル形成を行った結果，「担任と話ができない」という

問題の解決ばかりでなく，Ａ子の抱えているいろいろな

問題の解決まで波及することができた．これは，対人関

係スキルの育成が，Ａ子の自尊心を高めることにつな

がった結果であると考えられる．加えて，Ａ子を取り巻

く大人（担任や母親等）の対応力や支援力にもプラスの

影響が出たことは，大きな副産物であった．

ハイリスクの子どもに対して，一つのスキルの形成を

育てるというライフスキル教育の効果が大きなものであ

ることを実証することができたと言っても過言ではない

ような事例であった．

５．おわりに

ハイリスクの子どもに対するライフスキル教育を行う

ことは，不登校や保健室登校，いじめの問題，発達障害

等々の問題を解決するために行う個別支援の一つの方法

であると考える．一人一人のリスクの実態を捉え，課題

を明確にし，支援計画を立て，実践し，評価し，改善す

べきこと捉えるというプロセスを螺旋のように向上させ

ていくことが，［生きる力］を育てることになると考え

る．そして，ライフスキル教育を個別の指導や支援にお

いて，個に応じて活用していくことが子どもの健全な成

長に寄与できることを痛感した．
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図２ 学校生活意欲プロフィール

表３ 楽しい学校生活を送るためのアンケート結果

学校生活意欲プロフィール 学級満足度

２年 秋 普通 学校生活不満足群

３年 春 普通 非承認群

３年 冬 まあまあ意欲的 学校生活満足群
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�．研究目的

月経は女性の生殖生理機能をもっともよく反映する，

女性にとっては重要な心身の健康指標である．一般に，

健康増進のために行う軽度な運動やレクリエーションと

して行うスポーツは生殖機能に悪影響を及ぼすことは考

えにくいが，日々激しいトレーニングを行う女子スポー

ツ選手の場合，初経の遅延１）２）や稀発月経，続発性無月経

など周期の異常が数多く報告されている３－８）．また，そ

れらの異常が，将来の妊孕性に影響を及ぼす可能性につ

いても危惧されている９）．

東京オリンピックに出場した日本代表女子スポーツ選

手の追跡調査によれば，不妊症率や自然流産回数，妊

娠・分娩経過および更年期症状の出現頻度は，一般女性

と同程度であったことが報告１０）されている．しかし，当

時の日本代表女子選手は現在の選手と比較して無月経な

どの月経異常は少ないが，現在の女子スポーツ選手は運

動性無月経が高率であるため，今後の月経周期の経過お

よび将来の妊孕性に関しては慎重な配慮が必要であると

されている１０）．

女子体育大生における学生時代の月経周期状態が
その後の妊孕性に及ぼす影響

菊 地 潤＊１，中 村 泉＊２，樫 村 修 生＊１

＊１東京農業大学大学院農学研究科環境共生学専攻
＊２日本女子体育大学体育学部スポーツ健康学科

Effects of the Status of Menstrual Cycles in School on Fertility after Graduation
of Female Physical Education Students

Megumi Kikuchi＊１ Izumi Nakamura＊２ Osamu Kashimura＊１

＊１Department of Environmental Symbiotic Studies, Graduate School of Agriculture, Tokyo University of Agriculture
＊２Japan Women’s College of Physical Education

This paper investigates the relationship between menstrual cycle regularity during college and the subse-

quent fertility of women who graduate from a physical education college（N＝４９６）and an education college

（control group, N＝１２０）.

The study investigated the state of menstruation during college, as well as pregnancies, deliveries, postpar-

tum health, gynecological diseases, and climacteric symptoms occurring after college. The results were as fol-

lows:

１）There was no clear difference between the physical education group and the control group in terms of

age at menarche, age at marriage, the number of pregnancies, and the ratio of infertility.

２）The rates of premature delivery, post―term delivery, stillbirth, and spontaneous abortion of the physical

education group were high compared to those of the control group. In addition, abnormalities concerning

pregnancy and delivery in the control group were high in comparison with those in the physical education

group. However, the rates of premature delivery, post―term delivery, stillbirth, and spontaneous abortion

were lower in both groups than in the general population.

３）No differences were observed between pregnancy, delivery, physical condition after giving birth, and the

duration of labor in the physical education group and the control group.

４）The rate of irregular cycles and secondary amenorrhea during college was１３．０% in the physical educa-

tion group, and１６．１% in the control group. Two women who never had the menstruation during college

were belonged to the physical education group.

５）It was apparent that infertility problems, infertility distress, spontaneous abortions, and secondary

amenorrhea were more common for women with irregular cycles than for women who had regular men-

struation cycles while they attended college.

These results suggest that the state of a woman’s menstrual cycles during college is related to her fertility

in the future, especially regarding rates of infertility and spontaneous abortion.

Key words：menstrual cycle, fertility, spontaneous abortion, infertility, female college athletes

月経周期，妊孕性，自然流産，不妊，大学女子スポーツ選手
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女子スポーツ選手による続発性無月経の可逆性につい

ては，Cohenら１１）がバレエダンサーにおいてオフシーズ

ンに月経周期に改善傾向がみられたと報告し，Baker

ら１２）もランナーの血中ゴナドトロピン，プロラクチンお

よび各種ステロイドホルモン値がレース後１２から２４時間

以内には初期値に戻っていたことから，運動性無月経や

運動によるホルモン値の変化は，可逆的であるとされて

きた．しかし，菊地ら１３）は，体育大学女子卒業生におけ

る学生時代から卒業後の１０年間に渡る月経周期変動を個

別に解析した結果，すべてのケースがスポーツ活動を止

めると正常周期に戻る者ばかりではないことを明らかに

している．競技人口がもっとも多いカレッジアスリート

ではオリンピック女子選手のように専門家による医科学

的ケアがされにくく，性機能の調査や測定は現役中のみ

が多く，現役引退後の月経状態，妊娠・出産など妊孕性

については，危惧されながらも明らかにされていないの

が現状である．また，女子スポーツ選手について現役時

代の月経状態と現役引退後の妊孕性との関連についての

詳細な報告はこれまで見当たらない．近年，若年期より

専門的なスポーツトレーニングが行われるようになって

きたが，心身ともに未成熟な時期からのスポーツトレー

ニングは，今後さらに選手の月経状態やその後の妊孕性

に影響を及ぼすことが予想される．女子スポーツ選手の

将来を見越した健康保持の面からもこれらを明らかにす

ることは学校保健上，重要なことであると考える．

そこで本研究では体育大学を卒業した女性，中でも概

ね妊娠・出産が終了したと思われる４０歳から５５歳の女性

を対象に，学生時代の月経状態およびその後の妊娠・出

産状況，婦人科的疾患の罹患，更年期症状に関する調査

を行い，スポーツを行っていた学生時代の月経状態とそ

の後の妊孕性との関係について明らかにすることを目的

とした．

�．研究方法

１．調査対象

対象者は，東京都内にある体育大学の卒業生名簿

（１９９８年４月版）より住所が確定でき，卒業年度より調

査時に４０歳から５５歳であると推察できた女性３，２６７名で

ある．卒業年度は昭和４０年から５１年であった．また，対

照群として同短期大学の保育科卒業生８９３名（同卒業名

簿において卒業年度昭和３９年から昭和４９年）にも同様の

調査を行った．

２．調査方法および期間

調査は質問紙，調査の目的（趣旨）を記載した用紙お

よび返信用封筒を郵送により各対象者へ配布し，調査の

趣旨に同意し調査に協力する意思のある者に質問紙記入

後，返信してもらう方法で行った．質問紙は，体育学科

卒業生には１９９８年６月に配布し，同年１２月までに返信の

あった質問紙を分析した．対照群として調査を行った保

育科卒業生には，１９９９年５月に質問紙を配布し，同年１２

月までに返信のあった質問紙を分析した．なお，返信さ

れた質問紙に記載された生年月日より年齢を算出し，調

査時年齢が４０歳から５５歳に該当しない者は分析より除外

した．

なお，調査により得られた個人情報に関しては，守秘

義務を厳守し，得られた情報は研究目的以外には使用し

ないことを事前に対象者へ文書にて確約した．

３．調査内容

調査内容は，基本的属性および運動歴，トレーニング

開始時期，結婚，初経発来年月，現在・大学時の月経状

態，妊娠回数，妊娠・出産時の状況，不妊の有無，更年

期症状の有無，体格の変化，婦人科的疾患の既往歴につ

いてであった．

４．分析方法

質問紙の集計・分析には統計用プログラムパッケージ

SASを用いた．２群間の平均値の差の検定にはt検定を

用い，分布の偏りの検定にはχ２検定を使用した．なお，

有意確率は５％未満をもって有意とした．

�．結 果

１．調査対象者について

質問紙の配布数および回収率は，体育学科卒業生が

表１ 対象者特性（体育群と対照群の比較）

体育群（N＝４９６） 対照群（N＝１２０）

N Mean S.D. Min. Max. N Mean S.D. Min. Max.

年 齢（歳） ４９６ ４８．５ ３．１ ４２．４ ５４．５ １２０ ４９．５ ２．８ ４５．３ ５５．８ NS
既 婚 率（％） ４９４ ９３．９ ― ― ― １１９ ９９．２ ― ― ―
初 婚 年 齢（歳） ４６０ ２５．５ ３．２ ２０．０ ４１．０ １１３ ２５．０ ２．６ ２０．０ ３５．０ NS
初 経 年 齢（歳） ３１１ １３．１ １．０ １１．０ １６．０ ６７ １３．１ １．０ １１．０ １６．０ NS
妊 娠 回 数（回） ４６６ ２．８ １．３ ０．０ １０．０ １１６ ２．７ １．１ ０．０ ７．０ NS
閉 経 年 齢（歳） ７８ ４８．２ ３．４ ３３．０ ５３．０ ２５ ５０．０ ２．４ ４６．０ ５５．０ ＊

現 在 身 長（cm） ４８７ １５７．５ ４．７ １４３．０ １７１．０ １１８ １５６．７ ５．８ １４０．０ １８５．５ NS
現 在 体 重（kg） ４８６ ５４．８ ７．２ ３９．０ ８２．０ １１８ ５５．２ ７．７ ３７．０ ８５．０ NS
学生時身長（cm） ４８４ １５７．７ ４．６ １４３．０ １７１．０ １１７ １５６．７ ５．２ １４０．０ １７２．０ ＊

学生時体重（kg） ４７８ ５３．０ ５．８ ３８．０ ７３．０ １１７ ５１．３ ６．６ ３９．０ ７８．０ ＊＊

＊p＜０．０５，＊＊p＜０．０１，NS；not significant（by t―test），S.D.；standard deviation, Min.；minimum value, Max.；maximum

value

２６ 学校保健研究 Jpn J School Health５１；２００９



３，２６７部配布し，内２０．４％が回収された．保育科卒業生

は８９３部配布し，１８．９％の回収率であった．そして調査

用紙より算出した年齢が４０歳から５５歳であった者は，体

育学科卒業生が６５４名，保育科卒業生が１４１名，合計７９５

名であった．さらに，体育学科卒業生において大学時代

に運動クラブに所属していなかった者１５８名および保育

科卒業生において運動クラブに所属していた者２１名を除

外した各 ４々９６名，１２０名，合計６１６名を分析対象とした．

以下，分析はすべて体育学科卒業生を「体育群」，保育

科卒業生を「対照群」として各群別に行った．

２．体育群と対照群の比較

１）体育群と対照群の特性

表１に群別の対象者における年齢，初婚年齢，初経年

齢，妊娠回数，閉経年齢，現在の身長・体重，学生時の

身長・体重の平均値および既婚率を示した．体育群と対

照群の比較では，閉経年齢が対照群より体育群で有意に

早く，学生時の身長および体重が対照群より体育群で有

意に大きかった（表１）．

２）婦人科的疾患の有病率

不妊症および乳がんの有病率は，対照群に比較して有

意に体育群で低かった（表２）．

３）更年期症状

更年期症状の有訴率は，めまいや息切れ，脱力感，膝

痛の項目において対照群に比較して体育群で高い傾向を

示した（表３）が，更年期の特徴的な症状であるほてり，

頭痛，肩こりの有訴率は対照群に比較して体育群で低い

傾向がみられた．

４）妊娠の転帰

表４には各妊娠の転帰について示した．早産，過期産，

死産および自然流産の割合は，対照群に比較して体育群

で高い傾向を示した．自然流産は１人が何度も繰り返す

ことがあるため，自然流産回数の分布を群別に算出した

ところ，対照群は０回から３回に分布し，０回が８４．８％

（９５名）でもっとも多く，次いで１回の１３．４％（１５名），

２回および３回が各 ０々．９％（１名）であった．一方，

体育群の自然流産回数は０回から４回に分布し，０回が

もっとも多く８４．３％（３７５名），次いで１回が１２．６％（５６

名），２回 が２．５％（１１名），３回０．４％（２名），４回 が

０．２％（１名）であった．自然流産を連続３回以上繰り

返す習慣流産は対照群より体育群に多かった．また，流

産率は妊婦の年齢によっても異なるため，流産した際の

年齢分布をみた．２０歳代が体育群４８．８％，対照群５２．６％，

３０から３４歳が３４．１％と２６．４％，３５から３９歳が１１．０％と

表２ 婦人科的疾患の有病率 ％

体 育 群 対 照 群

（N＝４１４） （N＝１０３）
不 妊 症 ５．３ １３．６＊＊

不 妊 の 悩 み １１．６ １８．４

（N＝４９６） （N＝１２０）
子 宮 筋 腫 １４．５ １９．３
卵 巣 嚢 腫 ５．０ ３．３
子 宮 内 膜 症 ４．４ １．７
子 宮 脱 ０．４ ０．０
乳腺線維腺腫 ４．０ ５．０
乳 が ん １．４ ５．８＊

子 宮 が ん ０．２ ０．８
卵 巣 が ん ０．２ ０．０

＊p＜０．０５，＊＊p＜０．０１（by χ２test） （複数回答）

表３ 更年期症状の有訴率 ％

体 育 群
（N＝４９５）

対 照 群
（N＝１２０）

い ら い ら １３．３ １２．５
憂 う つ １０．５ １１．７
不 安 感 ８．１ ７．５
焦 燥 感 ４．０ ２．５
不 眠 ６．９ ９．２
頭 痛 １５．８ ２０．８
め ま い １１．３ ９．２
吐き気・嘔吐 １．０ ０．０
動 悸 ９．９ ７．５
息 切 れ ７．１ ３．３
脱 力 感 ６．３ １．７
肩 こ り ４３．４ ５４．２＊

腰 痛 ３８．６ ３５．８
膝 痛 ２２．２ １８．３
五 十 肩 ６．７ ７．５
他 関 節 痛 ５．９ ６．７
蟻 走 感 １．４ １．７
し び れ ８．９ １０．８
知覚過敏・鈍麻 ０．６ ０．０
ほ て り ９．９ １４．２
の ぼ せ ５．５ ６．７
発 汗 １０．５ ９．２
頻 尿 ５．３ ４．２
排 尿 痛 ０．２ ０．８
性 交 障 害 ２．６ ３．３
陰 部 感 染 症 ０．４ ０．０

＊p＜０．０５（by χ２test） （複数回答）

表４ 妊娠の転帰 ％（回）

正期産
（３７～４１週）

早 産
（２２～３６週）

過期産
（４２週以降）

死 産
（２２週以降子死亡）

自然流産
（２２週未満）

人工妊娠中絶 計
（総妊娠数）

体育群 ７０．６（８５９） ５．２（６４） ３．９（４７） ３．９（４７） ７．２（８８） ９．２（１１２） １００．０（１，２１７）
対照群 ７７．５（２３４） ２．３（ ７） ２．３（ ７） ２．７（ ８） ６．６（２０） ８．６（ ２６） １００．０（ ３０２）

χ２＝８．９０４，p＝０．１１

２７菊地ほか：女子体育大生における学生時代の月経周期状態がその後の妊孕性に及ぼす影響



１０．５％，４０歳以上が６．１％と１０．５％であり，両群に有意

な差はなく，年齢が高くなるにつれて流産率が上がる傾

向はみられなかった．流産時の平均年齢にも体育群２９．９

±５．１歳と対照群３０．２±５．３歳で，有意差は認められな

かった．

５）妊娠中，分娩時および産後の状態

表５は妊娠中の様子としてつわりの程度，妊娠中毒症

の有無，切迫流・早産，胎児の異常，感染症や妊娠糖尿

病の有無について体育群と対照群における比較を示した．

つわりの程度は，体育群が対照群に比べて「強い」，「中

度」の者が有意に多くみられた．妊娠貧血，胎児の位置

異常の割合は，対照群に比較して体育群で低い傾向がみ

られた．さらに，分娩経過や第一子出産までの分娩時間

には両群間に有意な関連および差は認められなかった．

また，産後の状態は，産褥熱および乳腺・乳房炎，マ

タニティブルーすべての項目において両群間に有意な差

はみられなかった（表５）．

３．学生時代の月経周期状態

学生時代の月経周期の規則性については，「規則的」，

「だいたい規則的」と答えた者は，両群ともに８０％を越

えていた（表６）．次回の月経が予測できない「ほとん

ど不規則」と答えた者の割合は，体育群１２．６％，対照群

１６．１％で対照群に比較して体育群で低い傾向を示した．

しかし，学生時代に「月経なし」であった者は，体育群

では２名存在したのに対して，対照群では存在しなかっ

た．

４．学生時代の月経周期状態別にみた対象者特性，婦人

科的疾患の有病率，妊娠の転帰および妊娠中，分娩時，

産後の状態

学生時代の月経周期が「規則的」，「だいたい規則的」

であった者を「規則的群」，「ほとんど不規則」，「月経な

し」であった者を「不規則・無月経群」として，対象者

の特性，婦人科的疾患の罹患率，妊娠結果，妊娠中・分

娩時・産後の状態について学生時代の月経周期状態によ

る違いを検討した．

１）対象者の特性

体育群および対照群において，対象者の特性を学生時

代の月経周期の状態別に比較した（表７）．対照群の学

生時体重は，月経周期が「規則的」であった者に比較し

て「不規則・無月経」であった者で有意に軽かったが，

年齢，初経年齢，妊娠回数，閉経年齢には体育，対照群

ともに月経状態の違いによる差はみられなかった．

２）婦人科的疾患の有病率

学生時代の月経周期の状態別に婦人科的疾患の有病率

を表８に示した．不妊症および不妊の悩みを持っていた

者の割合は，体育群で「不規則・無月経群」の方が「規

則的群」より２倍以上高かったが，対照群では有意な差

表５ 妊娠中・分娩時・産後の状態

体育群 対照群

n % or mean n % or mean

妊

娠

中

の

様

子

つわりの程度 χ２＝８．４８６，df＝３，p＜０．０５
強 １５６ １３．８ ２７ ９．５
中 ３３１ ２９．４ ７１ ２４．８
弱 ３７７ ３３．４ １１５ ４０．２
全くなし ２６４ ２３．４ ７３ ２５．５

合計妊娠数 １，１２８ １００．０ ２８６ １００．０

異常
妊娠中毒症 ６４ ５．３ ２４ ７．９NS
切迫流産 １１４ ９．４ ３５ １１．６NS
切迫早産 ２４ ２．０ ８ ２．６NS
妊娠貧血 １１４ ９．４ ４３ １４．２＊

胎児発育不全 ９ ０．７ ２ ０．７NS
胎児死亡 ２１ １．７ １ ０．３NS
胎児の位置異常 １１６ ９．５ ４１ １３．６＊

感染症 ２ ０．２ ０ ０．０NS
糖尿病 ２ ０．２ １ ０．３NS
子宮筋腫 １０ ０．８ ２ ０．７NS
その他 ６１ ５．０ ２２ ７．３NS

合計妊娠数 １，２１７（複数回答）３０２ （複数回答）

分

娩

時

の

様

子

分娩経過 χ２＝１．６６７，df＝２，p＝０．４３
自然分娩 ７７８ ８２．１ １９４ ７９．２
鉗子や吸引 １１４ １２．０ ３７ １５．１
帝王切開 ５６ ５．９ １４ ５．７

合計妊娠数 ９４８ １００．０ ２４５ １００．０

分娩時間（第１子） ３３２１３．４±１３．３ ８２１２．３±１０．７NS

陣痛促進剤の使用 χ２＝０．０７４，df＝１，p＝０．７９
あり ３５３ ３９．７ ９４ ４０．７

合計妊娠数 ８８９ ２３１

異常 χ２＝１．０６，df＝１，p＝０．３０
あり １０７ ８．８ ２１ ７．０

合計妊娠数 １，２１７ ３０２

出生児の性別 χ２＝０．０７８，df＝１，p＝０．７８
男児 ４９５ ５０．６ １２９ ５１．６
女児 ４８３ ４９．４ １２１ ４８．４

合計妊娠数 ９７８ １００．０ ２５０ １００．０

出生児の異常 χ２＝６．２３５，df＝１，p＜０．０５
あり ７２ ５．９ ３０ ９．９

合計妊娠数 １，２１７ ３０２

産
後
の
状
態

産褥熱 ２７ ２．２ ８ ２．６NS
乳腺・乳房炎 １１１ ９．１ ２２ ７．３NS
マタニティ・ブルー ３４ ２．８ ５ １．７NS
その他 ４４ ３．６ １５ ５．０NS

合計妊娠数 １，２１７（複数回答）３０２ （複数回答）

NS；not significant（by t―test or χ２test）, ＊p＜０．０５（by χ２

test）

表６ 学生時代における月経周期の状態 ％（n）

月経周期 体 育 群 対 照 群

規 則 的 ５３．８（２６５） ５４．２（ ６４）
だいたい規則的 ３３．３（１６４） ２９．７（ ３５）

ほとんど不規則 １２．６（ ６２） １６．１（ １９）
月 経 な し ０．４（ ２） ０．０（ ０）

合 計 １００．０（４９３） １００．０（１１８）

χ２＝１．７５５，p＝０．６２

２８ 学校保健研究 Jpn J School Health５１；２００９



は認められなかった．乳腺線維腺腫および乳がんの有病

率は体育群，対照群ともに「不規則・無月経群」の方が

「規則的群」より高い傾向を示したが，これら以外の項

目で同様の傾向を示す疾患はみられなかった．

３）妊娠の転帰

学生時代の月経周期の状態別にみた各妊娠の転帰を表

９に示した．早産，過期産および死産率は「規則的群」

と「不規則・無月経群」で著しい差はみられなかったが，

自然流産率は体育群，対照群ともに「不規則・無月経群」

が「規則的群」より２倍以上高い値を示した．自然流産

率に影響を及ぼす反復流産の者は，体育群では「規則的

群」と「不規則・無月経群」に１名ずつ，習慣流産は「規

則的群」に１名存在した．対照群における習慣流産の者

は，「不規則・無月経群」に１名存在した．自然流産時

の平均年齢も体育群，対照群ともに有意な差はみられな

かった．

４）妊娠中，分娩時および産後の状態

学生時代の月経周期状態別にみた妊娠中，分娩時およ

び産後の状態は，体育群においてつわりの程度と産褥熱

に有意な関連が認められ，「規則的群」に比較して「不

規則・無月経群」でつわりが強く，産褥熱に罹患した者

が多い傾向がみられた（表１０）．対照群は出生児の性別

に有意差が認められたが，その他の妊娠中，分娩時およ

び産後の状態と学生時代の月経周期状態に有意な関連は

みられなかった（表１１）．

�．考 察

１．体育大学卒業女性における妊娠・出産状況，婦人科

的疾患の罹患状態

女子スポーツ選手に多いとされる月経異常の一つに，

初経発来の遅延がある．本調査対象者における平均初経

年齢は１３．１歳で，２００６年に調査した一般女子学生の平均

初経年齢１２．１歳（２００６年１１月調査，未発表）と比較する

と，遅延傾向を示しているようにみえるが，わが国にお

ける初経年齢は，栄養状態の改善などの要因により明治

時代の１５歳前後から戦後早傾化をみせ１４），本対象と同世

代の女性の平均初経年齢は１３から１４歳である．さらに，

対照群の１３．１歳とも差はみられなかったことから，本調

査対象の平均初経年齢はスポーツ活動のみの影響ではな

く，対象者が成育した時代に即した値であると思われる．

また，近年初婚年齢は，晩婚化傾向がみられる１４）が，

本対象において平均初婚年齢を調査した結果，先行研

究１５）による同世代とほぼ同じ年齢であった．さらに，本

対象者における平均妊娠回数は，同世代における流死産

表７ 学生時代の月経周期状態別 対象者特性

体 育 群 対 照 群

規 則 的 不規則・無月経 規 則 的 不規則・無月経

N Mean±S.D. N Mean±S.D. N Mean±S.D. N Mean±S.D.

年 齢（歳） ４２９ ４８．６±３．１ ６４ ４８．２±３．１ ９９ ４９．７±２．８ １９ ４８．９±３．１
初 婚 年 齢（歳） ３９９ ２５．５±３．１ ５９ ２５．８±３．７ ９３ ２４．９±２．５ １９ ２６．０±３．２
初 経 年 齢（歳） ２７４ １３．１±１．０ ３５ １３．４±１．３ ５８ １３．１±０．９ ８ １３．４±１．４
妊 娠 回 数（回） ４０７ ２．８±１．３ ５９ ２．７±１．３ ９７ ２．７±１．１ １８ ２．５±１．２
閉 経 年 齢（歳） ６９ ４８．３±３．３ ９ ４７．６±４．２ ２２ ４９．９±２．２ ３ ５０．７±４．０
現 在 身 長（cm） ４２２ １５７．５±４．７ ６３ １５７．１±４．４ ９８ １５６．８±５．４ １９ １５４．７±４．１
現 在 体 重（kg） ４２１ ５４．９±７．２ ６３ ５３．９±７．６ ９８ ５５．６±７．８ １９ ５２．９±７．４
学生時身長（cm） ４２０ １５７．７±４．７ ６２ １５７．２±４．３ ９７ １５７．０±５．３ １９ １５４．７±４．４
学生時体重（kg） ４１４ ５３．２±５．７ ６２ ５１．５±６．０ ９７ ５２．１±６．７ １９ ４７．６±５．３＊＊

＊＊p＜０．０１（by t―test），規則的vs不規則・無月経，S.D.；standard deviation

表８ 学生時代の月経周期状態別 婦人科的疾患の有病率

％

体 育 群 対 照 群

規則的 不規則・無月経 規則的 不規則・無月経

（N＝３５７） （N＝５５） （N＝８６） （N＝１６）
不 妊 症 ３．４ １８．２＊＊＊ １１．６ ２５．０
不 妊 の 悩 み １０．１ ２１．８＊ １６．３ ３１．３

（N＝４２９） （N＝６４） （N＝９８） （N＝１９）
子 宮 筋 腫 １４．２ １７．２ ２１．４ １０．５
卵 巣 嚢 腫 ５．４ ３．１ ２．０ １０．５
子 宮 内 膜 症 ３．７ ９．４ ２．０ ０．０
子 宮 脱 ０．５ ０．０ ０．０ ０．０
乳腺線維腺腫 ４．０ ４．７ ４．０ １０．５
乳 が ん ０．９ ４．７ ５．１ １０．５
子 宮 が ん ０．２ ０．０ １．０ ０．０
卵 巣 が ん ０．２ ０．０ ０．０ ０．０

＊p＜０．０５，＊＊＊p＜０．００１：規則的vs不規則・無月経（by χ２test）

（複数回答）

表９ 学生時代の月経周期状態と妊娠の転帰 ％（回）

体 育 群 対 照 群

規則的 不規則・無月経 規則的 不規則・無月経

正 期 産
（３７～４１週） ７０．３（ ７４５） ７２．６（１１４） ７８．１（２００） ７２．６（３２）

早 産
（２２～３６週） ５．７（ ６０） １．９（ ３） ２．４（ ６） ２．３（ １）

過 期 産
（４２週以降） ３．８（ ４０） ４．５（ ７） ２．７（ ７） ０．０（ ０）

死 産
（２２週以降子死亡） ４．２（ ４４） １．９（ ３） ２．７（ ７） ２．３（ １）

自然流産
（２２週未満） ６．５（ ６９）１２．１（１９） ５．９（１５） １１．４（５）

人工妊娠中絶 ９．５（ １０１） ７．０（ １１） ８．２（ ２１） １１．４（ ５）

計（総妊娠数）１００．０（１，０５９）１００．０（１５７）１００．０（２５６）１００．０（４４）

χ２＝１２．６１３，p＜０．０５ χ２＝３．５１４，p＝０．６２

２９菊地ほか：女子体育大生における学生時代の月経周期状態がその後の妊孕性に及ぼす影響



率を考慮した出生年別にみた平均出生子ども数から推定

した妊娠回数１５）と比較すると，ほぼ同じ回数であると考

えられる．

不妊症や不妊の悩みを持つ者の割合は，体育群が対照

群より低い割合を示した．不妊率は，加齢に伴い増加す

る１６）といわれており，２９歳以下では８．９％，３４歳以下で

１４．６％，３９歳以下で２１．９％，４４歳以下で２８．７％と増加す

ると報告されている．また原因についても様々で，女性

側に問題がある場合，男性側に問題がある場合，双方お

よび原因不明の場合も多い．対照群が示した不妊症

１３．６％，不妊の悩みがあった者１８．４％という値が高い不

妊率であるのか否かは不妊原因や年齢など詳細に調べて

表１０ 学生時代の月経周期状態別にみた妊娠中・分娩時・産

後の状態（体育群） ％（n）

規則的 不規則・無月経

妊

娠

中

の

様

子

つわりの程度 χ２＝７．９１１，df＝３，p＜０．０５
強 １２．６（ １２４） １９．２（ ２７）
中 ２９．０（ ２８４） ３３．３（ ４７）
弱 ３４．７（ ３４０） ２５．５（ ３６）
全くなし ２３．７（ ２３３） ２２．０（ ３１）

合計妊娠数 １００．０（ ９８１） １００．０（１４１）

異常
妊娠中毒症 ５．８（ ６１） １．９（ ３）NS
切迫流産 ８．８（ ９３） １２．１（ １９）NS
切迫早産 １．８（ １９） ３．２（ ５）NS
妊娠貧血 ９．３（ ９９） ９．６（ １５）NS
胎児発育不全 ０．８（ ９） ０．０（ ０）NS
胎児死亡 １．７（ １８） １．９（ ３）NS
胎児の位置異常 ９．２（ ９７） １２．１（ １９）NS
感染症 ０．１（ １） ０．６（ １）NS
糖尿病 ０．２（ ２） ０．０（ ０）NS
子宮筋腫 ０．９（ １０） ０．０（ ０）NS
その他 ４．７（ ５０） ７．０（ １１）NS

合計妊娠数 複数回答（１，０５９） 複数回答（１５７）

分

娩

時

の

様

子

分娩経過 χ２＝２．７０４，df＝２，p＝０．２６
自然分娩 ８２．８（ ６８６） ７７．２（ ８８）
鉗子や吸引 １１．８（ ９８） １４．０（ １６）
帝王切開 ５．４（ ４５） ８．８（ １０）

合計妊娠数 １００．０（ ８２９） １００．０（１１４）

分娩時間（第１子） １２．７±１１．６ １８．０±２１．３NS

陣痛促進剤の使用 χ２＝２．０４９，df＝１，p＝０．１５
あり ３８．７（ ３００） ４５．９（ ５０）

合計妊娠数 １００．０（ ７７５） １００．０（１０９）

異常 χ２＝０．１２８，df＝１，p＝０．７２
あり ８．７（ ９２） ９．６（ １５）

合計妊娠数 １００．０（１，０５９） １００．０（１５７）

出生児の性別 χ２＝２．０１７，df＝１，p＝０．１６
男児 ５１．５（ ４３９） ４４．６（ ５４）
女児 ４８．５（ ４１３） ５５．４（ ６７）

合計妊娠数 １００．０（ ８５２） １００．０（１２１）

出生児の異常 χ２＝０．３８１，df＝１，p＝０．５４
あり ５．８（ ６１） ７．０（ １１）

合計妊娠数 １００．０（１，０５９） １００．０（１５７）

産
後
の
状
態

産褥熱 １．７（ １８） ５．７（ ９）＊＊

乳腺・乳房炎 ８．４（ ８９） １２．７（ ２０）NS
マタニティ・ブルー ２．５（ ２７） ４．５（ ７）NS
その他 ３．４（ ３６） ５．１（ ８）NS

合計妊娠数 複数回答（１，０５９） 複数回答（１５７）

NS；not significant（by t―test or χ２test）, ＊＊p＜０．０１（by χ２

test）

表１１ 学生時代の月経周期状態別にみた妊娠中・分娩時・産

後の状態（対照群） ％（n）

規則的 不規則・無月経

妊

娠

中

の

様

子

つわりの程度 χ２＝０．４５，df＝３，p＝０．９３
強 ９．８（ ２４） ７．７（ ３）
中 ２４．９（ ６１） ２５．６（１０）
弱 ３９．２（ ９６） ４３．６（１７）
全くなし ２６．１（ ６４） ２３．１（ ９）

合計妊娠数 １００．０（２４５） １００．０（３９）

異常
妊娠中毒症 ７．８（ ２０） ９．１（ ４）NS
切迫流産 １１．７（ ３０） １１．４（ ５）NS
切迫早産 ３．１（ ８） ０．０（ ０）NS
妊娠貧血 １３．７（ ３５） １８．２（ ８）NS
胎児発育不全 ０．４（ １） ２．３（ １）NS
胎児死亡 ０．０（ ０） ２．３（ １）NS
胎児の位置異常 １５．２（ ３９） ４．５（ ２）NS
感染症 ０．０（ ０） ０．０（ ０）NS
糖尿病 ０．４（ １） ０．０（ ０）NS
子宮筋腫 ０．８（ ２） ０．０（ ０）NS
その他 ７．４（ １９） ６．８（ ３）NS

合計妊娠数 複数回答（２５６） 複数回答（４４）

分

娩

時

の

様

子

分娩経過 χ２＝０．８９８，df＝２，p＝０．６４
自然分娩 ７９．９（１６７） ７３．５（２５）
鉗子や吸引 １４．４（ ３０） ２０．６（ ７）
帝王切開 ５．７（ １２） ５．９（ ２）

合計妊娠数 １００．０（２０９） １００．０（３４）

分娩時間（第１子） １１．７±１０．８ １４．７±１０．６NS

陣痛促進剤の使用 χ２＝０．６９５， df＝１，p＝０．４０
あり ３９．１（ ７７） ４６．９（１５）

合計妊娠数 １００．０（１９７） １００．０（３２）

異常 χ２＝０．０００，df＝１，p＝１．００
あり ７．０（ １８） ６．８（ ３）

合計妊娠数 １００．０（２５６） １００．０（４４）

出生児の性別 χ２＝４．０５６，df＝１，p＜０．０５
男児 ４９．１（１０５） ６７．６（２３）
女児 ５０．９（１０９） ３２．４（１１）

合計妊娠数 １００．０（２１４） １００．０（３４）

出生児の異常 χ２＝０．００３，df＝１，p＝０．９６
あり ９．８（ ２５） １１．４（ ５）

合計妊娠数 １００．０（２５６） １００．０（４４）

産
後
の
状
態

産褥熱 ２．７（ ７） ２．３（ １）NS
乳腺・乳房炎 ８．２（ ２１） ２．３（ １）NS
マタニティ・ブルー １．６（ ４） ２．３（ １）NS
その他 ５．１（ １３） ４．５（ ２）NS

合計妊娠数 複数回答（２５６） 複数回答（４４）

NS；not significant（by t―test or χ２test）
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いないため，現段階で本研究において結論付けることは

出来ないと考える．

各妊娠の転帰は，早産，過期産，死産，自然流産の割

合が対照群より体育群で高かった．わが国における早産

率は１９８０年には４．１％であったが，１９９０年には４．５％，

２０００年には５．４％で，近年増加傾向にあるとされてい

る１７）．対照群の早産率は２．３％であったのに対し，体育

群は５．２％であり，近年に近い値となっていた．一方，

過期産は近年減少傾向にあり，１９８０年には４．４％であっ

たが，２０００年には０．８％となっている１７）．本調査対象の

過期産率３．９％は対象者が出産した時代を考慮すると，

一般女性と同等の値といえよう．死産率についてもわが

国では１９６０年の約５％から徐々に減少し，１９９６年時点で

１．５％以下である１８）ことから，本調査対象の死産率も高

い値とはいえない．さらに自然流産率には妊婦の年齢，

妊娠の診断方法などが直接影響するとされるが，自然流

産の発生頻度は１０から１５％と報告されている１９）ものが多

く，本対象者における自然流産率７．２％は一般女性と同

程度あるいは低率である．

以上，本調査対象である体育大学卒業女性における初

経年齢，初婚年齢，妊娠回数および不妊率などの婦人科

的疾患は対照群および一般女性と比較して特に問題はな

いことが明らかとなった．しかし，妊娠の転帰について

は出現率の値自体はこれまで報告された一般的な値とほ

ぼ同等であったものの，対照群である保育科卒業生より

早産，過期産，死産，自然流産の割合が高率であった．

このことは，若い時期の専門的なスポーツ活動が妊娠の

転帰に影響をおよぼす可能性を否定できない結果であっ

たと考える．さらに，本対象がスポーツ活動を行ってい

た３０から４５年前と現在ではスポーツを行う環境は著しく

変化している．現在では競技開始が若年化し，より専門

的なトレーニングが早期より開始されている．今日のス

ポーツ活動が大学女子スポーツ選手の妊娠転帰をはじめ

とする妊孕性に及ぼす影響が危惧される．

２．学生時代の月経周期状態が妊孕性に及ぼす影響

これまでに女子スポーツ選手の月経異常でもっとも頻

度が高いものは周期の異常であることが報告されてい

る３－８）．小田原らの報告７）によれば，体育系女子大学生に

おける無月経や稀発月経の者の割合は１４．３％で，一般学

生は３．０％であった．しかし，本研究における学生時代

の不規則・無月経の者の割合は体育群で１３．０％，対照群

が１６．１％で，両群に差はみられなかった．そして，体育

群および対照群における学生時代の月経周期状態がその

後の妊孕性に及ぼす影響について検討した結果，体育群，

対照群ともに学生時代の周期が不規則・無月経の者に不

妊症，不妊の悩み，自然流産率が規則的な者より明らか

に高い頻度を示し，学生時代の月経周期状態は将来の妊

孕性，中でも自然流産や不妊症に影響をおよぼす可能性

が示唆された．前述したように，自然流産の発生頻度は

１０から１５％とされており１９），体育群における不規則・無

月経群の自然流産率１２．１％および対照群における不規

則・無月経群の自然流産率１１．４％は，一般的な自然流産

率とは同程度の値であるが，菊地らの報告２０）によれば，

大学女子陸上中・長距離選手の周期異常率は４７．８％で，

運動習慣のない女子学生の周期異常率は３１．８％であり，

近年明らかに月経異常率は高くなっている．このことは，

現在専門的なスポーツを実施している女子学生の将来の

不妊率，自然流産率が今後さらに高くなることを予測さ

せる．

自然流産は流産胎児の約５０％に染色体異常がみられ，

流産の症状が出る前に胎児は発育を停止しているか，死

亡しているという超音波診断の観察から，自然流産の大

部分は胎芽・胎児の異常が原因であり，淘汰現象の一つ

と考えられてきた２１）．しかし，最近，自然流産を染色体，

免疫および内分泌などそれぞれの視点からとらえること

が重要とされてきている２２）．この点からも月経周期の正

常化は自然流産の予防となる可能性が示唆されている．

この他にも月経周期が乱れるということは，黄体機能不

全や高プロラクチン血症を生じている可能性があり，こ

れらは不妊へとつながる．月経周期は正常範囲内にある

ことが望ましい．

以上のように，学生時代の月経状態が将来の妊孕性，

特に不妊症や流産率に影響を及ぼす可能性が示されたこ

とから，スポーツ活動中における周期異常および若年期

の周期異常は安易に放置すべきではないと考える．本研

究対象がスポーツ活動を行っていた時代と比べ，現代に

おいてはより勝利主義が先行し，専門的なスポーツ開始

の低年齢化が顕著となっている．女性において，生殖機

能が未発達な状態で専門的なスポーツトレーニングを行

うことは，将来の妊孕性により強い影響を与える可能性

が考えられる．選手ならびに指導者への月経異常に対す

る注意喚起がより重要になるものと思われる．

しかし，本研究における調査結果は後向き調査により

得られたデータであること，また回収率が体育群２０．４％，

対照群１８．９％と低く，１９６０年代にスポーツ活動を行って

いた女性の月経状態およびその後の妊孕性を反映しきれ

ていない可能性がある．さらに女子スポーツ選手におけ

る月経周期異常の要因には，スポーツ活動における身体

的・精神的ストレス，体脂肪量の減少，ホルモン環境の

変化などが考えられており１），若い時期の周期異常とそ

の後の妊孕性との因果関係を明らかにするためには今後，

前向き調査による，より詳細な検討が必要であると考え

る．また，妊娠・出産に関する問題は，妊娠・出産回数

や個人により原因も異なることが考えられるため，個別

の検討も重要である．

�．要 約

スポーツ活動中の月経周期状態がその後の妊孕性にお

よぼす影響について検討するために，体育大学卒業女性

４９６名，対照群として保育科卒業生１２０名，合計６１６名を

３１菊地ほか：女子体育大生における学生時代の月経周期状態がその後の妊孕性に及ぼす影響



対象に，学生時代の月経状態およびその後の妊娠・出産

状況，婦人科的疾患の罹患，更年期症状に関する調査を

行った結果，以下のことが明らかとなった．

１）初経年齢や初婚年齢，妊娠回数に体育群と対照群の

間に差はみられず，本調査対象が示した各値は，日本

における同世代と同様の値であった．

２）早産，過期産，死産，自然流産率は対照群に比較し

て体育群で高い傾向を示したが，一般的な早産，過期

産，死産，自然流産率よりは低値であった．

３）妊娠中，分娩時間，分娩時および産後の状態は，体

育群と対照群の間に差はみられなかった．

４）学生時代の月経異常率は，体育群が１３．０％，対照群

が１６．１％であり，学生時代に月経がなかった者は，体

育群にのみ２名存在した．

５）学生時代の月経状態が不規則・無月経の者に不妊症

や不妊の悩み，自然流産率が高かった．

以上の結果から，学生時代の月経周期の状態は将来の

妊孕性，特に不妊症や自然流産と関連が強い可能性が示

唆された．
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�．緒 言

大学生が含まれる２０歳代（２０―２９歳）の喫煙率は，平

成１０年度のJTの全国喫煙者率調査１）によると男性６３．７％，

女性２３．５％，平成１０年度の厚生労働省による国民栄養調

査２）では男性６０．３％，女性１９．１％と報告されており，い

ずれも男性で６０％前後，女性で２０％前後という結果に

なっている．

大学生を対象とした研究も数多く報告されている．加

藤ら（１９９７）３）は，医学部の学生の喫煙率は男性２５％，女

性４％と報告している．榊原ら（２００１）４）は，医療系短大

生で，男性４９．７％，女性９．１％と報告している．柳生ら

（１９９６）５）は，女子大学生で１．８％という結果を得ている．

また，女子短大生では，圓山（１９９５）６）が１３％，阪本ら

（１９９６）７）は３％と報告しており，男女ともに喫煙率はま

ちまちである．特に，女性は短大生など未成年が対象の

中心となっている場合が多い．以上の報告は，全てアン

ケートによる調査結果である．

一方，喫煙状況を把握するもう１つの方法として，コ

チニンの測定があるが，費用や被験者への侵襲などの問

題点がある８）．

アンケートとコチニンを用いた報告もあるが，これら

の報告は，一般成人を対象としている場合が多く，大学

生を対象とした報告は国内では見つけられなかった．ま

た一般成人に比べ，大学生はアンケートによる喫煙習慣

の回答には社会的望ましさのバイアスがかかりやすいと

思われるので，正確な喫煙者率を把握しておく必要があ

ると思われる．

今回，我々は，大学生を対象に，アンケートによる喫

煙率と血清コチニン濃度を分析し，Ｃ大学生の喫煙率の

実態を把握することを目的とし，以下の結果を得たので

ここに報告する．

�．研究方法

１．対象（表１）

平成１０年度Ｃ大学４年生１，０９９名を対象に，４月の健
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The aim of this study is to clarify the smoking rates among university students.

We carried out questionnaires and serum cotinine tests on fourth grade students of university C in April,

１９９８. The subjects of this study were３１７students（male:１９３, female:１２４）. We analyzed the relationship of

serum cotinine concentration, smoking habit, number of cigarette and nicotine dependency.

The detectable limit of cotinine was１０．００ng／ml.
The results show that the serum cotinine was statistically significant different smoker（１８０．５３ng／ml）from

non―smoker（１３．６４ng／ml）（p＜０．００１）．
The serum cotinine concentration was significantly correlated with number of cigarette per day（Pearson’s

r＝０．７７０, p＜０．００１）and nicotine dependence score（FTQ）（Spearman’s r＝０．８２３, p＜０．００１）.

The smoking rate by the questionnaire was２６．２％, and by serum cotinine concentration was２７．１％, re-

spectively. So, we concluded the smoking rates among university C students by questionnaire survey was ap-

proximately correct.
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康診断時（４日間）にアンケート調査を実施した．健康

診断受診者は１，００３名，アンケートが回収できたのは７８７

名（男５１０，女２７７）であった．また，初日に健診を受け

た者のうち，血液検査時に検査項目にコチニンを付け加

えることについて説明し同意を得た３３９名（男２１０，女

１２９）に血清コチニン濃度の測定結果とアンケートを結

合した．

今回は，コチニン測定者３３９名のうち，アンケートに

回答した３１７名（男１９３，女１２４）を対象に，血清コチニ

ン濃度，喫煙習慣の有無，１日の喫煙本数，ニコチン依

存度（得点）を指標として，血清コチニン濃度とアンケー

ト結果との関連の分析を行った．

２．方 法

� アンケート調査

喫煙習慣の項目のうち，喫煙習慣の有無，１日の喫煙

本数，ニコチン依存度を使用した．最終喫煙からの時間

についてはアンケート項目にはなかった．

アンケートでは喫煙習慣を，１．まったく吸ったこと

がない，２．習慣的には吸ったことがない（機会があれ

ば吸う），３．以前は吸っていたが止めた，４．喫煙習

慣がある，の４つに分類しており，以下，それぞれを１．

非喫煙者，２．機会喫煙者，３．過去喫煙者，４．喫煙

者と記述する．

また，ニコチン依存度の判定には，Fagerstrom９）に

よって１９７８年に開発された８項目から成るFTQ指数を

使用し，判定基準もこの基準（０―３点：軽度，４―６

点：中等度，７点以上：高度）を用いた．

� 分析方法

アンケート調査と血清コチニン濃度の結果に対し，パ

ソコン用統計解析ソフトSPSS for Windowsを用いて分

析を行った．

相関は，ニコチン依存度得点を指標とする場合は

Spearmanの順位相関係数を，それ以外を指標とする場

合はPearsonの相関係数を用い，いずれも確率５％未満

を有意とした．

平均値の差の検定では，カテゴリーが２つの場合はｔ

検定，３つ以上の場合は一元配置分散分析を用い，

Turkeyの多重比較を行って確率５％未満を有意とした．

� コチニン

コチニンの測定は，LIAC（生命情報分析センター，

当地域では広く診療や研究目的の検査を行っている検査

機関）に依頼し，ガスクロマトグラフィー法で行われた．

検出限界は，１０．００ng／mlであった．

�．結 果

１．アンケート調査による喫煙状況

� 喫煙習慣

男性は，非喫煙者７８名（４０．９％），機会喫煙者２５名

（１３．０％），過 去 喫 煙 者１４名（７．３％），喫 煙 者７６名

（３９．４％）であり，喫煙者が４割であった．女性は，非

喫煙者１０２名（８２．３％），機会喫煙者１３名（１０．５％），過

去喫煙者２名（１．６％），喫煙者７名（５．６％）であり，

非喫煙者が８割以上を占め，喫煙者と答えた者は１割も

いなかった．

� １日の喫煙本数

喫煙者における最頻値（最小値―最大値）は，男性が

２０本（２―４０本）であり，女性は７名とも異なり，５―

２５本の間に分布していた．

１日の喫煙本数を５本ごとの階層に分類すると，男性

は１日に１６―２０本吸う者が２９名（３８．２％）と最も多く，

次いで６―１０本で２０名（２６．３％）であった．一方，女性

は１日に６―１０本吸うと回答した者が３名（４２．９％），

次いで１６―２０本の２名（２８．６％）という結果であった．

� ニコチン依存度

喫煙者８３名のうち，ニコチン依存度の項目全てに回答

したのは６９名（男６３，女６）であった．

まず，FTQの８項目ある質問の回答をそれぞれ得点

化し，その合計をニコチン依存度得点とした．ニコチン

依存度得点は，男性は１―１０点，女性は１―７点の範囲

に分布していた．最頻値は，男性が２点，女性は２，３

点が２人ずつであった．

次に，ニコチン依存度を軽度，中等度，高度に分類し

た．男性は，軽度３２名（５０．８％），中等度２５名（３９．７％），

高度６名（９．５％）であった．一方女性は，軽度５名

（８３．３％），中等度０名（０．０％），高度１名（１６．７％）

であり，女性の方が男性よりも軽度依存者の割合が高い

傾向にあった．

表１ 対象者の特性

男 女 全体

コチニン測定者（血液検査受診順） ２１０ １２９ ３３９

分析対象者（コチニン測定＋ア

ンケート提出）
１９３ １２４ ３１７

年齢分布 ２１―２８ ２１―３３ ２１―３３

平均血清コチニン濃度（ng／ml） ９２．３５ ２０．８３ ６５．１４

喫煙習慣

非 喫 煙 者 ７８ １０２ １８０

機会喫煙者 ２５ １３ ３８

過去喫煙者 １４ ２ １６

喫 煙 者 ７６ ７ ８３

１日の喫煙本数

（８３名）

１ ― ５ 本 １０ １ １１

６ ―１０本 ２０ ３ ２３

１１―１５本 １５ ０ １５

１６―２０本 ２９ ２ ３１

２１本 以 上 ２ １ ３

ニコチン依存度

（６９名）

軽 度 ３２ ５ ３７

中 等 度 ２５ ０ ２５

高 度 ６ １ ７

３４ 学校保健研究 Jpn J School Health５１；２００９



２．血清コチニン濃度とアンケート調査との関連

� アンケートの回答と血清コチニン濃度による喫煙者

と非喫煙者の分類

対象者３１７名（男１９３，女１２４）における血清コチニン

濃度は，男性が＜１０．００―６３０．００ng／ml，女性が＜１０．００―

５７４．００ng／mlの範囲に分布していた．

アンケートの回答をもとに分類した男女別の喫煙習慣

別に，血清コチニン濃度の分布型を調べた（図１）．そ

の結果，非喫煙者，機会喫煙者，過去喫煙者の３群と喫

煙者の間には明らかに違いが認められた．

次に，喫煙習慣別の平均血清コチニン濃度を比較した．

非喫煙者と機会喫煙者の平均値はほぼ同じであったが，

過去喫煙者の平均値は，非喫煙者，機会喫煙者より少し

高い値であった．また，喫煙習慣別に，血清コチニン濃

度について一元配置分散分析を行った結果，非喫煙者，

機会喫煙者，過去喫煙者の間に有意差はなかったが，こ

の３群と喫煙者との間には，それぞれ有意な差が認めら

れた（ｐ＜０．００１）．これは，男女別にみてもほぼ同じ結

果であった（表２）．

以上のことを考慮して，以下の分析では男女を一括し，

喫煙習慣は１，２，３をまとめて“非喫煙者”，４を“喫

煙者”とし，この２群について血清コチニン濃度の比較

を行った．

� 喫煙者と非喫煙者の血清コチニン濃度の比較

�で分類した喫煙者は８３名，非喫煙者は２３４名であっ

た．それぞれの血清コチニン濃度は，喫煙者：＜１０．００―

６３０．００ng／ml，非喫煙者：＜１０．００―３９０．００ng／mlの範囲

に分布していた．

また，「１０．００ng／ml未満」と報告された者を１０．００ng／

mlとすると，平均±S.D.は喫煙者１８０．５３±１３２．４５ng／ml，

非喫煙者１３．６４±２６．４６ng／mlであり両群間には有意な差

がみられた（ｐ＜０．００１）（表２）．

� 相関

非喫煙者の１日の喫煙本数を０本として，血清コチニ

ン濃度と１日の喫煙本数との相関をみた．相関係数は

０．７７０であり，喫煙本数が増えるにつれて血清コチニン

濃度も有意に高くなっていた（ｐ＜０．００１）．

また，１日の喫煙本数を，０本，１―５本，６―１０本，

１１―１５本，１６―２０本，２１本以上の６群に分けて，血清コ

チニン濃度について一元配置分散分析を行った．その結

果，本数の多いグループほど血清コチニン濃度は有意に

高かった（ｐ＜０．００１）．

次に，非喫煙者のニコチン依存度得点を０点として，

血清コチニン濃度とニコチン依存度得点との相関係数は

０．８２３であり，ニコチン依存度が高くなるにつれて血清

コチニン濃度も有意に高くなっていた（ｐ＜０．００１）．

また，非喫煙者，軽度依存者，中等度依存者，高度依

存者の４群に分けて，血清コチニン濃度について一元配

置分散分析を行った．依存度が高いグループほど血清コ

チニン濃度は有意に高かった（ｐ＜０．００１）．

� アンケートと血清コチニン濃度による喫煙者と非喫

煙者の判別

血清コチニン濃度を１０ごとに区切り，喫煙者，非喫煙

者それぞれの累積人数，累積％から判別率を出した．そ

の結果，血清コチニン濃度の判別基準を１０．００ng／mlと図１ 喫煙習慣別血清コチニン濃度の分布

表２ 喫煙習慣別血清コチニン濃度

男 女 全 体

人数 平均値 標準偏差 人数 平均値 標準偏差 人数 平均値 標準偏差

非 喫 煙 者 ７８ １２．８３ １２．４７ １０２ １１．１５ ５．０９ １８０ １１．８８ ９．０７

機 会 喫 煙 者 ２５ １１．８５ ７．５２ １３ １１．４３ ５．１６ ３８ １１．７１ ６．７４

過 去 喫 煙 者 １４ ４２．００ １０１．７９ ２ １０．００ ０．００ １６ ３８．０１ ９５．３９

（再定義非喫煙者） １１７ １６．１１ ３６．９９ ＊＊＊ １１７ １１．１６ ５．０４ ＊＊＊ ２３４ １３．６４ ２６．４６ ＊＊＊

喫 煙 者 ７６ １８０．５５ １２５．３８ ７ １８０．３６ ２０７．９２ ８３ １８０．５３ １３２．４５

注）＊＊＊：ｐ＜０．００１；平均値はng／ml

再定義非喫煙者＝非喫煙者＋機会喫煙者＋過去喫煙者

３５種瀬ほか：大学生の血清コチニン濃度と自己申告喫煙習慣との関連



した場合，喫煙者８３名のうち１２名（１４．５％）が非喫煙者

に，非喫煙者２３４名のうち１６名（６．８％）が喫煙者に判別

された．過去の文献と同じように，血清コチニン濃度の

判別基準を１４．００，２０．００，１００．００ng／mlとしてみると，

非喫煙者と回答したにもかかわらず判別基準値よりも高

かった者の割合は，それぞれ６．８，６．０，０．４％であった．

� 血清コチニン濃度の高い非喫煙者における喫煙状況

の再確認と再分類後の判別率

非喫煙者２３４名のうち，喫煙者と判別された１６名に電

話による喫煙状況の再確認を行った．そのうち，回答が

得られたのは６名であり，アンケートの記入ミスが１名

（血清コチニン濃度７７．３０ng／ml），学校やバイト先で周

りの者がタバコを吸っていると答え，受動喫煙の疑いの

ある者が４名（同２２．６０～４５．９０ng／ml），非喫煙者で受

動喫煙の疑いもないと答えた者が１名 （同２８．１０ng／ml）

であった．非喫煙者で，３９０．００ng／mlであった学生から

は回答が得られなかった．

電話での再確認の結果，アンケートの記入ミスの者１

名（男性）を喫煙者に加え，再度喫煙者８４名，非喫煙者

２３３名の平均血清コチニン濃度を算出すると，喫煙者

１７７．８７ng／ml，非喫煙者４．０１ng／mlとなった．補正前の

結果と比較すると，喫煙者で１．２２ng／ml，非喫煙者で

１．７７ng／ml減少していた．

また，�と同じように喫煙者，非喫煙者の判別率を出

した（表３）．血清コチニン濃度の判別基準を１０．００ng／

mlにした場合，喫煙者の１４．３％が非喫煙者に，非喫煙

者の６．４％が喫煙者に判別され，補正前と比較して喫煙

者で０．２％，非喫煙者で０．８％判別率が高くなった．

�．考 察

� 血清コチニン

コチニンは，ニコチンの代謝産物であり，自然界には

通常存在しない物質１０）なので，たばこ煙の暴露状況の客

観的指標としての特異性が高い１１）．喫煙を通して体内に

吸収される以外に体液から検出されることはない８）．コ

チニン以外にも，喫煙状態を示す生体内の指標としてニ

コチン，一酸化炭素，チオシアネートなどもある８）が，

喫煙者を検出する検査として感受性・特異性において最

も高い鑑別力を得ることができるのはコチニンであると

報告されている８），１２）～１５）．また，コチニンは血清，尿中，

唾液中からの測定が一般的であり，半減期がニコチンに

比べ約２０時間１６）と長いことが特徴的である．

このように，コチニン測定は，他の物質と比較すると

喫煙者と非喫煙者の判別に最も適当であるといえる．し

かし，能動喫煙者と受動喫煙者を判別することは困難で

あることが問題点である８）．

また，最終喫煙時から血液採取までの時間もコチニン

濃度に影響することも問題点の１つである．今回の調査

は，採血とアンケートが別々に施行されたこと，採血時

には喫煙者か非喫煙者かの確認を行うことができなった

ので，時間の影響を検討することはできなかった．今後

の課題である．

アンケートとコチニンを用いた報告によると，コチニ

ンを基準に判別した場合の喫煙率は，アンケートの喫煙

率よりも高くなる場合が多い．それは，アンケートでは

非喫煙者と回答した者のコチニンが高い場合があるため

である．Jarvisら１７）は，血清コチニン濃度を測定し判別

基準を２０ng／mlとした場合，非喫煙者と回答した者のう

ち１７％がそれ以上であったと述べている．Wagenknecht

ら１８）によれば，血清コチニン濃度で判別基準を１４ng／ml

とした場合の喫煙率は３２．２％であり，自己報告の場合の

３０．９％より有意に高かったとしている．

� 喫煙者と非喫煙者の血清コチニン濃度の比較

血清コチニン濃度について，Jarvisら１７）は，平均値が

喫煙者２７５．２０ng／ml，非喫煙者（アンケート：非喫煙者，

コチニン：＜２０．００ng／mlの者）１．５ng／ml，虚偽者（ア

ンケート：非喫煙者，コチニン：≧２０．００ng／mlの者）

２３９．３０ng／mlと報告している．今回のデータを同じ条件

で分類した．検出限界が１０．００ng／mlであるため正確な

比較はできないが，「１０．００ng／ml未満」を１０．００ng／mlと

すると，平均値は，喫 煙 者１８０．５３ng／ml，非 喫 煙 者

１０．０９ng／ml，虚偽者６９．４３ng／mlとなり，Jarvisら１７）と比

べて，喫煙者と虚偽者の値がかなり低かった．これは，

コチニン値が５０．００ng／ml未満であった者が，喫煙者で

約３割，虚偽者では約７割と低値の者が多かったこと，

対象者の年齢が低く喫煙本数が多い者が少なかったこと

や煙の吸引度が深い者などが少なかったと思われること

などが原因として考えられる．

� 相関（血清コチニン濃度と１日喫煙本数，ニコチン

依存度）

血清コチニン濃度と１日の喫煙本数との関係について，

東ら１９）２０）は喫煙本数の増加に伴ってコチニンの排泄量も

表３ 血清コチニン濃度による喫煙者と非喫煙者の判別（補

正後）

血中コチニン濃

度（ng／ml）

喫煙者（Ｎ＝８４） 非喫煙者（Ｎ＝２３３）

累積度数 累積％ 累積度数 累積％

＜１０ １２ １４．３ ２１８ ９３．６

～２０ １２ １４．３ ２２０ ９４．４

～３０ １４ １６．７ ２２５ ９６．６

～４０ １４ １６．７ ２２７ ９７．４

～５０ １５ １７．９ ２３０ ９８．７

～６０ １９ ２２．７ ２３０ ９８．７

～７０ ２０ ２３．９ ２３０ ９８．７

～８０ ２２ ２６．３ ２３１ ９９．１

～９０ ２３ ２７．５ ２３２ ９９．６

～１００ ２４ ２８．７ ２３２ ９９．６

≧１００ ８４ １００．０ ２３３ １００．０

注）非喫煙者で血中コチニン濃度の高かった者１６名のうち，

アンケートの記入ミスの者を喫煙者に加えたため，非喫煙

者は２３４→２３３名に，喫煙者は８３→８４名になった．

３６ 学校保健研究 Jpn J School Health５１；２００９



増加したと報告している．また，Richmondら２１）の報告

によると，血清コチニン濃度は喫煙本数と関係があり，

重度喫煙者の方が軽度・中等度喫煙者より有意に高い濃

度を持っていた．今回は，非喫煙者も含め，１日の喫煙

本 数 を６群（０本，１―５本，６―１０本，１１―１５本，

１６―２０本，２１本以上）に分けて分析を行ったが，彼らの

報告と同様，喫煙本数の多いグループの方が少ないグ

ループより血清コチニン濃度も有意に高かった（ｐ＜

０．００１）．さらに，Richmondら２１）は喫煙者を軽度・中等

度喫煙者（２０本未満／日）と高度喫煙者（２０本以上／日）

に分けて血清コチニン濃度を比較し，軽度・中等度喫煙

者２５１．６８ng／ml，高度喫煙者３７０．８３ng／mlであったと報

告している．今回のデータを，これと同様に分類して比

較すると，それぞれ１４５．７６ng／ml，２２９．５８ng／mlとなり，

２群間に有意な差が認められた（ｐ＜０．０１）が，彼らの

報告よりどちらも低い値となっていた．これは，先にも

述べたように，今回の研究では１日の喫煙本数が少ない

者が多かったことや，煙の吸引度の浅いものが多かった

ことが影響していると考えられる．

血清コチニン濃度とニコチン依存度との関係について

は，Fagerstromら２２）やPomerleauら２３）によって相関があ

るとの報告がある．今回の結果においても，これらの関

係を見てみると，相関係数が０．８２３でありｐ＜０．００１で有

意であった．また，ニコチン依存度別に血中コチニン濃

度について一元配置分散分析を行ったが，ｐ＜０．００１で

有意であった．１日の喫煙本数とニコチン依存度得点と

の間にも有意に高い相関（ｐ＜０．００１）が見られ，量―

反応関係が明らかになった．

� 喫煙者と非喫煙者の判別

血清コチニン濃度の判別基準をWagenknechtら１８）は１４

ng／ml，Jarvisら１７）は２０ng／ml，Suadicaniら２４）は１００ng／

mlとし，アンケートで非喫煙者と回答したにもかかわ

らず，血清コチニン濃度が判別基準値以上である者の割

合が，それぞれ４．２％，１７％，２％と報告している．今

回のアンケートの回答から判別基準を１４．００，２０．００，

１００．００ng／mlとすると，その割合はそれぞれ６．８％，

６．０％，０．４％であった．

今回，非喫煙者だけではあるが，血清コチニン濃度

１０．００ng／ml以上の１６名（男９，女７）に電話で喫煙状

況の再確認を行った．回答のあった６名（男３，女３）

のうち誤分類と判別されたのは１名（男性）であり，そ

の１名を喫煙者とみなした．したがって，再確認できな

かった者を含む１６名（そのうち男９名）における誤分類

は，３名（全て男性）と推定された．さらに，この３名

を喫煙者に加えると，喫煙率は２７．１％となり，補正前の

２６．２％と比べて０．９％増加した．

今回の調査では，喫煙者と回答したが血清コチニン濃

度が低かった者への喫煙状況の再確認をすることができ

なかった．その結果，誤分類をさらに検討することはで

きなかった．

�．結 語

今回の調査結果から，血清コチニン濃度と１日の喫煙

本数，ニコチン依存度得点との間にそれぞれ有意な正の

相関が認められ，喫煙者におけるコチニンと喫煙量の関

係が明らかになった．また，アンケート調査による喫煙

率は２６．２％であったが，血清コチニン濃度で再分類した

ところ喫煙率は２７．１％になり，０．９％増加した．以上の

ことから，アンケートで把握されていた喫煙率は，Ｃ大

学４年生の喫煙率の実態をほぼ表していたといえる．
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�．緒 言

Antonovskyが提唱したSense of Coherence（首尾一

貫感覚：SOC）は，健康がいかに回復，保持，増進され

るかという観点から，健康を促進する要因の解明をめざ

した健康生成理論の中核的な概念である１）．SOCは，直

面するストレッサーをリスクファクターとしてのみ捉え

るのではなく，挑戦すべき課題として捉え，自己の成長

の糧にしてしまう健康保持能力であり，「自分の内外で

生じる環境刺激は，秩序づけられた，予測と説明が可能

なものであるという確信（把握可能感：Comprehensibil-

ity）」，「その刺激がもたらす要求に対応するための資源

はいつでも得られるという確信（処理可能感：Manage-

ability）」，「そうした要求は挑戦であり，心身を投入し

児童用SOCスケール日本語版開発の試み

坂 野 純 子＊１，戸ケ里 泰 典＊２，山 崎 喜比古＊３

矢 嶋 裕 樹＊１，小 林 美智子＊４，石 橋 朝紀子＊５

＊１岡山県立大学保健福祉学部保健福祉学科
＊２山口大学大学院医学系研究科環境保健医学分野

＊３東京大学大学院医学系研究科健康科学・看護学専攻健康社会学分野
＊４県立長崎シーボルト大学看護学部

＊５福岡県立大学看護学部

A Trial to Develop the Child Sense of Coherence Scale

Junko Sakano＊１ Taisuke Togari＊２ Yoshihiko Yamazaki＊３

Yuki Yajima＊１ Michiko Kobayashi＊４ Akiko Ishibashi＊５

＊１Department of Welfare System and Health Science, Faculty of Health and Welfare, Okayama Prefectural University
＊２Department of Hygiene, Graduate School of Medicine, Yamaguchi University

＊３Department of Health Sociology, Divisions of Health Sciences and Nursing, Graduate School of Medicine, The University of Tokyo
＊４Department of Nursing, Siebold University of Nagasaki
＊５Department of Nursing, Fukuoka Prefectural University

Objectives : The aim of the study was to develop a Japanese version of the child sense of coherence（SOC）

scale developed by Torsheim（２００１）and to evaluate the psychometric properties.

Setting and Participants : Questionnaire survey was administered to１，９８７grade５and６students from eleven

elementary schools in the X prefecture at Chugoku region, Japan. Finally,６１９students completed measures

on SOC, life style consistency and frequency（going to bed, taking breakfast and cleaning teeth）, participation

in decision making in the family and subjective health complaints.

Methods : Following the forward―backward translation, a preliminary Japanese version of the child SOC

scale was developed. Psychometric properties of the scale such as internal consistency, factorial validity and

invariance, and construct validity were examined.

Results : Confirmatory factor analysis results indicated the second―order factor model comprised of three fac-

tors（Meaningfulness, Comprehensibility, and Manageability）had good fit to the data, providing further sup-

port for factorial validity. Multiple―group factor analysis in sex and grade groups supported the factorial in-

variance of the hypothesized three―factor second―order model of the scale. Chronbach alpha for three

subscales were relatively low, although the total scale’s alpha was high. Construct validity were supported by

the theoretically expected mean differences on the SOC scores among response categories of life style consis-

tency and frequency and weak―to―moderate correlations between the SOC scores and participation in deci-

sion making score, the SOC scores and subjective health complaints scores.

Conclusion : The Japanese version of the child SOC scale seems totally valid for measuring children’sense of

coherence in Japanese school―aged children, However, further modifications are required especially to im-

prove the subscales’internal consistencies.

Key words：sense of coherence, early adolescent, scale, reliability, validity

首尾一貫感覚，子ども，尺度，信頼性，妥当性

報 告
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関わるに値するという確信（有意味感：Meaningful-

ness）」の３つの要素からなる１）２）．

SOCスケール（人生の志向性に関する質問票：The

Orientation to Life Questionnaire：OLQ）１）２）はSOC概念

の提唱者であるAntonovskyらによって開発されている．

この尺度は，有意味感８項目，把握可能感１１項目，処理

可能感１０項目の計２９項目で構成されている．また，項目

数が少ない簡便な１３項目版（有意味感４項目，把握可能

感５項目，処理可能感４項目）も発表されている１）２）．

SOCスケール２９項目版と１３項目版はともに数十ケ国語に

翻訳され，それらを用いた実証研究がとりわけ欧米諸国

を中心に広く行われている．

わが国では，山崎らによってSOC概念が紹介されると

同時に，SOCスケール２９項目版と１３項目版の日本語版が

開発され２）３），以降，一般地域住民４－７）や薬害HIV感染

者８）９），大学生１０－１３），高齢者１４）を対象とした実証研究が実

施されるなど，SOCに関する研究知見は着実に蓄積され

つつある．こうした一連の研究において，SOCが高い者

ほど，身体症状の訴えが少ない１２）１３），精神的健康が良好

である１１），生活満足度やウェルビーイングが高い４）１２）１３）な

ど，Antonovskyの理論を裏付ける結果が相次いで報告

されている．また，SOCスケール日本語版の信頼性と妥

当性の検討もすでに行われており，内的整合性３）６）１０）や予

測的妥当性６）１２）１３），因子的妥当性６）１１），構成概念妥当性１１）１３）

を支持する結果が得られている．

このようにSOCは健康やウェルビーイングを十分予測

する概念として，その将来性が期待されているものの，

児童を対象とした研究はいまだ少ないのが現状である．

数少ない研究の多くは，学習障害の児童１５）や膿疱性繊維

症をもつ児童生徒１６），身体的不調を訴える生徒１７）など，

何らかの健康障害をもつ児童生徒を対象としたものであ

る．さらに，これらの研究では成人への適用を想定して

作成されたSOCスケールがそのままの形で児童生徒に適

用されているが，SOCスケールには，一部，抽象的な表

現をもつ質問文が含まれており，特に児童にとっては回

答が困難である可能性がある．

より最近では，一般の小・中学生を対象としたSOC研

究がTorsheimらによって行われている．この研究にあ

たって，Torsheimらは，成人向けに開発されたSOCス

ケール１３項目版を基礎に，小・中学生向けに質問文の表

現を平易に改訂した児童用SOCスケール１３項目版（The

age―adapted SOC―１３）を開発している１８）．また，開発

した尺度をノルウェーの小・中学生に適用し，SOCが高

い生徒は，SOCが低い生徒と比べて，学校関連ストレッ

サーへの認知が低いこと，健康上の訴え（health com-

plaints）が少ないこと，学校関連ストレッサーの健康へ

の影響度が小さいことを明らかにしている．さらに，学

年によってSOCと健康の関連に違いがみられ，学年が高

いほど，SOCと学校関連ストレッサーの関連が弱いこと，

反対に，SOCと健康上の訴えとの関連は強いことを報告

している．

このように成人同様，児童生徒においても，SOCは健

康の回復・維持・増進に重要な役割を担っている可能性

がある．また，いくつかの回顧的研究１０）１９）２０）や縦断研究２１）

において，幼少期や思春期における人生経験はのちの成

人期のSOCや健康状態に影響を与えることが示唆されて

おり，こうした観点からも児童生徒を対象としたSOCの

実証研究を積み重ねていくことは重要な課題といえる．

しかし，わが国においては児童生徒のSOCを測定しうる

信頼性と妥当性を備えた尺度はなく，こうした事態は児

童生徒のSOC研究の着手と蓄積を困難なものにしている．

そこで，本研究では，Torsheimらの児童用SOCスケー

ル１３項目版１８）をわが国の小学校高学年の児童生徒にも適

用できる形に翻訳・修正した児童用SOCスケール日本語

版を開発し，その信頼性と妥当性を検討することを目的

とした．

�．方 法

１．調査対象と方法

中国地方Ａ県Ｂ市内の小学校１１校に在籍する５年生

１，０４９名と６年生９３８名の計１，９８７名の児童を対象に，無

記名・自記式質問紙調査を実施した．調査票の配布は学

級担任の協力を得て実施した．個人情報保護の目的から，

記入済みの調査票は同封された返信用封筒に各自厳封し，

筆者宛へ郵送するよう依頼した．調査期間は平成１８年３

月から同年４月までであり，回収率は３４．１％であった

（６７８部）．そのうち，本研究では解析に使用する調査項

目の回答に欠損のない６１９名を分析対象とした．なお，

分析対象者の学年構成は５年生が３４３名（５５．４％），６年

生が２７６名（４５．６％）であり，性別構成は男子が２９３名

（４７．３％），女子が３２６名（５２．７％）であった．

２．倫理的配慮

調査にあたって，研究の趣旨および方法とデータの匿

名性，プライバシーの保護，研究目的以外でデータを使

用しないことなどを記載した研究協力依頼書を作成し，

学校関係者（教育委員会，小学校校長・教頭，学級担任），

保護者，児童に説明し同意を得た．また，本調査の実施

にあたっては，筆頭著者が所属する大学の倫理委員会の

承認を得た．

３．調査項目

１）児童用SOCスケール１３項目版

Antonovskyによって開発されたSOCスケール１）２）は成

人を対象としたものであり，抽象的な表現や過去の経験

に基づく質問項目が多いため，そのままでの児童への適

用は困難である．そこで，本研究ではTorsheimらに

よって作成された児童用SOCスケール１３項目版（The

age―adapted SOC―１３）１８）を順・逆翻訳の手順に従い日本

語訳化した．具体的には，筆頭著者が順翻訳を行い，そ

れを著者間で協議し，合意にいたるまで修正していった．

次いで，翻訳されたものの逆翻訳を，英語原文を知らな
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い，英語を母国語とするバイリンガルに依頼し，翻訳が

原文を適切に反映しているかどうかを確認してもらい，

最終的に問題の箇所がなくなるまで修正作業を行った．

以上の手続きにより，児童用SOCスケールの日本語版尺

度が得られた．なお，Torsheimの尺度の回答は「とて

もよくある」から「まったくない」（項目４，７につい

ては「まったく楽しくない」から「とても楽しい」）ま

での７件法で尋ねる形式となっているが，日本語版では

回答を「とてもよくある」から「まったくない」（項目

４，７については「まったく楽しくない」から「とても

楽しい」）までの５件法で尋ねる形式とし，できる限り

児童にとって回答が容易であるように工夫した．各項目

に対する回答には１～５点を付与し，得点が高いほど，

SOCが高いことを意味するように得点化を行った．

２）心身の自覚症状

SOCはストレス対処能力，健康保持能力として提唱さ

れた概念であり，健康に対して好ましい影響を与えると

される１）２）．そこで，本研究では児童用SOCスケールの構

成概念妥当性を検討するため，健康指標として心身の自

覚症状を取り上げた．自覚症状の測定にはBen―Siraが

開発した心身症状に関する６項目（頭痛，睡眠困難，め

まい・立ちくらみ，腹痛，動悸，イライラ・集中困

難）２２）を使用した．回答は「０点：まったくない」から

「３点：いつもある」までの４件法で求め，得点が高い

ほど，症状の出現頻度が高いことを意味している．なお，

この尺度のα信頼性係数は０．６９であった．

３）家庭内の意思決定への参加経験

SOCの形成・発達に関わる要因として，「自分たちの

前に設定された課題を快く受け入れ，自分たちでその課

題を行うことに責任をもって，何をするのかしないのか

決定する」といった結果形成への参加経験が挙げられて

いる２）２３）２４）．そこで本研究では，結果形成への参加経験の

指標として，子どもの家庭内における意思決定への参加

経験を取り上げ，SOCとの関連から児童用SOCスケー

ルの構成概念妥当性を検討した．

家庭内の意思決定への参加経験の測定には，「習い

事・通信教育をはじめるかどうか」「家族旅行」「家の手

伝いをするかどうか」「大きな買い物」「引越し，単身赴

任をするかどうか」の５項目を使用した．各項目の回答

は，家族が児童の意見を求めてくる頻度について「１

点：まったくない」から「４点：よくある」（「引越し，

単身赴任をするかどうか」については「１点：そう思わ

ない」から「４点：そう思う」）で求め，得点が高いほ

ど家庭内の意思決定の参加経験頻度が多いことを意味す

るよう得点化した．なお，この尺度のα信頼性係数は

０．６９であり，分析には５項目の合計得点を使用した．

４）生活習慣

Antonovskyによれば，SOCの形成・発達には「ルー

ルや規律が明確で，さらに，そのルールについての責任

の所在も明確で，ルールのほか全体的な価値観もまた明

確である」一貫性のある経験を積み重ねることが重要と

される２）２３）２４）．そこで本研究では，一貫性の経験の指標と

して，生活習慣の規則性を取り上げ，SOCとの関連を明

らかにすることによって，児童用SOCスケールの構成概

念妥当性を検討した．

本研究では，生活習慣の規則性の指標として，子ども

の発達上，きわめて重要と考えられる就寝時間，朝食摂

取，歯磨きの３項目について尋ねた．就寝時間について

は「決まっていない」「決まっている」の２件法で回答

を求めた．朝食摂取については「食べない」「ほとんど

食べない（週に１～２回）」「時々食べる（週に３～４日）」

「ほとんど食べる（週に５～６日）」「毎日食べる」の５

件法で回答を求めた．歯磨きについてはその頻度につい

て「毎日はしない・しない」「１日に１回」「１日に２回」

「１日に３回以上」の４件法で回答を求めた．

４．分析方法

まず，児童用SOCスケールの各項目の平均値および標

準偏差を算出した．次いで，項目分析として，対象者全

体および性別・学年別に調整済みItem―Total相関，項目

削除時のα信頼性係数を算出し，内的一貫性を低める項

目がないかどうかを検討した．

次いで，児童用SOCスケールの因子的妥当性を確認的

因子分析，因子不変性を多母集団の同時因子分析により

検討した．確認的因子分析には，すでに成人向けSOCス

ケールで確認されている，「有意味感」「把握可能感」「処

理可能感」の３因子とその上位に「SOC」という単一の

因子を配した２次因子構造モデル７）２５－２８）を検討した．ま

た，SOCスケールの質問項目は主要な要素とファセット

を組み合わせたマッピングセンテンスとよばれる技法に

よって作成されており，SOCの３つの要素をそれぞれ区

分することは難しいとされている２）２５）．そこで本研究で

は先述の２次因子構造モデルに加え，「SOC」という単

一の因子からなる１因子モデルについても検討した．多

母集団の同時因子分析では，先の分析で支持された因子

構造モデルの男女間および学年間における因子不変性を

検討した．因子構造モデルのデータに対する適合度は

χ２／df，Goodness of Fit Index（GFI），Comparative Fit

Index（CFI），Root Mean Square of Error Approxima-

tion（RMSEA）で評価し，χ２／dfが２～３以下，GFIが

０．９０以上，CFIが０．９０以上，RMSEAが０．０８以下であれ

ば，モデルがデータに十分適合していると判断した．

次いで，児童用SOCスケール全体と下位尺度の平均値

を対象者全体および属性別に算出した．また，性別・学

年別にSOCスケールの平均値を算出し，男女間および学

年間の平均値の差の検定を独立標本のｔ検定を用いて

行った．

最後に，本尺度の構成概念妥当性を評価するため，生

活習慣の規則性の指標として取り上げた就寝時間，朝食

摂取，歯磨きの各回答カテゴリごとに，児童用SOCス

ケール全体の得点および下位尺度得点の平均値を算出し，
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分散分析および多重比較法（Sheffe法）を用いて平均値

の差の検定を行った．また，児童用SOCスケール全体と

下位尺度の得点を用い，家族内の意思決定への参加およ

び自覚症状との関連を相関分析（Pearsonの積率相関係

数）により検討した．

以上の分析のうち，確認的因子分析および多母集団の

同時因子分析にはAmos１６を使用し，その他の分析には

SPSS１６．０J for Windowsを使用した．

�．結 果

項目分析

当該項目を除いた合計得点と当該項目との相関係数

（I―T相関）および当該項目を除いたときのChronbach

のα信頼性係数を算出した結果を表１に示した．対象者

全体・男女・５・６年生それぞれのサンプルにおけるI―

T相関をみると，項目４を除き，いずれの項目も０．３０以

上を示し，内的整合性に問題はみられなかった．項目４

「あなたが将来することを，あなたはどのように感じる

だろうと思いますか」は０．３０をわずかに下回っており，

内的整合性の観点から修正が必要な項目であることが示

された．一方，当該項目を除いた場合のα信頼性係数は

いずれも０．７７～０．８３の範囲にあり，内的整合性の観点か

ら除くべき項目は見当たらなかった．尺度全体のα信頼

性係数は０．７９～０．８２と総じて高い値であったが，３下位

尺度では０．５８～０．７０と若干低い値であった．

表１ 児童用SOCスケールの項目分析結果

項 目
全 体 男 子 女 子 ５年生 ６年生

r注１ α注２ r α r α r α r α

１ あなたは自分のまわりで起こっていることがどうでもいいと

いう気持ちになることがありますか
．３７５ ．８０２ ．３９５ ．７８５ ．３６１ ．８１６ ．３８０ ．７８４ ．３７１ ．８２３

２ あなたは，これまでに，よく知っていると思っていた人が，

思ってもみなかった行動をしてビックリしたことはあります

か？

．３４８ ．８０４ ．３４７ ．７８９ ．３５０ ．８１７ ．３１８ ．７９０ ．３８８ ．８２２

３ あなたは，あてにしていた人にがっかりさせられたことは

ありますか？
．４５９ ．７９６ ．４５０ ．７８０ ．４６９ ．８０９ ．４５３ ．７７８ ．４６７ ．８１６

４ あなたが将来することを，あなたはどのように感じるだろう

と思いますか？
．２５７ ．８１０ ．２１９ ．７９８ ．２９８ ．８２０ ．２６０ ．７９４ ．２５３ ．８３０

５ あなたは，不公平なあつかいを受けているという気持ちに

なることはありますか？
．５４５ ．７８７ ．４９５ ．７７５ ．５８８ ．７９８ ．５４５ ．７６８ ．５４９ ．８１０

６ あなたは困ったとき，どうすればよいのかわからないと

感じることがありますか？
．４７６ ．７９４ ．４５９ ．７７９ ．４９１ ．８０７ ．４５９ ．７７８ ．４９９ ．８１４

７ あなたが毎日しているいろいろなことをどのように感じてい

ますか？
．３８４ ．８０１ ．３３９ ．７８９ ．４２５ ．８１２ ．３５４ ．７８７ ．４２２ ．８１９

８ あなたは自分の気持ちや考えがまったくわからないと

感じることがありますか？
．５２２ ．７９０ ．４８７ ．７７７ ．５５３ ．８０２ ．５０７ ．７７３ ．５４６ ．８１１

９ あなたは，ほんとうならば感じたくないような感情を

持ってしまうことがありますか？
．５２０ ．７９０ ．５１５ ．７７４ ．５２４ ．８０４ ．５０４ ．７７３ ．５４０ ．８１０

１０ どんな強い人でも，ときには「自分はダメな人間だ」と

感じることがあるものです．あなたは，これまで「自分はダメ

な人間だ」と感じたことがありますか？

．４２１ ．７９９ ．３９０ ．７８６ ．４４８ ．８１０ ．４０３ ．７８３ ．４４４ ．８１９

１１ あなたは，今，何が起きようとしているのかはっきり

わからない，という不安な気持ちになることがありますか？
．４５７ ．７９６ ．４３４ ．７８２ ．４７６ ．８０８ ．４５２ ．７７８ ．４６２ ．８１７

１２ あなたは毎日やっていることにほとんど意味がないと

感じることはありますか？
．４７３ ．７９４ ．４５６ ．７７９ ．４８８ ．８０７ ．３９５ ．７８３ ．５７８ ．８０８

１３ あなたは，自分でわけがわからない行動をしてしまうのでは

ないかと不安になることがありますか？
．５１０ ．７９１ ．５２１ ．７７３ ．５００ ．８０６ ．４６２ ．７７７ ．５６９ ．８０８

Cronbachのα信頼性係数：尺度全体（１３項目） ．８０７ ．７９３ ．８２０ ．７９３ ．８２６

：有意味感（４項目）注３ ．６３８ ．５８７ ．６７３ ．６１０ ．６７４

：把握可能感（５項目） ．６８６ ．６６２ ．７０６ ．６８８ ．６８４

：処理可能感（４項目） ．６４１ ．６３５ ．６４７ ．６１１ ．６７８

注１）当該項目とそれを除いた尺度得点との相関係数（I―T相関）

注２）当該項目を削除したときのChronbachのα信頼性係数

注３）有意味感尺度は項目１，４，７，１２の４項目，把握可能感尺度は項目２，６，８，９，１１の５項目，処理可能感尺度は

項目３，５，１０，１３の４項目で構成されている．
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確認的因子分析

児童用SOCスケールの因子的妥当性を検証するため，

男女別・学年別に確認的因子分析を行った．その結果，

すべてのサンプルにおいて，１因子モデルよりも３因子

２次因子モデルの適合度は有意に高かった．また，３因

子２次因子モデルの適合度指標はいずれも統計学的な許

容水準を満たすものであった（表２）．モデルのパス係

数はいずれも０．４以上の値を示し，統計的に有意であった．

多母集団の同時因子分析

本尺度の３因子２次因子モデルの不変性を検証するた

め，男女間および学年間における多母集団同時因子分析

を実施した．多母集団の同時因子分析は，複数の母集団

において同一の（因子）構造を想定できるか否か，すな

わち因子不変性を仮定できるか否か，を統計的基準に基

づいて検討する手続きである．本研究ではモデル１（等

値制約なし）からモデル２（第１次因子から各指標への

因子負荷量を等値制約），モデル３（モデル２の条件に

加えて，第２次因子から第１次因子への因子負荷量を等

値制約），モデル４（モデル３の条件に加えて，各指標

の誤差分散を等値制約），モデル５（モデル４の条件に

加えて，因子の誤差分散を等値制約）へと順次，パラ

メータを等値制約し，児童用SOCスケールの因子不変性

を検討した．また，５つのモデル間の適合度の差の検定

は，χ２値の増分に基づくχ２検定により行った．男女間

の同時因子分析の結果，すべてのパラメータを等値制約

したモデル５においても，適合度は許容水準を満たす値

であった（χ２＝３１４．３７，df＝１５３，ｐ＜０．００１，GIF＝０．９２，

CFI＝０．８９，RMSEA＝０．０４）．また，χ２検定の結果，

いずれのモデル間においても適合度に有意な差はみられ

なかった．同様に，学年間の同時因子分析の結果におい

ても，すべてのパラメータを等値制約したモデル５にお

いて，適合度は許容しうる値を示していた．χ２検定の

結果，モデル４とモデル５のあいだに適合度に有意な差

が認められたものの，モデル５の適合度は十分に高い値

を示していた（χ２＝３３０．０６，df＝１５３，ｐ＜０．００１，GI＝

０．９２，CFI＝０．８９，RMSEA＝０．０４）．以上の結果は，男

女間・学年間における３因子２次因子モデルの因子不変

性を支持する結果といえる．

表２ 児童用SOCスケールの確認的因子分析の結果

χ２ DF χ２／df χ２ DF p注１ GIF CFI RMSEA

男 子

（ｎ＝２９３）

１因子モデル １７３．１０６ ６５ ０．９１５ ０．８３７ ０．０７５

３因子２次因子モデル １３９．０３３ ６２ ２．２４ ３４．０７３ ３ ＜．００１ ０．９３１ ０．８８４ ０．０６５

女 子

（ｎ＝３２６）

１因子モデル ２５０．４０５ ６５ ０．８８３ ０．８０３ ０．０９４

３因子２次因子モデル １５１．２６３ ６２ ２．４４ ９９．１４２ ３ ＜．００１ ０．９３１ ０．９０５ ０．０６７

５年生

（ｎ＝３４３）

１因子モデル ２２４．８９６ ６５ ０．９０３ ０．８０２ ０．０８５

３因子２次因子モデル １４５．５４２ ６２ ２．３５ ７９．３５４ ３ ＜．００１ ０．９３９ ０．８９７ ０．０６３

６年生

（ｎ＝２７６）

１因子モデル １９７．４１５ ６５ ３．０４ ０．８９４ ０．８３６ ０．０８６

３因子２次因子モデル １３５．０５３ ６２ ２．１８ ６２．３６２ ３ ＜．００１ ０．９３１ ０．９１０ ０．０６５

注１：χ２値の差分に対する有意確率

表３ 児童用SOCスケールの尺度全体および３下位尺度の得点分布

ｎ
SOC

下 位 尺 度

有 意 味 感 把握可能感 処理可能感

平均値 SD 平均値 SD 平均値 SD 平均値 SD

学年

５年生 ３４３ ４７．５７ ６．９４ １５．２４ ２．５３ １７．８９ ３．２９ １４．４３ ２．８８

６年生 ２７６ ４８．０６ ７．０４ １５．３３ ２．４８ １８．２５ ３．０８ １４．４８ ２．９６

性別

男子 ２９３ ４７．９４ ６．７８ １５．１４ ２．３８ １８．２４ ３．１４ １４．５６ ２．９０

女子 ３２６ ４７．６６ ７．１７ １５．４１ ２．６２ １７．８８ ３．２６ １４．３６ ２．９２

学年×性別

５年生男子 １５５ ４７．６９ ６．６８ １５．１４ ２．４４ １７．９４ ３．２３ １４．６１ ２．７０

５年生女子 １８８ ４７．４７ ７．１８ １５．３４ ２．６２ １７．８５ ３．３６ １４．２９ ３．０２

６年生男子 １３８ ４８．２１ ６．９２ １５．１４ ２．３２ １８．５７ ３．０１ １４．５０ ３．１３

６年生女子 １３８ ４７．９１ ７．１８ １５．５２ ２．６４ １７．９３ ３．１４ １４．４６ ２．８０

計 ６１９ ４７．７８ ６．９８ １５．２８ ２．５１ １８．０５ ３．２１ １４．４６ ２．９２

注１：独立標本のｔ検定の結果，学年間，男女間に有意な差（５％有意水準）はみられなかった．

注２：一元配置分散分析の結果，学年×男女間に有意な差（５％有意水準）はみられなかった．

４３坂野ほか：児童用SOCスケール日本語版開発の試み



児童用SOCスケール得点の分布

対象者全体（ｎ＝６１９）における児童用SOCスケール

の合計得点を算出した結果，平均値は４７．８点，標準偏差

は６．９９点，範囲１３～５６点であった．また，尖度は０．２７７，

歪度は－０．３４８であり，ほぼ正規分布であった．性別，

学年別，学年・性別の尺度全体および下位尺度の平均値

は表３に示すとおりであった．男子と女子，５年生と６

年生のあいだで尺度全体および下位尺度の平均値に有意

な差は認められなかった．また，学年・性別で分けた４

つの群のあいだにも，尺度全体および下位尺度の平均値

に有意な差はみられなかった．

児童用SOCスケール得点と外的基準変数との関連

就寝時間，朝食摂取，歯磨きとSOCの関連を一元配置

分散分析および多重比較法を用いて検討した結果は表４

に示すとおりである．就寝時間については，「決まって

いない」児童と比べて，「決まっている」児童のほうが

SOC得点は有意に高かった．朝食摂取については有意な

差はみられなかったが，傾向として「ほとんど食べる」

児童よりも「毎日食べる」児童のほうがSOC得点は高い

傾向にあった．歯磨きについては，「毎日はしない・し

ない」児童よりも「１日に１回」「１日に２回」「１日に

３回以上」歯を磨く児童のほうがSOC得点は有意に高

かった．下位尺度でみると，就寝時間については，３下

位尺度いずれも「決まっていない」児童よりも「決まっ

ている」児童のほうがSOC得点は有意に高かった．一方，

朝食摂取については有意味感得点についてのみ，「ほと

んど食べない・食べない」児童と「毎日食べる・ほとん

ど食べる」児童のあいだに有意な差が認められた．歯磨

きについては，有意味感得点において，有意な差が認め

られ，よく歯を磨く児童ほど，有意味感が高かった．

次いで，児童用SOCスケールの構成概念妥当性を検討

するため，合計得点および下位尺度得点と自覚症状，家

庭内の意思決定への参加経験との関連を相関分析により

検討した．その結果（表５），SOCおよびその下位要素

と自覚症状のあいだには有意な負の関連が認められ，

SOCが高いほど，自覚症状の訴えが少ないことが示され

た．また，家庭内の意思決定への参加経験とSOCのあい

だには有意な正の関連が認められ，家庭内の意思決定へ

の参加経験が多いほど，SOCが高いことが示された．下

位尺度別にみると，有意味感者尺度，把握可能感尺度，

処理可能感尺度の得点はいずれも家庭内の意思決定への

参加経験とは有意な正の相関関係を，自覚症状とは有意

な負の相関関係を示していた．

�．考 察

児童生徒のSOCは健康的な，規則正しい生活習慣を確

立することで高まり，さらに，思春期までに高いSOCを

獲得できれば，その後の人生において，健康的な生活習

慣を維持し，ストレス対処に成功しやすくなり，ひいて

は健康を良好に保つことができるようになると考えられ

ている２）．このように，SOCは健康生活習慣や健康を予

測する重要な要因とされ，その形成・発達期にある児童

生徒を対象とした実証的研究の蓄積が課題となっている．

しかしながら，わが国では児童生徒のSOCの形成・発達

表４ 生活習慣（就寝時間，朝食摂取，歯磨き）とSOCの関連

変 数
SOC

下 位 尺 度

有 意 味 感 把握可能感 処理可能感

ｎ 平均 SD 平均 SD 平均 SD 平均 SD

就寝時間

決まっていない ２１８ ４６．６６ ７．９１ ＊＊＊ １４．９２ ２．７３ ＊ １７．６７ ３．５９ ＊＊＊ １４．０７ ３．１５ ＊

決まっている ３９７ ４８．４０ ６．３３ １５．４９ ２．３７ １８．２４ ２．９３ １４．６７ ２．７５

朝食摂取

ほとんど食べない（週に１～２日）・食べない １１ ４２．３６ ６．９６ １３．７３ ２．５３ １６．０９ ３．１１ １２．５５ ３．１１

時々食べる（週に３～４日） １９ ４４．７４ ８．５６ １４．１６ ２．９３ １７．３２ ３．５３ １３．２６ ４．２０

ほとんど食べる（週に５～６日）３２ ４６．３１ ７．３４ １３．９１ ２．８３ ＊ １８．４４ ２．５９ １３．９７ ３．５９

毎日食べる ５５７ ４８．０８ ６．８５ １５．４３ ２．４４ １８．０９ ３．２２ １４．５６ ２．８０

歯磨き

毎日はしない・しない ２３ ４２．１３ ８．２４
＊ ＊＊

＊＊

１３．３０ ２．６０
＊ ＊＊＊

＊

＊＊

１６．２６ ３．４７ １２．５７ ３．２７
＊ ＊

＊
１日に１回 １３５ ４７．３３ ７．２１ １４．８７ ２．６８ １７．９６ ３．３７ １４．５０ ２．８５

１日に２回 ３５６ ４８．０２ ６．６９ １５．３６ ２．４１ １８．１１ ３．１２ １４．５５ ２．８３

１日に３回以上 １０３ ４８．７０ ６．８６ １５．９６ ２．３３ １８．２７ ３．１２ １４．４７ ３．１１

＊＊＊p＜．０５，＊＊p＜．０１，＊p＜．００１

表５ SOCと家庭内の意思決定への参加経験，自覚症状の関連

家庭内の意思決定への参加経験 自覚症状

SOC ．２０７＊＊＊ －．４８８＊＊＊

有 意 味 感 ．２３４＊＊＊ －．３０９＊＊＊

把握可能感 ．１５５＊＊＊ －．４０２＊＊＊

処理可能感 ．１２３＊＊＊ －．４６０＊＊＊

＊＊＊p＜．００１

４４ 学校保健研究 Jpn J School Health５１；２００９



に影響を与える家庭・学校環境を解明していくうえで不

可欠な，信頼性と妥当性を備えたSOC尺度は見当たらな

かった．そこで，本研究では小学校高学年期の児童を対

象とした児童用SOCスケールの内的整合性，因子構造と

因子不変性，構成概念妥当性を検討し，日本語版を開発

することを試みた．本研究で得られた尺度は，児童生徒

のSOCを育み，健康を維持・増進するための環境づくり

を考えていく上で有益な情報を提供すると考えられる．

児童用SOCスケールの信頼性は内的整合性の観点から

検討した．本尺度の項目分析を対象者全体および性別・

学年別に行った結果，当該項目を除いた場合のChron-

bachのα信頼性係数は０．７を超えており，内的整合性の

観点から削除すべき項目は見当たらなかった．I―T相関

分析の結果，項目４「あなたが将来することを，あなた

はどのように感じるだろうと思いますか」のみが男子・

女子，５年生・６年生サンプルともに０．３をやや下回っ

ていたものの（I―T相関＝０．２６），他の項目はいずれも

０．３以上であり，内的整合性の観点から特筆すべき問題

はみられなかった．項目４については，「現在」ではな

く「将来」について尋ねていること，加えて，質問文中

「すること」が抽象的な表現であったために多様な解釈

の余地を与え，結果として内的整合性の向上に寄与しな

い項目となってしまった可能性がある．今後，小学高学

年生にとって分かりやすいように質問文の表現を修正す

るなどして，尺度の内的整合性を改善していく必要があ

るといえる．

尺度全体および３つの下位尺度のα信頼性係数は十分

高い値を示していた．尺度全体のα信頼性係数は対象者

全体で０．８０，男子・女子，５年生・６年生のいずれのサ

ンプルにおいても０．７９～０．８２と十分な値が得られた．一

方，３下位尺度のα信頼性係数は０．５８～０．７０の範囲にあ

り，やや低い値であった．したがって，現段階では下位

尺度での使用を強く推奨することはできないが，下位尺

度を用いる場合にはこの点に注意する必要があろう．以

上，下位尺度については若干検討の余地が残されている

ものの，尺度全体の内的整合性に関しては，おおむね支

持されたといえる．

次いで，本研究ではTorsheimらによって示された児

童用SOCスケールの３因子構造１８）が日本の小学高学年生

サンプルにおいても確認されるかどうか確認的因子分析

を用いて検討した．その結果，「SOC」という２次因子

と「有意味感」「処理可能感」「把握可能感」の３つの１

次因子から構成される因子モデルは男女サンプルおよび

５・６年生サンプルいずれも統計学的な許容水準を満た

す適合度を示していた．すなわち，男女・５・６年生と

もに，本尺度がAntonovskyによって提示されたSOCの

３つの要素を第１次因子として含み，さらに，それらの

背後にSOCという共通の要素を２次因子として措定でき

ることが示された．

男女サンプル，５・６年生サンプルを用いた多母集団

同時因子分析の結果，因子負荷量，誤差の分散，因子の

分散のすべてを等値制約したモデル５においても，適合

度はおおむね良好な値であった．この結果は，児童用

SOCスケールの因子構造仮説が男女サンプル，５・６年

生サンプルいずれにも当てはまること，すなわち，性別

間・学年間における因子不変性を支持するものといえる．

続いて，理論的に予測される外的基準変数との関連か

ら，本尺度の構成概念妥当性を検討した．本研究では，

外的基準変数として，就寝時間，朝食摂取，歯磨き，家

庭内の意思決定への参加経験，自覚症状を取り上げた．

分析の結果，SOC尺度全体では，就寝時間については

「決まっていない」児童よりも「決まっている」児童の

ほうが有意に高かった．また，朝食摂取についても，有

意でなかったものの，総じて食べる頻度の多い児童のほ

うがSOCが高いといった傾向がみられた．歯磨きについ

ては，「毎日はしない・しない」児童よりも「１日に１

回」「１日に２回」「１日に３回以上」歯を磨く児童のほ

うがSOC得点が有意に高かった．下位尺度でみると，３

下位尺度いずれも「決まっていない」児童よりも「決まっ

ている」児童のほうが有意にSOCが高かった．一方，朝

食摂取については有意味感尺度についてのみ，「ほとん

ど食べない・食べない」児童と「毎日食べる・ほとんど

食べる」児童のあいだに有意な差が認められた．歯磨き

については，有意味感尺度において，有意な差が認めら

れ，よく歯を磨く児童ほど，有意味感が高いという結果

であった．以上のように，生活習慣とSOCのあいだにお

おむね予測されたとおりの関連が示されており，本尺度

の構成概念妥当性が支持されたと判断できる．今回取り

上げた要因は，就寝時間や朝食摂取，家庭内の意思決定

への参加経験といった家庭における生活習慣や経験であ

り，児童生徒が１日の大半を過ごすことになる学校にお

ける生活習慣や経験は取り上げていない．今後は，SOC

の形成・発達に重要と考えられている学業成績などの学

校における成功体験や学校での友人関係や相談相手の存

在などの学校での人間関係などを取り上げ，本尺度の構

成概念妥当性を検討していく必要があるといえよう．

相関分析の結果，SOCと家族内の意思決定への参加経

験のあいだには有意な正の関連がみられ，家庭内の意思

決定への参加経験が多いほど，SOCが高いという結果で

あった．また，SOCと自覚症状のあいだにも有意な負の

関連が認められ，SOCが高いほど，訴える自覚症状の数

が少ないという結果が示された．下位尺度でみると，有

意味感，把握可能感，処理可能感の３要素はいずれも家

庭内の意思決定への参加経験と有意な正の相関を示し，

家庭内の意思決定への参加頻度が高いほど，有意味感や

把握可能感，処理可能感が高いことが示された．また，

SOCの３要素はいずれも自覚症状と有意な負の相関を示

し，有意味感や処理可能感，把握可能感が高いほど，訴

える自覚症状の数が少ないことが示された．これらの結

果は，いずれもSOCと外的基準変数のあいだの理論的な
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予測と合致しており，開発した児童用SOCスケールがス

トレス対処能力・健康保持能力であるSOCを測定しえて

いること，すなわち構成概念妥当性を備えていることを

示す証拠といえる．

以上みてきたように，本研究で開発した児童用SOCス

ケール日本語版は，わが国の小学校高学生におけるSOC

の測定尺度として，一定の内的整合性と因子的妥当性，

構成概念妥当性を有していることが示唆された．今後，

本尺度を使用することにより，児童のSOCの形成・発達

に関わる人生経験や学校環境の解明やSOCの健康保持効

果の検証に寄与し得ると考えられる．

最後に本研究の限界と今後の課題について述べる．第

１に，本研究では，記入済みの調査票の回収率が低いこ

と，また，地方都市における小学校高学年生のみを対象

としていることから，結果の一般化には限界があるとい

わざるをえない．回収率が３４．１％と低かった理由として

は，対象者の自由意思を尊重し，かつ個人情報の漏洩を

防止するねらいから，郵送により調査票を回収したこと

が挙げられる．SOCが高く，健康な児童のほうがそうで

ない児童よりも調査に協力的である可能性も否定できず，

本研究では児童のSOCや生活習慣，健康状態を過大評価

している可能性がある．また，地方都市における小学校

高学年生のみを対象としたため，本研究の結果が，例え

ば大都市部や群部といった異なる地域の小学校高学年生

にも適用できるかどうか定かではない．いずれにせよ，

今後は調査対象者を拡大して追試を行い，本尺度の信頼

性と妥当性を再度検証していくことが課題といえる．第

２に，本研究で検討しなかった他の種類の妥当性と信頼

性について検討していく必要がある．特に，本研究では

尺度のテスト・再テスト信頼性を検討しなかったが，本

尺度が時間的な安定性（再現性）を備えているかどうか

も検討していく必要があるといえる．最後に，本研究で

は一部の項目（項目４）と下位尺度の内的整合性に関し

て，検討の余地が残されていることが示唆された．した

がって，今後は，質問文を表現を修正するなどして，本

尺度をさらに洗練させていく必要がある．
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会 報 平成２０年度 第３回日本学校保健学会理事会議事録

日 時：平成２０年１１月１４日（金） １３：００～１５：００

場 所：愛知県名古屋市千種区覚王山通８―１８ 「ルブラ王山」内 ２階会議室 葵

出席者：實成文彦（理事長），植田誠治・岡田加奈子・瀧澤利行・松本健治・宮下和久（常任理事），市村國夫・大津

一義・数見隆生・勝野眞吾・鎌田尚子・川畑徹朗・小林正子・笹嶋由美・佐藤 理・佐藤祐造・白石龍生・

鈴江 毅・高倉 実・高橋浩之・友定保博・中川秀昭・野津有司・野村良和・三木とみ子・宮尾 克・村松

常司・森岡郁晴・横田正義・渡邉正樹（理事），出井美智子（監事），上地 勝（幹事）

委任状提出者：大澤清二・後藤ひとみ・村田光範・山本万喜雄

今回議事録署名人の指名：高橋浩之・友定保博

理事長挨拶

實成文彦理事長より挨拶があった．

前回議事録確認

確認の上，了承された．

１．審議事項

� 平成１９年度決算・平成２１年度予算案について

総会資料１，２に基づいて事務局より説明があり，了承された．

� 規定，内規，申し合わせ等の変更について

総会資料３及び理事会資料２に基づき宮下理事より説明があり，確認の上，了承された．

� 会則の変更について

総会資料３及び理事会資料２に基づき「学会会則」第１０条３項・第２４条の変更，（付則）第２５・２６条の削除，

第２７条の変更について提案され，了承された．

� 投稿規程の改定について

佐藤編集委員長より理事会資料３に基づき，原稿の種類として「資料」及び「原著」と「報告」の区分に関し

て提案があり，投稿規定への表記の仕方などを含めて，編集委員会で再度詰めて，理事会に提出することとなっ

た．

� 第５５回日本学校保健学会（愛知）について

村松年次学会長より開催状況について説明があった．

� 第５６回日本学校保健学会（沖縄）について

高倉次期年次学会長より進行状況についてメインテーマ，開催期日，会場等について説明があった．

メインテーマ：「すべての子どもに豊かな健康を：美ら島からの発信」

開催期日：平成２１年１１月２７日（金）～２９日（日）

学会会場：沖縄県立看護大学（沖縄県那覇市与儀）

� 第５７回日本学校保健学会総会（平成２２年度）について

三木次々期年次学会長（予定）より開催期日，会場等について説明があった．

開催期日：平成２２年１１月２６日（金）～２８日（日）

学会会場：女子栄養大学（埼玉県坂戸市）

２．報告事項

� 委員会関係

１）法・制度検討委員会

評議員会資料３に基づき，倫理綱領ガイドライン作成，倫理委員会規定の審議等について宮下理事より報告

があった．

２）学会誌編集委員会

評議員会資料４に基づき，佐藤委員長より「学校保健研究」と「School Health」の掲載論文タイトルを相

互の雑誌に掲載する旨報告があった．
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３）学術委員会

評議員会資料５に基づき，松本委員長より，評議員を対象とした学校保健用語集についてのアンケート調査

結果の報告があった．

４）国際交流検討委員会

評議員会資料６に基づき，市村委員長より「国際交流の在り方」の検討状況について報告があった．

� 会務関係

１）総務担当常任理事

関東地区評議員一名の移動に伴う評議員補充について，関東地区選出理事の協議の結果，前回選挙結果を参

考に関東地区で決定することとした．

２）学術担当常任理事

特になし

３）庶務担当常任理事

瀧澤常任理事より，学会賞の選考委員会について報告があり，前回（第２回）理事会の議論を踏まえ，平成

２１年度より，委員を招集し委員会を開催することと，そのための旅費を計上していること，また次回（第４回）

の理事会で委員の選出方法を決定したあとで，委員を選出することが確認された．

４）広報・出版担当常任理事

植田常任理事より，以下の点について報告があった．

�学校保健研究，School Health発行に係る諸費用の執行について

�学校保健研究の広報的内容記事の取り扱いについて，理事会資料４に基づき説明があった．

５）渉外担当常任理事

岡田常任理事より，以下の点について報告があった．

�後援（第９回子どもの防煙研究集会，第３回子どもの食育を考えるフォーラム，第１回アジア太平洋ヘルス

プロモーション健康教育学会）について

�健康・スポーツ科学関連学術連合運営委員について

運営委員について正式委員が岡田加奈子氏，代理委員が植田誠治氏とすることとした．

� 事務局より

次回理事会および委員会の日程について

平成２１年２月１５日１１時より聖心女子大学にて開催することとなった．

以上
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会 報 平成２０年度 第５５回日本学校保健学会評議員会議事録

日 時：平成２０年１１月１４日（金） １５：００～１７：００

場 所：「ルブラ王山」内 ２階会議室 金鯱

出席者：５３人

委任状提出者：１０人

今回議事録署名人の指名：渡邉正樹・横田正義

１．開会の辞

２．年次学会長挨拶

村松常司年次学会長より挨拶があった．

３．理事長挨拶

實成文彦学会理事長より挨拶があった．

４．議長選任

村松常司年次学会長が選任され，その後，第１３期役員の名簿確認が行われた．

５．事業報告

１）平成１９年度事業報告および平成２０年度の中間報告

宮下総務担当常任理事より以下の点について説明があった．

・総会資料３に基づき学会会務執行体制について

・中央教育審議会スポーツ青少年分科会学校健康安全部会のパブリックコメントの提出と学校保健研究への掲載

・学会諸規定の整備，科学者の行動規範，研究倫理に関する事項等について

・学会活動の活発化に寄与するような積極的な予算の活用について

２）松本学術担当常任理事より，今期及び今後の活動について報告があった．

３）瀧澤庶務担当常任理事より，評議員会資料２に基づき，名誉会員の推戴（武田眞太郎氏），平成２０年度学会賞，

学会奨励賞選考結果（該当なし）について説明があった．

４）植田広報・出版担当常任理事より，評議員会資料２に基づき，家政教育社との協議，学校保健研究とSchool

Healthの会務処理，学会誌における理事会報の掲載，広報的記事の取り扱い，ホームページの取り扱いについて

報告があった．

５）岡田渉外担当常任理事より，評議員会資料２に基づき，公衆衛生関連学協会連絡協議会加入，健康・スポーツ

関連学術連合加入，すこやか親子２１推進協議会参加団体としての活動，後援について説明があった．

６）實成理事長より，庶務担当幹事の委嘱について報告があった．

以上の事業報告について，学校保健用語集および選挙制度の見直しについて質問が出された．實成理事長より，

用語集については学術委員会より後ほど報告があること，選挙制度についてはこれまでの１年は１２期より継続し

ていた会務執行体制の整備に時間を要したことが説明された後，総務担当常任理事に取り扱い方を検討するよう

指示があった．

６．委員会報告

１）法・制度検討委員会：宮下委員長より，評議員会資料３に基づき，倫理綱領のガイドライン作成，倫理委員会

規定（案）等について検討を進めている旨報告があった．

２）学会誌編集委員会：佐藤委員長より，評議員会資料４に基づき，委員会体制，査読体制，投稿規定整備，特集

の企画，学会誌表紙の変更等について報告があった．

３）学術委員会：松本委員長より，評議員会資料５に基づき，学会共同研究審査，平成２０年度年次学会との共同企
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画，学校保健用語集に関する調査結果，今後の方針等について報告があった．用語集については，評議員７９名

（回答３９名）に対しアンケートを実施し，「研究等で利用したことがある」６９％，「改定に賛成」６２％との結果報

告があった．

４）国際交流検討委員会：市村委員長より，評議員会資料６に基づき，本学会の国際交流の在り方について検討を

進めている旨報告があった．

７．審議事項

１）平成１９年度収支決算について：総会資料１に基づき，宮下常任理事より説明があり，監査結果が報告され，承

認された．

２）平成２１年度事業計画案について：宮下常任理事より説明があり，承認された．

３）平成２１年度予算案について：総会資料２に基づき，宮下常任理事より説明があり，承認された．

４）平成２２年度年次学会長について：實成理事長より経過報告があり，本評議員会において三木とみ子氏が決定さ

れた．

５）会則，規定，内規，及び申し合わせについて：宮下常任理事より，総会資料３に基づき改正点について詳細な

説明があり，審議が行われ，承認された．なお，会費の変更については，内規に総会の承認を得ることを明文化

することが確認された．

６）名誉会員について：武田眞太郎氏が推戴され，承認された．

８．次年度学会長挨拶

学会長 高倉 実（琉球大学教授）

日 時 平成２１年１１月２７日～２９日

場 所 沖縄県立看護大学

９．平成２２年度年次学会長挨拶

学会長 三木とみ子（女子栄養大学教授）

日 時 平成２２年１１月２６日～２８日

場 所 女子栄養大学坂戸キャンパス

１０．その他

１１．閉会の辞

以上
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会 報 平成２０年度 第５５回日本学校保健学会総会議事録

日 時：平成２０年１１月１５日（土） １３：００～１４：００
場 所：愛知学院大学楠元キャンパスＡ会場（１１０周年記念講堂）
出席者：９１名

１．開会の辞

２．年次学会長挨拶
村松常司年次学会長より挨拶があった．

３．理事長挨拶
實成文彦学会理事長より挨拶があった．

４．議長選任
村松常司年次学会長が選任された．

５．事業報告
� 平成１９年度事業報告ならびに平成２０年度事業の中間報告について，宮下総務担当常任理事より学会会務執行体

制の構築と，会務執行状況について説明があった．

６．審議事項
� 平成１９年度収支決算に関する件

総会資料１に基づき，宮下総務担当常任理事より説明があり，承認された．なお，会費の納入率，会費の引き
下げ等について質問が出され，宮下理事より説明があった．

� 平成２１年度事業計画案に関する件
宮下総務担当常任理事より説明があり，承認された．

� 平成２１年度予算案に関する件
総会資料２に基づき，宮下総務担当常任理事より説明があり，承認された．なお，学会賞関連費については増

額となっている旨説明があった．また，旅費・交通費予算について質問が出され，宮下理事より平年並みの計上
を行った旨説明があった．

� 平成２２年度年次学会に関する件
實成理事長より評議員会において平成２２年度年次学会長として三木とみ子氏が決定された旨が報告され，承認

された．
� 会則改定に関する件

総会資料３ならびに別添資料に基づき，宮下総務担当常任理事より会則の改正点について説明があり，総会出
席者の２／３以上（８６／９１人）の賛成の上，承認された．

７．名誉会員の推戴について
武田眞太郎氏（近畿地区）が推戴され，承認された．

８．その他
� 国際交流に関する質問が出され，岡田渉外担当常任理事より経過報告と今後の検討予定について説明があった．
� 国内の保健・健康教育・ヘルスプロモーション関連学会との交流および連合について意見が出され，今後検討

していくことが確認された．
� 名誉会員推戴式
� 次年度学会長挨拶

次回年次学会長の高倉実氏より挨拶があった．
� 平成２２年度年次学会長挨拶

次々回年次学会長の三木とみ子氏より挨拶があった．

９．閉会の辞
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日本学校保健学会 平成１９年度決算
（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）

【収入】 平成１９年度予算 決 算 差額（△は超過）
会員会費収入（個人） １３，０００，０００ １２，６０８，０００ ３９２，０００

（団体） ２，０００，０００ ２，２４３，０００ △ ２４３，０００
（賛助） ８００，０００ ３００，０００ ５００，０００

雑収入（寄付金） ０ ０ ０
（補助金） １５０，０００ １５０，０００ ０
（その他・利息） １００，０００ ２３，０２３ ７６，９７７

機関誌関係収入 １，９００，０００ １，６７７，７００ ２２２，３００
英文誌関係収入 ７２，０００ ２５３，０２１ △ １８１，０２１

小計 １８，０２２，０００ １７，２５４，７４４ ７６７，２５６
前年度繰越金 ７，０００，０００ １３，９７８，３４５ △ ６，９７８，３４５
合 計 ２５，０２２，０００ ３１，２３３，０８９ △ ６，２１１，０８９

【支出】
事務費 １，６００，０００ １，５７９，０２０ ２０，９８０
年次学会補助金 ９００，０００ ９００，０００ ０
共同研究補助金 ４００，０００ ４００，０００ ０
学会活動委員会活動費 ３００，０００ １０，０００ ２９０，０００
国際交流委員会活動費 ３００，０００ ８５，１４０ ２１４，８６０
庶務委員会活動費 ３００，０００ ２９，９９０ ２７０，０１０
学会賞・学会奨励賞（選考・副賞） １００，０００ １２０，５３８ △ ２０，５３８
機関誌関係費 ９，２００，０００ ８，３９８，６９９ ８０１，３０１
英文誌発行費 ４２６，０００ １，１２０，３２０ △ ６９４，３２０
会議費 ３００，０００ １９１，２４３ １０８，７５７
旅費・交通費 ３，３６０，０００ ４，５７３，７６０ △ １，２１３，７６０
通信費 ６００，０００ １４０，０４６ ４５９，９５４
印刷費 ４５０，０００ ３６０，２８９ ８９，７１１
備品等 ２００，０００ １２３，４５５ ７６，５４５
消耗品等 １００，０００ ７，８５７ ９２，１４３
役員選挙積立 １００，０００ １００，０００ ０
名簿作成積立 ３２０，０００ ３２０，０００ ０
雑支出 １００，０００ １６５，６０６ △ ６５，６０６
ホームページ・コンピューター維持管理費 ５００，０００ ９，４５０ ４９０，５５０

小計 １９，５５６，０００ １８，６３５，４１３ ９２０，５８７
予備費 ５，４６６，０００ ０ ５，４６６，０００
次年度繰越金 ０ １２，５９７，６７６ △ １２，５９７，６７６
合 計 ２５，０２２，０００ ３１，２３３，０８９ △ ６，２１１，０８９

【特別・積立金残高】
� 役員選挙積立金 前期残高 ８４８，７６７

当期取崩分 －６３３，３７５
当期積立金 １００，０００
利息 ５８４
残高 ３１５，９７６

� 名簿作成積立金 前期残高 ６５２，９０１
当期取崩分 ０
当期積立金 ３２０，０００
利息 １，２７８
残高 ９７４，１７９

残高合計 １，２９０，１５５
上記の収支決算書に相違ないことを確認しました．

平成２０年１０月２３日 監事

監事
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日本学校保健学会 平成２１年度予算案
（平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日）

【収入】 平成２０年度予算 平成２１年度予算案 差額（△は超過）

会員会費収入（個人） １３，０００，０００ １３，０００，０００ ０

（団体） ２，０００，０００ ２，０００，０００ ０

（賛助） ８００，０００ ８００，０００ ０

雑収入（寄付金） ０ ０ ０

（補助金） １５０，０００ １５０，０００ ０

（その他・利息） １００，０００ ２０，０００ ８０，０００

機関誌関係収入 １，９９０，０００ １，９９０，０００ ０

小計 １８，０４０，０００ １７，９６０，０００ ８０，０００

前年度繰越金 １２，５９７，６７６ １０，０００，０００ ２，５９７，６７６

合 計 ３０，６３７，６７６ ２７，９６０，０００ ２，６７７，６７６

【支出】

事務費 １，６００，０００ １，６００，０００ ０

年次学会補助金 ９００，０００ ９００，０００ ０

共同研究補助金 ４００，０００ ４００，０００ ０

学術委員会活動費 ３００，０００ ３００，０００ ０

国際交流検討委員会活動費 ３００，０００ ３００，０００ ０

法・制度検討委員会活動費 ３００，０００ ３００，０００ ０

学会賞関連費（選考・副賞） １００，０００ ３００，０００ △ ２００，０００

機関誌関係費 １０，１５０，０００ １０，１５０，０００ ０

学術連合体等関係費 ０ ２００，０００ △ ２００，０００

会議費 ３００，０００ ３００，０００ ０

旅費・交通費 ３，３６０，０００ ３，３６０，０００ ０

通信費 ６００，０００ ６００，０００ ０

印刷費 ４５０，０００ ４５０，０００ ０

備品等 ２００，０００ ２００，０００ ０

消耗品等 １００，０００ １００，０００ ０

役員選挙積立 １００，０００ １００，０００ ０

名簿作成積立 ３２０，０００ ３２０，０００ ０

雑支出（慶弔費等） １００，０００ １００，０００ ０

ホームページ・コンピューター維持管理費 ５００，０００ ５００，０００ ０

小計 ２０，０８０，０００ ２０，４８０，０００ △ ４００，０００

予備費 １０，５５７，６７６ ７，４８０，０００ ３，０７７，６７６

合 計 ３０，６３７，６７６ ２７，９６０，０００ ２，６７７，６７６
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日本学校保健学会会則 （昭和２９年１０月８日制定 平

成１９年９月１６日改正）

（総則）

第１条 本会は日本学校保健学会（The Japanese As-

sociation of School Health略称JASH）と称する．

第２条 本会は学校保健に関する研究とその普及・発

展を図ることを目的とする．

第３条 本会の事務局は理事会の定めるところにおく．

（事業）

第４条 本会は第２条の目的を達成するために次の各

号の事業を行う．

１．年次学会，講演会等の開催．

２．機関誌「学校保健研究」，英文学術雑誌「School

Health」，その他の出版物の編集および刊行．

３．共同研究等本会の目的を達成するために必要な

研究事業．

４．地区学校保健学会その他関連諸学会との連絡・

協力，情報の収集．

５．その他本会の目的を達成するために必要な事業．

（会員）

第５条 会員は本会の目的に賛同し，所定の入会金・

会費を納入した個人および組織とする．ただし，会

費を２年間納入しなかった会員は，その資格を失う．

第６条 １．個人会員は年次学会，機関誌などを通じ

て研究を発表することができる．

２．会員は機関誌その他の刊行物の配布および本会

の事業についての連絡を受ける．

第７条 本会には別に定めるところにより名誉会員お

よび賛助会員をおくことができる．

（役員）

第８条 本会には次の役員をおく．

１．評議員

２．理事

３．監事

第９条 役員の選出方法および評議員，理事の定数に

ついては別に定める．

第１０条 役員の任務を次のように定める．

１．評議員は評議員会を組織する．

２．理事は理事会を組織する．常任理事は会務を処

理する．理事長は学会を代表し，会務を統括する．

３．監事は会計を監査する．

第１１条 役員の任期は３年とする．ただし重任を妨げ

ない．

（会議）

第１２条 本会の会議は総会，評議員会および理事会と

日本学校保健学会会則 （昭和２９年１０月８日制定 平

成２０年１１月１５日改正）

（総則）

第１条 本会は日本学校保健学会（The Japanese As-

sociation of School Health略称JASH）と称する．

第２条 本会は学校保健に関する研究とその普及・発

展を図ることを目的とする．

第３条 本会の事務局は理事会の定めるところにおく．

（事業）

第４条 本会は第２条の目的を達成するために次の各

号の事業を行う．

１．年次学会，講演会等の開催．

２．機関誌「学校保健研究」，英文学術雑誌「School

Health」，その他の出版物の編集および刊行．

３．共同研究等本会の目的を達成するために必要な

研究事業．

４．地区学校保健学会その他関連諸学会との連絡・

協力，情報の収集．

５．その他本会の目的を達成するために必要な事業．

（会員）

第５条 会員は本会の目的に賛同し，所定の入会金・

会費を納入した個人および組織とする．ただし，会

費を２年間納入しなかった会員は，その資格を失う．

第６条 １．個人会員は年次学会，機関誌などを通じ

て研究を発表することができる．

２．会員は機関誌その他の刊行物の配布および本会

の事業についての連絡を受ける．

第７条 本会には別に定めるところにより名誉会員お

よび賛助会員をおくことができる．

（役員）

第８条 本会には次の役員をおく．

１．評議員

２．理事

３．監事

第９条 役員の選出方法および評議員，理事の定数に

ついては別に定める．

第１０条 役員の任務を次のように定める．

１．評議員は評議員会を組織する．

２．理事は理事会を組織する．常任理事は会務を処

理する．理事長は学会を代表し，会務を統括する．

３．監事は業務を監査する．

第１１条 役員の任期は３年とする．ただし重任を妨げ

ない．

（会議）

第１２条 本会の会議は総会，評議員会および理事会と

日本学校保健学会会則の改定について

改 正 前 改 正 後
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学会の運営ならびに事務局体制に関する内規
（平成２０年１１月１５日制定）

第１条 会則第３条に定める事務局には，理事長の委嘱によって事務局長および幹事若干名をおくことができる．た

だし，事務局長の選任については理事会の議を経るものとする．

第２条 本会の入会金は１，０００円，個人会員会費は年額７，０００円（但し，学生は年額５，０００円），団体会員会費は年額

１０，０００円とする．ただし，いったん納入された会費に関しては，原則として返納しない．本条の変更について

は，総会の承認を得るものとする．

する．

第１３条 総会は理事長が毎年１回招集し開催する．

第１４条 評議員会は本会の重要な事項を審議決定し，

総会の承認をうるものとする．

第１５条 理事会は評議員会に提出する課題等を準備し，

会務について審議運営する．

第１６条 評議員会および理事会は構成員の過半数を

もって成立する．

（委員会）

第１７条 本会の理事会のもとに委員会を置くことがで

きる．委員会に関する規定は，別に定める．

（会計）

第１８条 本会の経費は，入会金・会費ならびに寄付金

その他の収入をもって当てる．

第１９条 本会の収支決算は監事の監査を受け，評議員

会の議をへて総会に報告し承認をうるものとする．

第２０条 本会の会計年度は毎年４月１日より翌年３月

３１日までとする．

（年次学会）

第２１条 本会は毎年１回年次学会を開催する．

第２２条 年次学会の学会長は評議員会において決定す

る．

第２３条 年次学会の運営などについては学会長が処理

する．

（会則の変更企画）

第２４条 本会の会則は総会出席会員の２／３以上の承

認を得なければこれを変更することができない．

（付則）

第２５条 本会には理事長の委嘱によって事務局長およ

び幹事若干名をおくことができる．ただし，事務局

長については理事会の議を経るものとする．

第２６条 入会金は１，０００円，個人会員会費は年額７，０００

円，（但し，学生は年額５，０００円），団体会員会費は

年額１０，０００円とする．

第２７条 本会則は平成１９年９月１６日改正し，平成２０年

４月１日より施行する．

する．

第１３条 総会は理事長が毎年１回招集し開催する．

第１４条 評議員会は本会の重要な事項を審議決定し，

総会の承認をうるものとする．

第１５条 理事会は評議員会に提出する課題等を準備し，

会務について審議運営する．

第１６条 評議員会および理事会は構成員の過半数を

もって成立する．

（委員会）

第１７条 本会の理事会のもとに委員会を置くことがで

きる．委員会に関する規定は，別に定める．

（会計）

第１８条 本会の経費は，入会金・会費ならびに寄付金

その他の収入をもって当てる．

第１９条 本会の収支決算は監事の監査を受け，評議員

会の議をへて総会に報告し承認をうるものとする．

第２０条 本会の会計年度は毎年４月１日より翌年３月

３１日までとする．

（年次学会）

第２１条 本会は毎年１回年次学会を開催する．

第２２条 年次学会の学会長は評議員会において決定す

る．

第２３条 年次学会の運営などについては学会長が処理

する．

（会則の変更）

第２４条 本会の会則は総会出席会員の２／３以上の承

認を得なければこれを変更することができない．

（附則）

本会則は平成２０年１１月１５日改正・施行する．

（削除）

改 正 前 改 正 後
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会 報 平成２１年度日本学校保健学会共同研究の募集について

日本学校保健学会理事長 實成 文彦

学術委員会委員長 松本 健治

日本学校保健学会では学会活性化の一つの施策として，共同研究への研究費の補助をしています．平成２１年度の学

会共同研究の募集を以下の要領で行います．とくに若手の方の応募を歓迎しますが応募者の年齢に制限はありません．

応募に際しては，以下の規定を周知のうえ，下記の必要事項を記載した学会共同研究申請書を学会事務局内，学会

理事長宛に５月３１日（消印有効）までに送付して下さい．

【応募の方法】

申請書に下記の必要事項を記入し期限までに，学会事務局へ郵送すること．

【応募の資格】

応募は平成２０年度学会費を納入している本学会の会員に限る．共同研究者も同様でなければならない．

また，同一会員が複数の課題の研究代表者および共同研究者になることはできない．

【研究費と研究期間】

研究費は一件につき２０万円，１年に２件以内とする．また，研究の期間は１年または２年とし，期間の延長は認め

ない．なお，２年計画の場合は２年次にも改めて申請をし審査をうけるものとする．採択された場合の研究費の交付

は８月をめどに行なう．

【研究成果の報告】

研究費の交付を受けた場合は，研究補助期間終了後１年以内に研究成果の報告を本学会誌に投稿しなければならな

い．また，その報告には本学会より研究補助を受けた旨を明記することとする．

【研究課題の選考】

研究課題に対する特段の縛りはないが，現代的な学校保健研究上の課題が意識されていることが望ましい。その採

択は，一定の基準のもとに公平を期して二段階の審査（学術委員会での選考および理事会での承認）を経て最終決定

する．決定次第その可否を研究代表者へ文書で通知する．

「平成２１年度学会共同研究申請書」への記載事項

研究または活動の課題，新規，継続の区別，予定研究期間（１年または２年）

研究代表者

氏名，生年月日

所属機関，職名，所属機関の所在地，Tel・Fax番号 メールアドレス（あれば）

自宅住所，Tel番号

略歴

研究の計画と内容（具体的に），キーワード（３つ）

研究の独創性（具体的に）

研究組織（代表者及び研究分担者）

氏名，所属機関，職名，年齢，役割分担（具体的な分担事項）

ここ３年間の本学会における活動状況（「学校保健研究」や「School Health」への投稿，学会における発表など）

〈なお，この申請書はワープロまたはタイプで作成し，Ａ４サイズ用紙，２枚以内として下さい．〉
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会 報

原稿の種類 内 容

総 説

論 説

原 著

報 告

実 践 報 告
または資料

会員の声

その他

学校保健に関する研究の総括，文献解題

学校保健に関する理論の構築，展望，提言等

学校保健に関する独創的な研究論文

原著に準ずる研究論文

学校保健に関して研究的にまとめられた実践
報告や貴重な資料

学会誌，論文に対する意見など（８００字以内）

学会が会員に知らせるべき記事，学校保健に

関する書評，論文の紹介等

機関誌「学校保健研究」投稿規定（平成２１年２月１５日改正）

１．本誌への投稿者（共著者を含む）は，日本学校保健

学会会員に限る．

２．本誌の領域は，学校保健およびその関連領域とする．

３．原稿は未発表のものに限る．

４．本誌に掲載された原稿の著作権は日本学校保健学会

に帰属する．

５．原稿は，日本学校保健学会倫理綱領を遵守する．

６．本誌に掲載する原稿の種類と内容は，次のように区

分する．

ただし，「論説」，「原著」，「報告」，「実践報告また

は資料」，「会員の声」以外の原稿は，原則として編集

委員会の企画により執筆依頼した原稿とする．

７．投稿された論文は，専門領域に応じて選ばれた２名

の査読者による査読の後，掲載の可否，掲載順位，種

類の区分は，編集委員会で決定する．

８．原稿は「原稿の様式」にしたがって書くこと．

９．原稿の締切日は特に設定せず，随時投稿を受付ける．

１０．原稿は，正（オリジナル）１部のほかに副（コピー）

２部を添付して投稿すること．

１１．投稿原稿には，査読のための費用として５，０００円の

定額郵便為替（文字等は一切記入しない）を同封して

納入する．

１２．原稿は，下記あてに書留郵便で送付する．

〒１１２―０００２ 東京都文京区小石川１―３―７

勝美印刷株式会社 内「学校保健研究」編集事務局

TEL：０３―３８１２―５２２３ FAX：０３―３８１６―１５６１

その際，投稿者の住所，氏名を書いた返信用封筒

（角２）を３枚同封すること．

１３．同一著者，同一テーマでの投稿は，先行する投稿原

稿が受理されるまでは受付けない．

１４．掲載料は刷り上り８頁以内は学会負担，超過頁分は

著者負担（一頁当たり１３，０００円）とする．

１５．「至急掲載」希望の場合は，投稿時にその旨を記す

こと，「至急掲載」原稿は査読終了までは通常原稿と

同一に扱うが，査読終了後，至急掲載料（５０，０００円）

を振り込みの後，原則として４ヶ月以内に掲載する．

「至急掲載」の場合，掲載料は，全額著者負担となる．

１６．著者校正は１回とする．

１７．審査過程で返却された原稿が，特別な事情なくして

学会発送日より３ヶ月以上返却されないときは，投稿

を取り下げたものとして処理する．

１８．原稿受理日は編集委員会が審査の終了を確認した年

月日をもってする．

原稿の様式

１．原稿は和文または英文とする．和文原稿は原則とし

てMSワードまたは一太郎を用い，Ａ４用紙４０字×３５

行（１，４００字）横書きとする．ただし査読を終了した

最終原稿は，CD，フロッピーディスク等をつけて提

出する．

英文はすべてＡ４用紙にダブルスペースでタイプす

る．

２．文章は新仮名づかい，ひら仮名使用とし，句読点，

カッコ（「，『，（，［など）は１字分とする．

３．外国語は活字体を使用し，１字分に半角２文字を収

める．

４．数字はすべて算用数字とし，１字分に半角２文字を

収める．

５．図表，写真などは，直ちに印刷できるかたちで別紙

に作成し，挿入箇所を論文原稿中に指定する．

なお，印刷，製版に不適当と認められる図表は書替

えまたは割愛を求めることがある．（専門業者に製作

を依頼したものの必要経費は，著者負担とする）

６．和文原稿には４００語以内の英文抄録と日本語訳をつ

ける．ただし原著，報告以外の論文については，これ

を省略することができる．英文原稿には１，５００字以内

の和文抄録をつける．また，すべての原稿には５つ以

内のキーワード（和文と英文）を添える．これらのな

い原稿は受付けない．

英文抄録および英文原稿については，英語に関して

十分な知識を持つ専門家の校正を受けてから投稿する．

７．論文の内容が倫理的考慮を必要とする場合は，研究

方法の項目の中に倫理的配慮をどのように行ったかを

記載する．

８．正（オリジナル）原稿の表紙には，表題，著者名，

所属機関名，代表者の連絡先（以上和英両文），原稿

枚数，表および図の数，希望する原稿の種類，別刷必

要部数を記す．（別刷に関する費用はすべて著者負担

とする）副（コピー）原稿の表紙には，表題，キーワー

ド（以上和英両文）のみとする．

９．文献は引用順に番号をつけて最後に一括し，下記の

形式で記す．本文中にも，「…知られている１）．」また

は，「…２）４），…１―５）」のように文献番号をつける．著

者が４名以上の場合は最初の３名を記し，あとは「ほ

か」（英文ではet al.）とする．

［定期刊行物］ 著者名：表題．雑誌名 巻：頁―頁，発
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行年

［単行本］ 著者名（分担執筆者名）：論文名．（編集・監

修者名）．書名，引用頁―頁，発行所，発行地，

発行年

―記載例―

［定期刊行物］

１）高石昌弘：日本学校保健学会５０年の歩みと将来への

期待―運営組織と活動の視点から―．学校保健研究

４６：５―９，２００４

２）川畑徹朗，西岡伸紀，石川哲也ほか：青少年のセル

フエスティームと喫煙，飲酒，薬物乱用行動との関係．

学校保健研究 ４６：６１２―６２７，２００５

３）Hahn EJ, Rayens MK, Rasnake R et al.: School to-

bacco policies in a tobacco―growing state. J Sch

Health７５:２１９―２２５,２００５

［単行本］

４）鎌田尚子：学校保健を推進するしくみ．（高石，出

井編）．学校保健マニュアル，１２９―１３８，南山堂，東京，

２００４

５）Hedin D, Conrad D: The impact of experiential

education on youth development. In: Kendall JC and

Associates, eds. Combining Service and Learning: A

Resource Book for Community and Public Service.

Vol１,１１９―１２９, National Society for Internships and

Experiential Education, Raleigh, NC,１９９０

［インターネット］

６）American Heart Association: Response to cardiac

arrest and selected life―threatening medical emer-
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〈参 考〉

日本学校保健学会倫理綱領
制 定 平成１５年１１月２日

日本学校保健学会は，日本学校保健学会会則第２条の規定に基づき，本倫理綱領を定める．

前 文

日本学校保健学会会員は，教育，研究及び地域活動によって得られた成果を人々の心身の健康及び社会の健全化の

ために用いるよう努め，社会的責任を自覚し，以下の綱領を遵守する．

（責任）

第１条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動に責任を持つ．

（同意）

第２条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動に際して，対象者又は関係者の同意を得た上で行う．

（守秘義務）

第３条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動において，知り得た個人及び団体のプライバシーを守秘

する．

（倫理の遵守）

第４条 会員は，本倫理綱領を遵守する．

２ 会員は，原則としてヒトを対象とする医学研究の倫理的原則（ヘルシンキ宣言）を遵守する．

３ 会員は，原則として疫学研究に関する倫理指針（平成１４年文部科学省・厚生労働省）を遵守する．

４ 会員は，原則として子どもの権利条約を遵守する．

５ 会員は，その他，人権に関わる宣言を尊重する．

（改廃手続）

第５条 本綱領の改廃は，理事会が行う．

附 則 この倫理綱領は，平成１５年１１月２日から施行する．
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会 報 「学校保健研究」投稿論文査読要領
日本学校保健学会 機関誌編集委員会

平成２１年２月１５日

１．日本学校保健学会会員（以下投稿者と略す）より論説，原著，報告，実践報告または資料として論文の審査依頼がなされ

た場合（以下，投稿論文と略す），編集委員長は，編集委員会または編集小委員会（以下，委員会と略す）の議を経て担当

編集委員を決定する．ただし，委員会が１０日以内に開催されない場合は，編集委員長は委員会の議を経ないで担当編集委員

を決定することができる．この場合，編集委員長は，担当編集委員名を編集委員会に報告する．

２．編集担当委員は，評議員の中から投稿論文査読者（以下査読者と略す）２名を推薦し，委員会においてこれを決定する．

ただし，当該投稿論文領域に適切な評議員がいない場合は，その他の会員または非会員をこれに充てることができる．

３．査読者による査読期間は，１回目の査読期間を２１日間，２回目以降を１４日間とする．

４．編集委員長は，査読者に対し下記の書類を送付し，査読を依頼する．

� 著者名や所属をすべて削除した論文のコピー

� 投稿論文査読依頼用紙

� 審査結果記入用紙（別紙を含む）

� 返送用封筒

� 論文受領確認用のFAX用紙

５．査読期間が守られない場合，編集委員長は，査読者に早急に査読するよう要求する．

６．審査結果記入用紙は，別紙（査読者からの審査結果記載部分）のみをコピーし，これを投稿者に送付する．

７．第１回目の査読の結果において，２名の査読者の判断が大きく異なる場合は，担当編集委員の意見をそえて投稿者へ返却

する．なお，論文の採否や原稿の種類の最終判断は，編集委員長が行う．

８．投稿者による投稿論文の内容の訂正・追加のための所要期間は，１か月を目途とする．

９．投稿者による投稿論文の内容の訂正・追加のために１か月以上要する場合は，投稿者から編集委員長に連絡するように依

頼する．

１０．投稿者からの訂正・追加原稿には，「査読者への投稿者の回答」及び訂正・追加前の投稿論文コピーを必ず添えるよう指

示する．

１１．第２回目の査読の結果，２名の査読者の結果が異なる場合は，担当編集委員の判断により調整するとともに委員会で審議

する．

１２．編集委員長は，委員会の審議の結果を尊重して最終判断を行う．

１３．その他，査読に当っての留意点

� 論文の目的・方法・結論が科学的であり，かつ論理的に一貫しているかどうかを判断することが，査読の主たる目的で

ある．したがって，査読者の見解と異なる場合は，別途学会の公開の場において討論する形をとることとし，それを理由

に採否の基準にしてはならない．

� 問題点は，第１回目の査読で全て指摘することとし，第１回目に指摘しなかった問題点は第２回目以降には，指摘して

はならない．

� 第２回目以降に新たに問題点が発見された場合は，その旨を編集委員長に報告し，判断を受ける．その場合，編集委員

長は，委員会に報告する．

� 新しく調査や実験を追加しなければ意味がない投稿論文は不採用とし，採用できない理由を付す．

� 査読者のいずれか１名が，不採用とした場合，編集委員会の判断により，第３査読者に査読を依頼することができる．

その際，不採用とした査読者の査読は，その時点で終了する．
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会 報 第５６回日本学校保健学会開催のご案内（第２報）
年次学会長 高倉 実

（琉球大学）
ちゅ しま

１．メインテーマ：「すべての子どもに豊かな健康を ～美ら島からの発信～」

２．開催期日：平成２１年１１月２７日（金）～２９日（日）

３．学会会場：沖縄県立看護大学

〒９０２―００７６ 沖縄県那覇市与儀１丁目２４番１号

（那覇空港より那覇バスターミナルまで：モノレールで１１分「旭橋駅」下車，那覇バスターミナルまで徒歩３分

バスターミナルより看護大学まで：バス「県立看護大学前」下車約１５分，または「与儀十字路」下車１３分＋徒

歩５分）

※ 学会会場には駐車場がございませんので，公共の交通機関を利用してお越しください．

※ なお，１１月２７日（金）は，学会会場に入ることはできませんので，ご注意ください．（２７日の行事は，この会場

では行われません）

４．主 催：日本学校保健学会

５．後 援

（予定）

：文部科学省，日本学校保健会，沖縄県，沖縄県教育委員会，沖縄県学校保健会，沖縄県医師会，沖

縄県歯科医師会，沖縄県薬剤師会，沖縄県学校薬剤師部会，沖縄県栄養士会 ほか

６．学会の概要（予定）：

１１月２７日（金）：理事会，評議員会，学会関連行事，等

（これらの会場は，懇親会を行う「ホテルロイヤルオリオン」となりますのでご注意ください）

１１月２８日（土）：学会長講演，特別講演，シンポジウム，学会総会，一般口演，ポスター発表，ミニフォーラム，

懇親会，等

１１月２９日（日）：学会メインフォーラム，特別講演，シンポジウム，学会賞・奨励賞受賞講演，学会共同研究発表，

ランチョンセミナー，一般口演，ポスター発表，ミニフォーラム，自由集会，等

※ なお，ここに記載したプログラムは，今後，変更されることがあります．

【学会長講演】「すべての子どもに豊かな健康を」高倉 実（琉球大学医学部教授）

【特別講演】

１．「現代の学校精神保健活動への提言」新里里春（琉球大学副学長・理事）

２．「沖縄の食から日本の食育を考える ―栄養疫学の視点から―」等々力英美（琉球大学医学部准教授）
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【学会メインフォーラム】

「社会格差の広がりと子どもの健康への影響 ―今，学校保健に何が求められているか―」（日本学術会議共

催・市民公開フォーラム予定）

【シンポジウム】

１．「学校保健における大規模疫学研究の役割」

２．「続・青少年の危険行動防止とライフスキル教育」

３．「これからの保健学習をどう進めるか ―新学習指導要領に注目して―」（学術委員会共同企画）

７．懇 親 会

１１月２８日（土）

懇親会を「ホテルロイヤルオリオン」で行う予定です．

〒９０２―００６７ 沖縄県那覇市安里１―２―２１

（那覇空港からモノレールで１５分「牧志駅」下車，ホテルロイヤルオリオンまで徒歩３分，国際通り沿い．看護

大学からタクシーで約１０分）

沖縄の芸能アトラクションをお楽しみいただきつつ，琉球料理もご堪能いただこうと考えています．学生参加

費も設定いたしましたので，たくさんの方々のご参加をお待ち申し上げます．

８．一般発表（口演・ポスター）の演題登録

１）演題登録 締め切り：平成２１年５月３１日（日）必着

２）登録方法：原則として年次学会ホームページからの受け付けとなります．

年次学会（第５６回日本学校保健学会）トップページ（http:／／www.edu.u-ryukyu.ac.jp／jash／）

※ 次の各項目を必ず入力してください．

� 演題名

� 発表者氏名（フリガナ）（所属機関）

� 共同研究者氏名（フリガナ）（所属機関）（必ず，全員記載してください）

� 発表形式 １．口演 ２．ポスター（どちらか１つ）

� 演題区分（第１希望，第２希望）（下記から，あてはまる分野を２つ選んでください）

� 発表者連絡先「郵便番号，住所，氏名，電話，FAX，Eメールアドレス」

� キーワード ３つ以内

	 発表内容の概要（２００字程度）
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【演題区分番号】

１．原理，歴史 ２．発育，発達 ３．疾病予防，健康管理

４．学校給食，食育 ５．喫煙，飲酒，薬物 ６．学校安全，安全教育

７．性教育，エイズ教育 ８．環境衛生，環境教育 ９．保健学習，保健指導

１０．ライフスキル教育 １１．健康評価，保健統計 １２．学校保健組織活動

１３．養護教諭，保健室 １４．心の健康，健康相談 １５．特別支援教育

１６．歯科保健 １７．国際保健 １８．その他

※ �～	のすべての内容の記載がないと，受け付けられないことがあります．

※ ホームページからの申し込みが利用できない場合は，この内容を記載した用紙を下記宛へ郵送してください．

（平成２１年５月３１日（日）必着でお願いします）

【郵送先】〒９０３―０２１５

沖縄県西原町字上原２０７

琉球大学医学部保健学科 臨床心理・学校保健学教室内

第５６回日本学校保健学会 原稿・講演集担当 （和氣）

※ 学会事務局とは異なりますので，ご注意ください．

※ トラブルを避けるため，FAXでの受付はできませんのでご了承ください．

３）登録に際してのご注意

・発表内容は，これまで未発表の研究に限ります．

・発表者および共同研究者は，すべて日本学校保健学会の会員に限ります．学会員でない方は，速やかに入会の

手続きをお願いします．

日本学校保健学会ホームページ（http:／／wwwsoc.nii.ac.jp／jash／）

・口演は，発表８分，討論４分を予定しています．すべての会場でパワーポイントのみが利用できる予定です．

なお，パワーポイントは必須ではありません．また，スライドやOHPは利用できません．

・ポスター発表は，学会２日目（１１月２８日）と３日目（１１月２９日）に，原則として午前９時から掲示し，座長制

による発表と討論を行う予定です．

・演題の採否，および発表形式（口演かポスターか），演題の割り振り等は，最終的に年次学会長に一任させて

いただきますのでご了承ください．

９．講演集の原稿提出締め切り

平成２１年７月３１日（金）を予定しています．昨年度同様，Eメールによる添付を原則とする予定です．

詳細は，年次学会ホームページ，および本誌次号以降に掲載します．

１０．事前参加申込および学会参加費

１）事前参加申込

原則として年次学会ホームページからの受け付けとなります．

年次学会（第５６回日本学校保健学会）トップページ（http:／／www.edu.u-ryukyu.ac.jp／jash／）

なお，ホームページからのお申込みができない方は，本誌に同封されている郵便振替用紙に必要事項をご記入

の上，送金いただくと参加申込ができます．お振込みいただいた方には，「参加登録証」を郵送させていただき

ます．学会当日の受付がスムーズになりますので，是非，ホームページでの事前登録・参加申込をご利用ください．

※ 本誌に同封の用紙以外（郵便局等に用意してある振替用紙）で振り込まれる場合は，通信欄に必ず振込金額

の内訳（例：学会参加費８，０００円，懇親会費６，０００円，弁当代２日分１，６００円 合計１５，６００円など）をお書きく

ださい．なお，振込先は以下の通りです．

【振込先】（郵便振替）

加入者名：第５６回日本学校保健学会

口座記号・番号：０１７１０―４―１２４１７４

２）学会参加費

【８／３１までの早期申込】……希望者には事前に講演集を送付いたします．送付ご希望の方は送料５００円を加え

てお申込みください．
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�一般（会員・非会員） ８，０００円（講演集代込）

�学生（学部生・大学院生など） ４，０００円（講演集代込）

【９／１～９／３０の事前申込】……講演集は当日，会場受付でお受取りください．

�一般（会員・非会員） ９，０００円（講演集代込）

�学生（学部生・大学院生など） ５，０００円（講演集代込）

【当日参加】

�一般（会員・非会員） ９，０００円（講演集代込）

�学生（学部生・大学院生など） ５，０００円（講演集代込）

※ ��および��の場合は，事前に「参加登録証」を郵送致しますので，必ず学会当日にお持ちください．

３）懇親会費（１１／２８ 土）

�事前申込（８月３１日まで） 一般６，０００円 学生３，０００円

�９／１～９／３０の事前申込および当日申込 一般７，０００円 学生３，５００円

４）講演集代のみ

�事前送付をご希望の場合は，１冊３，５００円（送料込み）で必要冊数をご記入の上，送金してください．ただ

し，８月３１日までとさせていただきます．

�学会当日は，１冊３，０００円で販売します．（数に限りがございますのでご注意ください）

５）昼食（弁当代）（１１／２８，１１／２９）それぞれ８００円

※ 学会会場の周辺には，あまり飲食店がございません．昼食時の混乱を避けるため，事前予約の方に限り，お

弁当を販売致します．会場内の休憩室などで，お弁当を召し上がっていただけます．ご希望の方は，年次学会

ホームページで申し込まれるか，本誌同封の口座振替用紙の該当欄に○をつけて，送金してください（当日販

売は致しませんのでご注意ください）．なお，１１／２９（日）昼食時にランチョンセミナーを開催する予定です（詳

細については，年次学会ホームページと本誌次号に掲載します）．

〈注意事項〉

台風等の自然災害により本年次学会が開催不可能となった場合は，学会参加費等の一部を返金できませんので，

あらかじめご承知おき願います．

１１．学会関連行事および自由集会の申し込み

申し込み締め切り：平成２１年５月３１日（日）とさせていただきます．学会関連行事および自由集会については，事

務局としては，会場のご提供のみとさせていただきます．ただし，プログラムや講演集には，会場のご案内や内容

のご紹介をさせていただきます．

学会関連行事：平成２１年１１月２７日（金）に「ホテルロイヤルオリオン」の部屋を確保しておりますので，必要な場

合は，お手数ですが，下記の学会事務局までご一報ください．

自由集会：平成２１年１１月２９日（日）午後４時から約２時間の枠で，学会会場の主要な部屋を４会場確保しておりま

す．会場数に限りがございますので，自由集会を企画されている方は，お手数ですが，下記の学会事務局までご一

報ください．

【連絡先】第５６回日本学校保健学会事務局 E-mail：mkoba＠edu.u-ryukyu.ac.jp TEL&FAX：０９８―８９５―８４４９

（事務員はおりませんので，お問い合わせは，できるだけＥメールでお願いします）

１２．宿泊・航空等

年次学会事務局ではお取り扱いしませんが，株式会社日本旅行沖縄がご案内させていただきます．詳細は，次の

ホームページをご参照ください．なお，お申込みもホームページ上でお願いいたします．

日本旅行沖縄ホテル予約ページ （https:／／apollon.nta.co.jp／gakohoken／perl／hotel.pl?）

１３．年次学会事務局

問い合せ先

・申込および学会参加費，一般的事項について

小林 稔（事務局長）

〒９０３―０２１３ 沖縄県西原町字千原１番地

琉球大学教育学部附属教育実践総合センター 小林研究室内

第５６回日本学校保健学会事務局
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E-mail：mkoba＠edu.u-ryukyu.ac.jp TEL & FAX：０９８―８９５―８４４９

（事務員はおりませんので，お問い合わせは，できるだけＥメールでお願いします）

・原稿及び講演集について

和氣則江

〒９０３―０２１５ 沖縄県西原町字上原２０７

琉球大学医学部保健学科 臨床心理・学校保健学教室内

第５６回日本学校保健学会 原稿・講演集担当

E-mail：sh５６＠w３.u―ryukyu.ac.jp（学会専用） TEL：０９８―８９５―１２８１

（事務員はおりませんので，お問い合わせは，できるだけＥメールでお願いします）

１４．年次学会ホームページ，その他

最新の情報は，下記のホームページでもご案内します．

年次学会（第５６回日本学校保健学会）トップページ（http:／／www.edu.u-ryukyu.ac.jp／jash／）
※ 一般発表（口演，ポスター）の演題登録と講演集の原稿提出は，主に，このホームページを通じてご案内し

ますので，是非ご覧ください．
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会 報

平成２１年度（平成２１年４月～平成２２年３月）会費納入のお願い
平成２１年度の会費の納入をお願い致します．５１巻１号に同封の振替用紙（手数料学会負担）をご利用

の上，個人会員会費７，０００円（但し，学生は年額５，０００円），団体会員会費１０，０００円，賛助会員会費

１００，０００円をお支払いください．

（振替用紙は，下記必要事項をご記入いただければ，郵便局に用意してあるものでもお使いいただけま

す．但し，手数料がかかります．）

なお，退会を希望される会員の方は，至急文書にて事務局までご一報下さい．特にお申し出のないか

ぎり継続扱いとさせていただいております．

また，住所・勤務先変更等がございましたら，変更事項を５１巻１号巻末に綴じ込みのハガキ又は下記

変更届用紙でご連絡ください．

変更先をご連絡いただかないと，機関誌の送付ができなくなることがありますのでご注意ください．

郵便局振替口座 ００１８０―２―７１９２９

日本学校保健学会

銀行口座 百十四銀行 医大前出張所（普通）０１５８７４５

日本学校保健学会 實成 文彦

（にほんがっこうほけんがっかい じつなり ふみひこ）

連絡先 〒７６１―０７９３ 香川県木田郡三木町大字池戸１７５０―１

香川大学医学部 人間社会環境講座 衛生・公衆衛生学内

日本学校保健学会事務局 TEL ０８７―８９１―２４３３ FAX ０８７―８９１―２１３４
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地方の活動 第５６回近畿学校保健学会開催要項
第５６回近畿学校保健学会 会長 辻井 啓之

（奈良教育大学 保健管理センター）

第５６回近畿学校保健学会を下記の通り開催します．今学会は学校現場での実践報告も歓迎いたします．皆様のご参

加を心よりお待ちいたします．

記

１．会 場 奈良教育大学 〒６３０―８５２８ 奈良市高畑町

２．日 時 平成２１年６月２０日（土） ９：００～１７：５０

午前：一般演題

昼 ：評議員会

午後：総会，次期会長挨拶

：特別講演（奈良教育大学 食育GP共催）「『食は命です』～食育の本音とスローフード～」

尾川欣司（Le BENKEIオーナーシェフ，奈良県食育推進会議副会長，スローフードJAPAN委員長）

司会：鈴木洋子（奈良教育大学生活科学教育講座教授）

：シンポジウム「学校保健におけるフィジカルヘルスとメンタルヘルス」

基調講演：辻井啓之（学会長，奈良教育大学教授）

シンポジスト

・フィジカルヘルスの立場から 岡本和美

（岡本内科こどもクリニック，奈良県医師会理事，元奈良県教育委員長）

・歯科医師（奈良県歯科医師会より推薦．演者選定中）

・メンタルヘルスの立場から 岩坂英巳（奈良教育大学教授，特別支援教育研究センター長）

・保健主事の立場から 宮本和代（香芝市立真美ヶ丘西小学校校長）

・養護教諭の立場から 森三恵子（大和郡山市立郡山西中学校養護教諭）

座長：辻井啓之（学会長，奈良教育大学教授）

３．一般演題申込

演題発表者は，演題申込用紙に必要事項を記入の上，平成２１年４月６日（月）までに，第５６回近畿学校保健学会事

務局まで申込下さい．また，抄録用の原稿は，原稿作成要項を参照して，平成２１年５月７日（木）までに，第５６回近

畿学校保健学会事務局まで，Ｅメールまたは，原稿在中と朱書きの上，送付して下さい．後日発表時間等お知らせ

いたします．

［Ｅメール送付先：５６kinkigakkohoken＠nara-edu.ac.jp］

◎ 一般演題発表者は共同研究者を含め正会員であることが必要です．会員でない方は，年会費３，０００円を下記

郵便振替口座にお振込み下さい．

加入者名：近畿学校保健学会

加入者番号：００９４０－５－１８１８２６

〒６５７―８５０１ 兵庫県神戸市灘区鶴甲３―１１

神戸大学大学院人間発達環境学研究科 川畑徹朗 研究室内

近畿学校保健学会事務局 TEL & FAX ０７８―８０３―７７３９

４．参加申込 特に必要ありません．当日会場にお越し下さい．

５．参加費 正会員 無料（但し，平成２１年度会費納入者），当日会員２，０００円，当日学生会員１，０００円

６．懇親会 平成２１年６月２０日（土）１８：００より奈良教育大学生協食堂にて懇親会を開催いたします．参加費は５，０００

円（当日受付有）です．お気軽に是非ご参加下さい．
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７．演題申込先

〒６３０―８５２８ 奈良市高畑町 奈良教育大学保健体育講座

学校保健・スポーツ医学研究室内

第５６回近畿学校保健学会事務局 笠次良爾

TEL & FAX：０７４２―２７―９２３３（笠次研究室）

E-mail：５６kinkigakkohoken＠nara-edu.ac.jp

TEL ０７４２―２７―９１３８ FAX ０７４２―２７―９２８０（保健管理センター 辻井）

第５２回東海学校保健学会総会開催のお知らせ

目 的 東海学校保健学会は，「学校保健に関する研究とその普及・発展を図る」ことを目的として，東海地方

の学校保健の推進や児童生徒および教職員の健康の保持・増進に学術的な側面から貢献することとする．

主 催 東海学校保健学会（理事長：佐藤祐造 愛知学院大学心身科学部長）

学 会 長 愛知学院大学副学長・短期大学部副学長 小出龍郎

日 時 ２００９（平成２１）年９月５日（土） １０：００～１６：００

会 場 愛知学院大学楠元キャンパス，〒４６４―８６５０ 名古屋市千種区楠元町１―１００

日 程 ９：００～受付

１０：００～１２：００ 一般口演：歯学部第１，２講義室

１２：００～１３：００ 役員会：第２会議室

１３：００～１３：４０ 総会：法人本部講堂

１３：５０～１５：２０ 特別講演：法人本部講堂（座長：小出龍郎学会長）

「現代における親と子どもの七パターン～対応困難な人たちとの対応技法～」

愛知学院大学心身科学部教授 江口昇勇先生

演 題 募 集

演題申し込み：平成２１年６月２６日（金）

抄録締め切り：平成２１年７月２４日（金）

発表はすべて口演（パワーポイントスライド７枚以内）

時間７分，質疑応答５分

演題申し込み先（�～�のいずれかで）

�葉書：〒４６４―８６５０ 名古屋市千種区楠元町１―１００

愛知学院大学歯学部口腔衛生学講座内

第５２回東海学校保健学会総会準備委員会宛

�ファックス：（０５２）７５２―５９８８

第５２回東海学校保健学会総会準備委員会宛

�E-mail：kazkato＠dpc.aichi-gakuin.ac.jp

第５２回東海学校保健学会総会準備委員会宛

総会事務局

愛知学院大学歯学部口腔衛生学講座内

第５２回東海学校保健学会総会準備委員会

学会長：小出龍郎，副会長：中垣晴男，向井正視

準備委員長：加藤一夫，副準備委員長：大田 功

〒４６４―８６５０ 名古屋市千種区楠元町１―１００，

電話（０５２）７５１―２５６１ 内線１３５２，ファックス（０５２）７５２―５９８８

地方の活動
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お知らせ JKYB健康教育一日ワークショップ大阪２００９開催要項

主 催 JKYBライフスキル教育研究会

対 象：一般教諭，養護教諭，栄養教諭，管理栄養士，保健師，学生・院生など約５０名

日 時：２００９年６月２１日（日） 午前９時～午後４時半

会 場：ECC国際外語専門学校（大阪市北区中崎西２―１―６ 最寄り駅 阪急梅田駅）

参加費：４千円（JKYBライフスキル教育研究会会員，第５６回近畿学校保健学会参加者，平成２１年度近畿学校保健学

会会員は，２千円）

申し込み方法：

お名前，連絡先住所を明記し，８０円切手を添付した返信用封筒を同封して，封筒の表に【JKYB健康教育

一日ワークショップ大阪２００９ 参加希望】と朱書して，下記までお申し込み下さい．

なお，お申し込みの際には，お名前，所属，職種，連絡先電話番号を明記下さるようお願い申し上げます．

また，第５６回近畿学校保健学会参加者もしくは平成２１年度近畿学校保健学会会員の方は，その証明となる振

込用紙の半券のコピーを必ず同封して下さい．

【申し込み先】

〒６５７―８５０１ 神戸市灘区鶴甲３―１１ 神戸大学大学院人間発達環境学研究科 川畑徹朗

Tel & Fax.０７８―８０３―７７３９

第１８回JKYB健康教育ワークショップ開催要項

主 催 JKYBライフスキル教育研究会

共 催 伊丹市教育委員会

対 象：教諭，養護教諭，栄養士など約１２０名（初参加者４０名，参加経験者８０名）

日 時：２００９年７月３０日（木）午前９時半～３１日（金）午後４時半（２日間）

会 場：兵庫県伊丹市立文化会館「いたみホール」（伊丹市宮ノ前１―１―３ 最寄り駅 阪急伊丹駅）

参加費：１３，０００円（一般参加費：資料費，事後報告書費，懇親会費を含む）

申し込み方法：

封筒の表に【第１８回JKYB健康教育ワークショップ参加希望】と朱書し，参加希望コース（初回，２回目，

３回目コースのいずれか）を明記して，事務局までお送り下さい．また，お名前，連絡先住所を明記し，８０

円切手を添付した返信用封筒を同封して下さい．

なお，お申し込みの際には，お名前，所属，職種，連絡先電話番号，JKYBライフスキル教育研究会が主

催するワークショップへの参加回数をお知らせ下さい．

申し込み受付期限は６月２６日（当日消印有効）といたします．

【申し込み先】

〒６５７―８５０１ 神戸市灘区鶴甲３―１１ 神戸大学大学院人間発達環境学研究科 川畑徹朗

Tel & Fax.０７８―８０３―７７３９

お知らせ
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お知らせ 第１０回子どもの防煙研究集会

日 時：平成２１年４月１８日（土） 午後５時３０分～７時３０分（予定）

（第１１２回日本小児科学会学術集会にあわせて開催）

場 所：奈良女子大学 記念館（〒６３０―８５０６ 奈良市北魚屋西町）

http:／／www.nara-wu.ac.jp／accessmap.html

共 催：子どもの防煙研究会

共 催：日本小児科連絡協議会「子どもをタバコの害から守る」合同委員会

対 象：日本小児科学会会員に限らず，子どもの防煙に関心のある方々

認定医制度：日本小児科学会専門医制度研修集会 ３単位

参 加 費：無料（ただし別途資料代５００円）

テ ー マ：子どもの防煙のための医療・教育・行政の連携に向けて

サブテーマ：近畿地方の未成年者喫煙ゼロプロジェクト

Ａ．講演

１．「耳鼻咽喉科校医による禁煙教育」山家康嗣先生（堺市）

２．「奈良県での子どもたばこゼロプロジェクト」山田全啓所長（郡山保健所）他

Ｂ．パネルディスカッション

第１０回子どもの防煙研究集会世話人：中川恒夫・加治正行・原田正平・高橋裕子

後 援：文部科学省，厚生労働省，日本医師会，日本学校保健学会，日本健康教育学会，日本小児アレル

ギー学会，日本子ども健康科学会（予定／順不同）

問い合わせ先：「子どもの防煙研究会」事務局

国立成育医療センター成育政策科学研究部成育医療政策科学研究室（原田正平）

FAX ０３―３４１７―２６９４

E-mail harasho@nch.go.jp

または事務担当（家田泰伸） TEL ０５２―８８１―３５９４ FAX ０５２―８７２―４５９０
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お知らせ 「日本学校保健学会会員の国際交流活動状況把握」

に関するアンケート調査

国際交流検討委員会

国際交流検討委員会では，「国際交流の在り方」について検討していますが，このたび，日本学校保健学会会員の

皆様の国際交流活動に関する情報を把握することを目的として調査を実施することになりました．

この頁をコピーして各設問にご記入頂きfaxにて学会事務局宛てにお送りください．なお，この調査へ回答するこ

とにより，皆様にご迷惑がかかるようなことは一切ございません．ご協力をよろしくお願いいたします．

回答送付先：日本学校保健学会事務局 fax.０８７―８９１―２１３４ 回答期限：平成２１年７月３１日

以下の設問について，該当項目の番号に○をつけるか，（ ）に必要事項を記入してください．

１）あなたは，学校保健や健康教育に関する国際学会や会議に参加したことがありますか．

� 参加したことがある � 参加したことがない

（「� 参加したことがない」と回答した方は，６）にお進み下さい．）

２）あなたは，学校保健や健康教育に関する国際学会や会議にて発表したことがありますか（共同研究も含む）．

� 発表したことがある � 発表したことがない

３）あなたは，海外の研究者らと継続的に交流を行っていますか．

� 行っている � 行っていない

（「� 行っていない」と回答した方は，６）にお進み下さい．）

４）あなたが行っている国際交流方法の様式は，個人またはグループのどちらですか．両方の場合は�と�に○をつ

けてください．

� 個人 � グループ

５）あなたが行っている国際交流では，どのような成果が上がりましたか．

（ ）

６）本学会に対する国際交流事業への要望がございましたら，以下に記入して下さい．

（ ）

７）あなたの年齢と職種についてお答え下さい．

（ ）歳代 職種（ ）

差し支えなければご氏名もお答えください．（ ）

以上

ご協力ありがとうございました．
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お知らせ 「学校保健研究」編集事務局の移転について

時下ますますご隆盛のこととお慶び申し上げます．平素より格別のご愛顧を賜わり，厚くお礼申しあげます．

さて弊社（勝美印刷株式会社）は，この度，業務拡張に伴う新部門設立と相成りました．

それに伴い，「学校保健研究」編集事務局は，新設部門への移設に伴い下記に移転することとなりましたのでお知

らせいたします．

誠に勝手な申し出ではございますが，何卒ご理解とご協力のほどよろしくお願い申し上げます．

なお，論文の投稿先が，平成２１年度３月９日以降の受付より次のあて先へ変更となりますのでご協力の程よろしく

お願い申し上げます．

論文投稿先

〒１１２―０００２ 東京都文京区小石川１―３―７

勝美印刷株式会社 メディア事業本部内

「学校保健研究」編集事務局

TEL：０３―３８１２―５２２３ FAX：０３―３８１６―１５６１

また，途中の事故などを避けるため，なるべく新編集事務局の方に直接郵送いただきますようお願いいたします．
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編 集 後 記

機関誌「学校保健研究」の改革なくして本学会活動の
活性化，発展はあり得ません．第１２期の松本健治前編集
委員長は「改革に終わりはありません」という言葉を編
集後記（第４９巻第５号）に残されました．そして，次号
の編集後記には第１３期の佐藤祐造編集委員長が「会員の
皆様のご要望を取り入れ，改革も行います」と記して引
き継がれて，１年余りが経ちました．

この度の新しい「投稿規定」は，改革への努力の一部
が具体的な形になって示されたものと言えます．改正さ
れた点は３つです．まず一つは，原稿の種類として「実
践報告または資料」が新たに加えられました．学校保健
では，科学的に探究された成果ばかりでなく，学校保健
活動の向上，発展に直接的に寄与する学校現場などから
の実践報告も貴重であることから設けられたものです．
二つ目は，掲載料に関する著者の負担を軽減するために，

学会としての負担を刷り上り６頁以内から８頁以内に増
やされました．三つ目として，原著，報告以外の論文に
ついては英文抄録と日本語訳を省略できるようになりま
した．

これを機会に，会員の皆様の実践活動や研究活動が
いっそう活発となり，多くの優れた論文が投稿されるこ
とを願っております．また引き続き，本誌の改革に向け
て，多くの会員の方々からご要望やご意見を頂きたいと
思います．そして，学術雑誌としての価値を高めること
は容易ではないものの，査読における真剣勝負と丁寧な
コメントなどの地道な努力により被引用回数が多い質の
高い論文をたくさん掲載してインパクトファクターなど
で評価されるような，かつ学校保健を教育現場で推進し
ている人々からも期待されるような，学術雑誌に育てて
いきたいと願っております． （野津有司）
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